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表の見方 

ＫＰＩの進捗                                                                                                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2023 2024 2025 2026 2027

ー 100 100 100 100

2023年度 ー (100%) (100%) (100%) (100%) 2027年度 0% 0%

98.6 ー 98.6 100

ー (0%)

99.4

2019年度 (57%) 2027年度

98.6 98.6 100

(0%)

ー 100 100 100 100

2023年度 ー (100%) (100%) (100%) (100%) 2027年度 0% 0%

95.7 ー 95.1 100

ー (0%)

93.7

2019年度 (24%) 2027年度

91.7 95.7 100

(48%)

％

教育内容と人的・物的資源等を、地域等の外部の資
源を含めて活用しながら効果的に組み合わせて指
導計画を作成している学校の割合(小学校)

教育内容と人的・物的資源等を、地域等の外部の資
源を含めて活用しながら効果的に組み合わせて指
導計画を作成している学校の割合(中学校)

％

下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

％

％

1

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率

関連県計画と合わせて更新

関連県計画と合わせて更新

総合戦略策定時の値等 上段：単年度目標値（終期の年（年度）まで） 

※（）内は目標に対する進捗率 

目標値と終期 

下段：実績値 

（作成時点で把握できている最新年（年度）まで） 

※（）内は目標に対する進捗率 

KPI の基準値や目標値

の更新等があった場合、

従前の状況を併記 

計画期間中の最新実績値の評価 

＜基本の計算式＞ 

単年度目標値達成率＝（実績値－基準値）/（単年度目標値－基準値） 

進捗率＝（実績値－基準値）/（目標値－基準値） 

 

※ 計算結果が０以下の場合は０％と表記 

※ 指標名のうしろに * 標記がある指標は、各指標の特性に応じ、基本の計算式以外の計算式に

より単年度目標値達成率、進捗率を算出 
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１．「清流の国ぎふ」を支える人づくり 

（１）未来を支える人 

① 地域や企業等と連携したふるさと教育の展開 

実施状況                                                    

（ふるさと教育の展開） 

⚫ 県内の市町村立小学校、中学校、義務教育学校、特別支援学校において、本県が誇

る自然・歴史・文化・産業等に関する施設や史跡等で行う体験活動を実施し、「ふるさ

と岐阜」の魅力を学ぶ取組みを推進した。 

【清流の国ぎふ ふるさと魅力体験事業実施校数】５０校 

⚫ 「岐阜県ふるさと教育表彰」により優れたふるさと教育の取組みを実践している学校

を顕彰するとともに、県ホームページで広報した。 

【岐阜県ふるさと教育表彰】最優秀校４校・優秀校１１３校 

⚫ 県立高等学校において、地元の自治体や教育機関、企業等と連携して、地域課題の

発見・解決を目指す探究的な学びを実践した。 

【COREハイスクール事業】18校 

【地域課題探究型学習推進事業】11校 

⚫ 児童生徒の県産農畜産物に対する愛着を促すため、学校給食における県産農畜産

物の使用に要する経費の一部を助成した。 

【学校給食における県産農畜産物の使用割合（金額ベース）】57.9％（２０２３年度） 

⚫ 食育推進リーダーの育成や農業体験を実施する地域や団体への支援等を実施した。 

【地産地消県民運動の一環として実施した食農体験イベント数】5件 

【農業体験など地域の食農教育活動への支援数】２団体 
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ＫＰＩの進捗                                                   

 
＜単年度目標値未達の要因＞ 

ＫＰＩ①：外部連携を検討するなど、より効果的な指導計画となるよう見直しを図っている

学校があるため。 

ＫＰＩ②：県産農産物の価格が上昇し、他県産の利用が増えたことなどから、目標値に達し

ていない。 

今後の取組み                                                    

（ふるさと教育の展開） 

⚫ 外部連携を効果的に実践している学校の事例について研修会等で共有し、県内に好

事例を広める取組みを推進する。 

⚫ 学校給食における県産農畜産物の購入経費の助成事業を通して児童生徒及び保護

者への食農教育の推進を図るとともに、学校(栄養士)と生産者の連携を図る方法を

検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

2023 2024 2025 2026 2027

ー 100 100 100 100

2023年度 ー (100%) (100%) (100%) (100%) 2027年度 0% 0%

98.6 ー 98.6 100

ー (0%)

99.4

2019年度 (57%) 2027年度

98.6 98.6 100

(0%)

ー 100 100 100 100

2023年度 ー (100%) (100%) (100%) (100%) 2027年度 0% 0%

95.7 ー 95.1 100

ー (0%)

93.7

2019年度 (24%) 2027年度

91.7 95.7 100

(48%)

64 65 66

2021年度 (50%) (75%) (100%) 2025年度 0% 0%

62 57.9 66

(0%)

％

教育内容と人的・物的資源等を、地域等の外部の資
源を含めて活用しながら効果的に組み合わせて指
導計画を作成している学校の割合(小学校)

教育内容と人的・物的資源等を、地域等の外部の資
源を含めて活用しながら効果的に組み合わせて指
導計画を作成している学校の割合(中学校)

％

下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

％

％

％2 学校給食における県産農畜産物の使用割合

1

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率

関連県計画と合わせて更新

関連県計画と合わせて更新
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② 地域の声を反映した産業教育の展開 

実施状況                                                    

（キャリア教育の推進） 

⚫ 全ての県立高等学校において、インターンシップの実施体制を整備した。 

【高等学校インターンシップ】実施校：62校、参加人数：6,360人 

⚫ 県内の複数の高等学校をグローカル探究、理数教育の研究校として指定し、

STEAM教育1や探究的な学びを推進するための学習支援や教材の開発、研究成果

発表会等を支援した。 

【グローカル探究フラッグシップハイスクール】5校 【理数教育フラッグシップハイスクール】7校 

⚫ 専門高校において、中学生向け専門高校体験講座「キャリア・チャレンジDay」を実施

し、専門学科等ならではの体験講座を行うとともに、高校生が自らの体験を交え、専

門学科等で学ぶ魅力や職業に対する考え方を紹介した。 

【キャリア・チャレンジ Day】実施校及び学科数：３２校１０７学科、参加生徒数：12,１９３人 

⚫ 地域や地元企業に精通した「地域創生キャリアプランナー2」を県立高等学校に配置

するとともに、各高等学校のキャリア教育を統括する進路指導主事とキャリア教育の

取組みの好事例などを情報共有する場を設けた。 

【地域創生キャリアプランナー配置校数】県立高等学校１９校 

（産業教育の推進） 

⚫ 高等学校や県内外の大学における学生の就職動向を聴き取り、各校のニーズに合わ

せた県内企業の魅力を発信する機会を提供することで、若者の県内就職や将来的な

Ｕターン就職を促進した。 

【ヒアリング校数】38校（県内：12校 県外：26校） 

【地元就職ガイダンス、保護者向け就職支援セミナー等開催数】６回（大学４回、高等専門学校２回） 

⚫ 保育士や技術者を高等学校等へ派遣し、仕事の魅力を伝えるセミナーを開催したほ

か、現場見学会や出前授業、ポータルサイトによる紹介など各世代に応じた各産業の

魅力発信事業を実施した。 

【保育のしごと見学会開催回数】23回 【保育の魅力紹介学生セミナー開催回数】5回 

【建設業学生交流会・出前授業実施回数】36回 

【介護情報ポータルサイトアクセス数】３７,５５９件 

⚫ 「モノづくり教育プラザ」において、県内高校生を対象として産業界が望む実践型・現

場対応型の実習を実施した。 

【航空機製造技術体験研修受講者数】１６人 【航空宇宙産業ＣＡＤ/ＣＡＭ3体験研修受講者数】１１人 

【航空機製造工程実習受講者数】７人 

 

 
1 STEAM は Science、Technology、Engineering、Art、Mathematics 等の略。各教科等での学

習を実社会での問題発見・解決に生かしていくための教科横断的な教育。 
2 地域社会や地元企業に精通した、キャリア教育を支援する人材。 
3 部品等の設計から機械加工データまでを作成するソフトウェア。 



４ 

 

⚫ 「岐阜かかみがはら航空宇宙博物館」において、子どもたちに航空宇宙の魅力を伝え、

興味関心を持ってもらうため、学習指導要領を踏まえたオリジナル教材による調べ学

習や、航空宇宙について学びを深める体験教室など、独自の教育プログラムを実施

した。 

【プログラム参加者数】3,０８０人（３園７４校） 

⚫ 県内高等学校のクラス単位による航空宇宙に関するセミナー及び県内航空宇宙関連

企業の工場見学を実施した。 

【航空宇宙産業セミナー・企業見学】実施回数：２０クラス、受講者数：５６１人 

⚫ 岐阜大学が中心となって行う「宇宙工学講座」「ぎふハイスクールサット」等の県内高

校生向けの座学・体験型研修を開催した。 

【宇宙工学講座受講者数】８６人（１８校） 【ぎふハイスクールサット受講者数】２１人（３校） 

⚫ 中学生、高校生を対象としたアントレプレナーシップ4教育を実施した。 

【アントレプレナーシップ教育受講者数】中学生・高校生計：８９人 

⚫ 「未来の技能者育成事業」として、ものづくりマイスター等を県内小中学校へ講師とし

て派遣し、大工、左官、和装、菓子作り、金属加工、電子部品組み立て等のものづくり

体験授業を実施した。 

【未来の技能者育成事業参加者数】７９７人（１７校） 

⚫ 技能検定実技試験手数料について、国の減免対象外となる25歳未満の２級受検者

を対象に減免措置を実施した。 

【技能検定手数料減免利用者数】３７８人 

⚫ 児童生徒の県産農畜産物に対する愛着を促すため、学校給食における県産農畜産

物の使用に要する経費の一部を助成した。（再掲） 

【学校給食における県産農畜産物の使用割合（金額ベース）】57.9％（２０２３年度） 

⚫ 食育推進リーダーの育成や農業体験を実施する地域や団体への支援等を実施した。 

（再掲） 

【地産地消県民運動の一環として実施した食農体験イベント数】5件 

【農業体験など地域の食農教育活動への支援数】２団体 

⚫ 森林・林業・木材産業における就職や人材育成について情報収集するため、森林文

化アカデミーの教員と「岐阜県森林技術開発・普及コンソーシアム」の会員で意見交

換会を実施した。 

【意見交換会開催回数】１回 

 

 

 

 

 

 

 
4 起業家精神（起業に限らず、新事業創出や社会課題解決に向け、新たな価値創造に取り組む姿勢や発想・

能力等）。 
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ＫＰＩの進捗                                                   

 
＜単年度目標値未達の要因＞ 

ＫＰＩ⑦：全国的に若者のものづくり離れ・技能離れが見られる中、検定制度の広報や県独
自の検定受検料の減免により、２０２４年度は増加したが、累計での目標値には達
していない。 

ＫＰＩ⑧：特別企画展の開催、VR・MRコンテンツを活用した体験教室の導入等により更な
る魅力発信に取り組み、入館者数は対前年度比で約23％増加したものの、コロ
ナ禍で激減した入館者数の回復には時間を要している。 

2023 2024 2025 2026 2027

ー 62 62 62 63

2022年度 ー (80%) (80%) (80%) (100%) 202７年度 100% 80%

58 ー 62 63

ー (80%)

80

2018年度 (100%) 2023年度

68.4 70.7 80

(20%)

ー 22 24 26 30

2022年度 ー (27%) (45%) (64%) (100%) 2027年度 500% 136%

19 ー 34 30

ー (136%)

30

2017年度 (100%) 2023年度

13 29 30

(94%)

ー 73 75 78 80

2023年度 ー (1%) (30%) (72%) (100%) 2027年度 800% 11%

72.9 ー 73.7 80

ー (11%)

30

2017年度 (100%) 2023年度

20 11 30

(0%)

ー 160 260 360 460

2022年度 ー (35%) (57%) (78%) (100%) 2023～27年度累計 101% 35%

0 ー 162 460

ー (35%)

60

2022年度 (20%) 2023～27年度累計

0 73 300

(24%)

705 1,417 2,137 2,864 3,600

2021年度 (20%) (39%) (59%) (80%) (100%) 2023～27年度累計 99% 39%

692 687 1,404 3,600

(19%) (39%)

30 40 50 50 50

2021年度 (46%) (73%) (100%) (100%) (100%) 2027年度 48% 35%

13 21 26 50

(22%) (35%)

「岐阜かかみがはら航空宇宙博物館」年間入館者数 万人

7

人

6 アントレプレナーシップ教育受講者数

4
科学技術に関する全国規模の学会・コンテスト等で
の入賞した高校生の数

インターンシップを実施した県立高等学校数 校

下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

人・団体

人

県内高校生の技能検定受検者数 * 人

8

高校で学んだことを生かした職業に就きたいと思
う、職業教育を主とする専門学科で学ぶ生徒の割合

％

高校で学んだことを活かした職業に就きたいと思う高校生
の割合

3

人・団体

％

人・団体

専門学科で学ぶ生徒を対象とした産業教育に関する全国
規模のコンテスト・大会の最上位に入賞した高校生の数

5

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率

目標の上方修正

関連県計画と合わせて更新

関連県計画と合わせて更新

関連県計画と合わせて更新
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今後の取組み                                                    

（キャリア教育の推進） 

⚫ 効果的な事業実施のため、「グローカル探究フラッグシップハイスクール」「理数教育

フラッグシップハイスクール」は「地域課題探究型学習推進事業」に統合し、それぞれ

「地域課題探究型学習推進事業（グローカル探究型）」（指定校5校）、「地域課題探究

型学習推進事業（理数探究型）」（指定校7校）として実施する。 

（産業教育の推進） 

⚫ 若年者の技能向上・研鑽を支援するため、技能検定実技試験手数料について、県独

自の支援として、国の減免対象外となる２５歳未満の２級受検者を対象に減免措置を

継続する。 

⚫ 「岐阜かかみがはら航空宇宙博物館」において、教育プログラムの活用を推進すると

ともに、幼稚園・保育園向けの「紙芝居」を導入するなど、新たなプログラムを開発・

実施していく。 

⚫ 保育の仕事の更なる魅力発信のため、セミナーと同時に、保育士のライフプランを考

える講座を新たに開催する。 

⚫ 岐阜大学において「宇宙工学講座」を実施するとともに、新たに衛星データ（ぎふハイ

スクールサットから受信）を活用した研修を実施していく。 
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③ 幼児期から高等教育まで切れ目のない教育の展開 

実施状況                                                    

（きめ細かな教育） 

⚫ 「幼児期」「架け橋期」の保育・教育に係る取組みを紹介した保護者向け啓発資料、並

びに実践の具体例を収録した保護者向け啓発動画を作成し、配布した。 

【県カリキュラム開発会議実施回数】４回 

【指定市町数】５市町（北方町、神戸町、可児市、土岐市、飛騨市） 

⚫ 「グローカル探究フラッグシップハイスクール」「理数教育フラッグシップハイスクール」

「地域の担い手育成総合戦略事業（基幹校）」の研究指定校から生徒が集まり、岐阜

大学地域協学センターや関係機関と連携しながら、地域課題の解決策の新たな提案

等をする「スーパーハイスクールセッション」を３回実施した。 

【スーパーハイスクールセッション】参加校：17校、参加者数：44人 

⚫ 義務教育全学年で少人数（35人）学級を実施するとともに、児童、教員の要望を踏ま

え、個々の学習状況に応じて取り組むことができる算数のクラウド型学習ツールの問

題を更新した。 

【教育データ利活用推進校訪問回数】１８回 

【教育データ利活用推進協議会開催回数】２回 

⚫ 教育データの有効な活用方法等について得られた知見を広めるため、大学教授等の

有識者を含めた協議会を開催したほか、システムの改善や研修会等を実施した。 

【教育データ利活用推進協議会開催回数】２回 【教育データ利活用研修会開催回数】１回 

【NEW!GIFU ウェブラーニング研修講座開催回数】２回 

（教職員の確保） 

⚫ 岐阜県の小学校、中学校、高等学校、特別支援学校の教員を志望する大学生、常

勤・非常勤講師を対象に、教員としての基礎を学ぶための講義・演習等を実施した。 

【先生のみりょく大発見会！実施回数】８回（集合型７回、Web型１回）  

⚫ 2025年度教員採用選考試験合格者の中から、奨学金返還支援の対象者を決定した。 

【２０２５年度採用 支援対象者数】４０人 

⚫ 優秀な教員の確保のため、教員採用試験の見直しを行うとともに、シニア学級担任

手当の支給を行ったほか、教職員が安心して産休育休を取得できるよう、産育休前

加配の対象を養護教諭、栄養教諭、事務職員まで拡大した。 

【シニア学級担任手当対象者数】７５人（小中義務教育学校） 

【産育休加配人数】教諭：小学校２９人、中学校１８人、養護教諭：小学校２人、中学校１人 

栄養教諭：小学校１人、事務職員：小学校３人、中学校３人 
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（特別支援教育の充実） 

⚫ 県立特別支援学校において、日常的に医療的ケアが必要な児童生徒が在籍する全

ての学校に看護師を配置するとともに、当該児童生徒が校外学習・校外行事に参加

する場合に、看護師を派遣した。 

【配置看護師数】７６人（１５校）  【校外学習（日帰り）への看護師の派遣回数】１７０回 

【校外学習（宿泊）への看護師の派遣回数】１８回（うち４回は泊を伴う派遣） 

⚫ 発達障がいに関する教員の専門性を高めるため、オンデマンド視聴等による研修を

実施した。                                

【研修受講者数】222人 

⚫ 長期入院等に伴い通学できない高校生に対する教育について、文部科学省の指定

を受け、これまでのオンラインによる双方向の授業に加えオンデマンドによる授業の

在り方を医療機関・学校等と研究した。 

【遠隔授業を実施した生徒】5人 

ＫＰＩの進捗                                                   

 

2023 2024 2025 2026 2027

ー 65 70 80 90

2023年度 ー (16%) (33%) (67%) (100%) 2027年度 124% 20%

60.1 ー 66.2 90

ー (20%)

100

2014年度 (100%) 2023年度

62.6 92.9 100

(81%)

ー 80 87 94 100

2023年度 ー (1%) (36%) (70%) (100%) 2027年度 1750% 17%

79.8 ー 83.3 100

ー (17%)

100

2018年度 (100%) 2023年度

79.1 79.8 100

(3%)

ー 90 93 96 100

2023年度 ー (32%) (53%) (73%) (100%) 2027年度 10% 3%

85.2 ー 85.7 100

ー (3%)

100

2018年度 (100%) 2023年度

79.5 85.2 100

(28%)

ー 80 87 94 100

2023年度 ー (9%) (41%) (73%) (100%) 202７年度 137% 12%

78.1 ー 80.7 100

ー (12%)

100

2018年度 (100%) 2023年度

69.6 78.1 100

(28%)

%

課題の解決に向けて、自分で考え、自分から取り組
んでいると思う児童生徒の割合（高等学校）

課題の解決に向けて、自分で考え、自分から取り組
んでいると思う児童生徒の割合（中学校）

%

課題の解決に向けて、自分で考え、自分から取り組
んでいると思う児童生徒の割合（小学校）

%

%

下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

幼保小の連携における教育課程の編成・指導の工夫をした
小学校の割合

%

%

9

10

%

幼児教育施設の教職員、保育士等との合同研修を
実施した小学校の割合

%

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率

関連県計画と合わせて更新

関連県計画と合わせて更新

関連県計画と合わせて更新

関連県計画と合わせて更新
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＜単年度目標値未達の要因＞ 

ＫＰＩ⑩：積極的な指導改善が図られており、増加傾向にあるものの、「指導改善資料」をも

とにした各学校での指導の改善途中にあることから、中学校においては目標に達

していない。 

今後の取組み                                                    

（きめ細かな教育） 

⚫ 「指導改善資料」の作成、配付、地区ごとの「学力向上・指導改善推進会議」の開催に

より、各学校が具体的な指導改善の方途を明確にできるようにする。 

⚫ 生徒の主体性を育むため、指導主事による学校訪問や研修会を通じて指導方法や

ICT の効果的な活用等についての指導助言を行う。 

⚫ 各地区の先進的な取組みの実践研究を支援するとともに、実践報告会等で指導と評

価の在り方等を県内に周知し指導改善を促す。 

⚫ 幼児教育施設の教職員、保育士等と小学校の教職員との合同研修を促進する。 

（特別支援教育の充実） 

⚫ 日常的に医療的ケアの必要な児童生徒が参加する宿泊学習や修学旅行などの泊を

伴う教育活動において、看護師が医療的ケアを実施できるように進めるとともに、課

題を整理し、その解決方法について検討する。 

⚫ 発達障がいに関する教員の専門性をさらに高めるため、新たに管理職向け研修を実

施する。 

  

2023 2024 2025 2026 2027

ー 431 543 655 770

2023年度 ー (25%) (50%) (75%) (100%) 2027年度 136% 34%

319 ー 471 770

ー (34%)

175

2018年度 (100%) 2023年度

0 198 175

(113%)

幼稚園・小・中・高等学校教員を対象とした発達障が
い支援担当教員等養成研修の受講者数（累計）

人

11

発達障がい支援担当教員養成事業のベーシック研修受講
教員数

人

下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率

関連県計画と合わせて更新
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④ 学校教育と社会教育との連携 

実施状況                                                    

（学校との連携・協働の推進） 

⚫ すべての県立学校に学校運営協議会を設置し、地域住民や保護者等からの意見や

助言を学校運営に生かしながら、地域に開かれた教育活動を推進した。 

⚫ 「ぎふ地域学校協働センター5」において、地域学校協働活動6推進のための人材育成

や体制整備のための市町村伴走支援、普及・啓発事業等を実施した。 

 【地域学校協働活動推進員等研修受講者数】107人 

【市町村支援プログラム支援件数】伴走支援：8市町、講師派遣：10市町2団体 

⚫ 地域学校協働活動推進員の配置等による体制整備や放課後子ども教室の実施等、

地域学校協働活動の推進に取り組む市町村を支援した。 

【地域と学校の連携・協働体制構築事業費補助金補助件数】３３市町村 

（社会教育、家庭教育の充実） 

⚫ 国際たくみアカデミー、木工芸術スクールにおいて、社会人の職業能力向上を支援す

るための在職者訓練、能力開発セミナーを実施した。 

【在職者訓練】実施回数：41回、受講者数：268人 

【能力開発セミナー】実施回数：８回、参加者数：218人 

⚫ 国際園芸アカデミー生涯学習講座において、花と緑の実務者向けの講座を実施した。 

【生涯学習講座（実務者向け講座）】実施回数：１９回、参加者数２７７人（うち１４人がオンライン参加） 

⚫ 森林文化アカデミーにおいて、林業技術者や木造建築技術者向けの専門技術者研

修講座を開設したほか、岐阜県地域森林監理士7や施業プランナー8等を対象とした

各種研修を実施した。 

【専門研修】１７講座（30回） 【各種研修】57回 

⚫ 「ネットワーク大学コンソーシアム岐阜」の関係機関と連携し、県民の学習機会の多様

化のための公開講座、社会人公開授業及び共同プログラム等を実施した。 

【公開講座】３講座（全２２回）、受講者数：５８１人 

【社会人公開授業】76科目、受講者数：104人 【共同プログラム】11回、受講者数：705人 

⚫ 岐阜大学と連携し、言葉や文化について学ぶ公開講座「楽習会」を実施した。また、

「情報科学芸術大学院大学（IAMAS）」と連携し、様々な本を紹介する「大人のため

のブックトーク」を実施した。 

【楽習会開催回数】6回 【大人のためのブックトーク開催回数】３回 

 

 
5 地域と学校が連携・協働する仕組みづくりの支援や協働活動を支援・展開する人材の育成研修事業を行う

岐阜大学と岐阜県が共同で設置した機関。 
6 幅広い地域住民等の参画を得て、地域全体で子どもたちの学びや成長を支えるとともに「学校を核とした

地域づくり」を目指して、地域と学校が相互にパートナーとして連携・協働して行う様々な活動のこと。 
7 地域が主体となった森林の管理・経営に必要な専門的知識等を有する人材。市町村・地域の森林づくりを

サポートする。 
8 森林経営計画の策定に関する指導者。 



１１ 

 

⚫ 県博物館運営を支援するサポーター活動において、登録したサポーターと職員が連

携し、博物館資料の整理、調査研究を実施した。 

【活動内容】制作した骨格標本の館内展示、一般公開を再開した登録有形文化財旧宮川家住宅主屋

の活用方法検討会を実施 

⚫ 先端科学技術体験センター（サイエンスワールド）で、子どもを対象に科学実験や工

作ワークショップを行う人材である「科学
か が く

行人
こ う じ ん

」の養成講座を実施した。 

【「科学行人」養成講座受講者数】6人 

⚫ 家庭教育支援員の配置や家庭教育支援チームの設置等により、関係部署と連携し、

各家庭の状況に応じたきめ細かな支援を進める市町村を支援した。 

【家庭教育支援推進事業費補助金補助件数】8市町 

今後の取組み                                                    

（学校との連携・協働の推進） 

⚫ 地域学校協働活動推進員の配置市町村の増加を目指し、「ぎふ地域学校協働センター」

を拠点に、人材育成研修、市町村伴走支援、講師派遣支援等を実施し、地域学校協

働活動の推進を図る。 

（社会教育、家庭教育の充実） 

⚫ 国際たくみアカデミーで開催する社会人向け講座について、ＤＸ等の課題に対応した

コースや各企業の希望テーマ及び希望時期に合わせて実施するオーダーメイド型研

修・訓練を周知し、受講者数の拡大を目指す。 
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（２）未来を創る人 

① デジタル社会に対応した教育の展開 

実施状況                                                    

（ＤＸを活用した魅力ある教育の推進） 

⚫ 市町村や学校のニーズに応じてICT教育の専門家（大学教授）を派遣し、ICTの利活

用やプログラミング教育の充実を支援した。 

【ICT活用アドバイザー派遣】派遣市町村数：7市町、受講教員：約170人 

⚫ 授業におけるICT活用の好事例を県のホームページに掲載し、県内の学校に提供す

ることで、教職員のICT活用指導力の向上や情報モラル教育の内容充実を図った。

また、生徒の理解の質を高めることができる新しい授業スタイルを提供するため、デ

ジタル教材を整備した。 

【授業中に ICT を活用して指導できる教員の割合】80.9％ 

【授業中に児童生徒の ICT 活用を指導できる教職員の割合】82.3％ 

【情報モラルを指導できる教員の割合】89.2％ 

⚫ 「DX 対応教員研修」として全校種の教職員を対象に、ＩＣＴ活用指導力向上のための

研修を実施した。 

【講座数】28講座 

⚫ 教育データの有効な活用方法等について得られた知見を広めるため、大学教授等の

有識者を含めた協議会を開催したほか、システムの改善や研修会等を実施した。 

（再掲） 

【教育データ利活用推進協議会開催回数】２回 【教育データ利活用研修会開催回数】１回 

【NEW!GIFU ウェブラーニング研修講座開催回数】２回 

（デジタル人材の育成） 

⚫ 県内の個人や企業の社員等に対し、国家試験の「ＩＴパスポート試験」対策講座等の

ＤＸ研修をオンラインにて実施した。 

【研修の実施回数】３回 

【主な講座内容】「ＩＴパスポート試験対策講座」「情報セキュリティマネジメント試験対策講座」 

⚫ 県内企業に就職を希望する大学生等を対象にデジタル社会で必要とされるＩＴ基礎

知識に関する研修を開催した。 

【ソフトピアジャパン大学生向けＩＴ基礎講座】講座数：11講座、受講者数：117人 

⚫ 女性の就職を後押しするため、デジタル技術が普及した社会で働く上で必要なパソ

コン操作を習得するための講座を開催した。 

【講座実施回数】2回 【受講者数】18人 
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（デジタル・デバイド9への対応） 

⚫ スマホ教室開催に係る経費への補助や国事業の周知により、市町村によるデジタル・

デバイドへの対策を支援した。 

【県補助を活用したスマホ教室】実施回数：5６回、参加者：３０４人 

【デジタル活用支援推進事業（講師派遣型）（国事業）を活用したスマホ教室】実施回数：３３回、参加

者：１４９人 

⚫ 視覚障がい者向けのＩＣＴ機器に関する研修会や、一般就労が困難な方を対象に就

労に向けたスキルアップを含む支援を実施した。 

【ICT 講習】実施回数：延べ４７２回、受講者数：９８人 

【就労準備支援事業におけるプラン作成件数】８４件 

⚫ 障がい者が自立した生活が可能となるよう、ICT機器等の購入支援や、障がいのあ

る機能を補うICT機器等の周知啓発を行った。 

【補助市町村数】１４市町 

⚫ 生活困窮者が必要に応じてスマートフォン等の端末を保有できるよう、自立相談支

援機関で実施する家計改善支援事業において、支援員による個々の状況にあわせた

家計収支の改善に向けた相談支援を実施した。 

【家計改善支援事業におけるプラン作成件数】384件 

ＫＰＩの進捗                                                   

 
＜単年度目標値未達の要因＞ 

ＫＰＩ⑬：講座内容の充実のための検討に時間を要したことから初回の募集期間が短くな

り、参加人数が他の回より少なかったため。 

 
9 インターネットやパソコン等の情報通信技術を利用できる者と利用できない者の間に生じる格差。 

2023 2024 2025 2026 2027

ー 90 94 97 100

2022年度 ー (44%) (66%) (83%) (100%) 2027年度

82.2 ー 100

ー

90

2017年度 (100%) 2023年度

75.2 82.3 90

(48%)

500 1,000 1,500 ー ー

2022年度 (33%) (67%) (100%) ー ー 2023～25年度累計 96% 64%

0 458 955 ー ー 1,500

(31%) (64%) ー ー

50 100 150 200 250

2021年度 (20%) (40%) (60%) (80%) (100%) 2023～27年度累計 231% 92%

0 114 231 250

(46%) (92%)

400 400 400 400 ー

2021年度 (100%) (100%) (100%) (100%) ー 2026年度 113% 113%

0 568 453 ー 400

(142%) (113%) ー

授業中に児童生徒のＩＣＴ活用を指導できる教職員
の割合

15

13 ITパスポート試験対策講座等の受講者数

14 学生向けデジタルスキル研修受講者数 人

スマホ教室等参加者数 人

下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率

%

%

人

12

ー ー

関連県計画と合わせて更新
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今後の取組み                                                    

（デジタル人材の育成） 

⚫ 国家試験の「ＩＴパスポート試験」対策講座等の受講者を増やすため、十分な募集期

間を設けるとともに、県内の高等学校や大学、コンビニ等で幅広く周知する。 

⚫ ＩＴ基礎知識に関する研修は就業前の大学生から一定のニーズがあるため、生成ＡＩ

や情報セキュリティなど、社会の潮流に合わせた研修テーマを実施する。 

⚫ 起業に関心のある女性を対象としたデジタルスキル講座を開催することにより、女性

の就労拡大を図る。 
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② ＳＤＧｓを推進する教育の展開 

実施状況                                                    

（ＳＤＧｓ推進の担い手育成） 

⚫ 県内の市町村立小学校、中学校、義務教育学校、特別支援学校において、本県が誇

る自然・歴史・文化・産業等に関する施設や史跡等で行う体験活動を実施し、「ふるさ

と岐阜」の魅力を学ぶ取組みを推進した。（再掲） 

【清流の国ぎふ ふるさと魅力体験事業実施校数】５０校 

⚫ 「岐阜県ふるさと教育表彰」により優れたふるさと教育の取組みを実践している学校

を顕彰するとともに、県ホームページで広報した。（再掲） 

【岐阜県ふるさと教育表彰】最優秀校４校・優秀校１１３校 

⚫ 県立高等学校において、地元の自治体や教育機関、企業等と連携して、地域課題の

発見・解決を目指す探究的な学びを実践した。（再掲） 

【COREハイスクール事業】18校 

【地域課題探究型学習推進事業】11校 

⚫ ぎふ環境学習ポータルサイトに中学生向け環境教育動画を掲載したほか、ウェブコン

テンツ「ぎふ環境エコ検定」を改修し、問題や出題方法の充実を図った。また、環境に

関する専門家を環境教育推進員として学校、企業等に派遣した。 

【コンテンツ作成数】中学生向け５本 【環境教育推進員派遣回数】９８回 

⚫ 「清流長良川あゆパーク」、「森林総合教育センター(morinos)」等での体験活動や

学習講座を通じて、森・里・川・海のつながりに理解を深め、自然と積極的に関わる姿

勢や環境保全意識を育むための親子体験ツアーを開催した。 

【脱炭素社会ぎふを支える人づくりツアー】開催数１５回、参加人数３１９人 

⚫ 県や市町村、事業者等がイベント等を県内各地で集中的に行う「SDGsフェスティバ

ル」の規模を大幅に拡大して開催した。県主催でフォーラムやセミナー、事業者交流

会等を実施したほか、市町村のＳＤＧｓ担当者によるグループワークや、SDGsの有識

者等を講師として小中学校等に派遣し講義を行うなど、多様なステークホルダーにと

っての学び・体験の場の提供に努めた。 

【SDGsフェスティバル】期間：２０２４年11月26日～２０２５年１月31日 参加団体：55団体 

【フォーラム】参加者数：310人 【セミナー】年間2回、参加者数：延べ240人 

【事業者交流会】年間２回、参加人数：８７人  

【市町村GW】年間1回、参加人数：27人 【講師派遣】年間20回 

⚫ 「ぎふ木遊館」と「森林総合教育センター（ｍｏｒｉｎｏｓ）」において、幅広い世代を対象

に多様なプログラムを実施するとともに、「移動型ぎふ木遊館」や森林総合教育の出

前プロジェクト「morino de van」を行った。 

【ぎふ木遊館プログラム実施数】68種類（253回） 【ｍｏｒｉｎｏｓプログラム実施数】107種類（380回） 

⚫ 「ぎふ木育指導員」を認定するとともに「ぎふ木育サポーター」を登録した。 

【ぎふ木育指導員認定数】８５名 【ぎふ木育サポーター登録数】300名 
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⚫ 県下の「ぎふ木育ひろば」の活動について、指導者の活用を支援するとともに、中津

川市及び高山市の団体が進める「ぎふ木遊館サテライト施設」の整備に対して支援した。 

【「ぎふ木育ひろば」支援活動実施数】19施設 【サテライト認定施設数】２施設 

ＫＰＩの進捗                                                   

 

＜単年度目標値未達の要因＞ 

ＫＰＩ⑯: 県政モニターアンケートによると、ＳＤＧｓ達成に向けた行動をしない理由として

「何をしていいのか分からないから」が７割を占めており、具体的行動の認知が不

十分であった。 

今後の取組み                                                    

（ＳＤＧｓ推進の担い手育成） 

⚫ 県・市町村・事業者等、岐阜県全体で行動を呼び掛ける「SDGsフェスティバル」につ

いて、開催期間を拡大し、参加団体の事業に係る経費を新たに支援することにより、

これまで以上に普及啓発の裾野を拡げ、県民の行動変容を強く促していく。 

⚫ 岐阜県環境教育推進員を派遣するとともに、ぎふ環境学習ポータルサイトのコンテン

ツの充実を図ることにより、学校や家庭等における環境教育を推進する。 

2023 2024 2025 2026 2027

56.2 59.6 63 66.4 69.8

2022年 (20%) (40%) (60%) (80%) (100%) 2027年 0% 0%

52.8 50.1 50.4 69.8

(0%) (0%)

30,000 50,000 50,000 50,000 ー

2020年度 (33%) (100%) (100%) (100%) ー 2026年度 107% 107%

20,351 52,716 52,147 ー 50,000

(109%) (107%) ー

16

下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

県民のSDGs達成に向け行動に移した割合 %

17 「ぎふ木遊館」入館者数 人

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率
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③ グローバル社会に対応した教育の展開 

実施状況                                                    

（グローバル社会に対応した教育の展開） 

⚫ 各学校で設定する学習到達目標の見直しのため、「小・中学校外国語科における学

習到達目標（例）及び小学校外国語活動における各学年の目標（例）」とその作成ポイ

ントをまとめた参考資料を県内の公立小学校、中学校、義務教育学校及び特別支援

学校に配付した。 

【県指導主事による学習到達目標作成会議】４回 

⚫ 海外姉妹校等との継続的な交流を含む海外研修を実施する県立高等学校に対して

教員の引率旅費を支援した。また、長期留学する生徒に留学支援金を給付した。 

【海外研修支援校数】県立高等学校８校  【留学支援金給付人数】１８人 

【留学支援金給付額】1 人あたり２０万円 

⚫ 岐阜県人会インターナショナル10（GKI）による、若者を含む国内外の岐阜県に縁のあ

る方々とのオンライン交流会の開催や GKI ホームページの整備を支援した。 

【オンライン交流会開催回数】３回 

（外国人児童生徒等の教育の推進） 

⚫ 母語支援を行う外国人児童生徒適応指導員を教育事務所に配置し、日本語指導、

適応指導、就学支援が必要な公立小・中・義務教育学校に対して支援を行った。 

【派遣校数】小学校：７２校、中学校：３４校、義務教育学校：３校 

【対応言語】ポルトガル語・タガログ語・中国語 

⚫ 日本語教室を開催する市町村や企業に対し、財政支援や地域日本語教育コーディネ

ーターの派遣による支援を行った。 

【地域日本語教室運営費補助金補助団体数】６市町、１企業 

⚫ 地域日本語教育の担い手を確保するため、日本語教育人材や日本語学習支援者等

に対する研修を実施した。 

【人材育成研修会】実施回数：１３回 【学習支援者研修会】実施回数：５回 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
10 「岐阜愛をつなぐ」を合言葉に、世界の県人会が連携した組織。 
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ＫＰＩの進捗                                                   

 
＜単年度目標値未達の要因＞ 

ＫＰＩ⑲：子どもの学習支援者向け研修の受講者数は増加したものの、受講者への日本語

教室に関する情報提供が不十分であったため。  

ＫＰＩ⑳：中学校の学齢で来日したものの、日本語習得レベルが高等学校の受験に対応で

きる水準に達しておらず、次年度以降の受験に備える生徒が見られたため。 

今後の取組み                                                  

（グローバル社会に対応した教育の展開） 

⚫ 県が示した「小・中学校外国語科における学習到達目標（例）及び小学校外国語活動

における各学年の目標（例）」を基に、各学校で設定した学習到達目標の見直し、改

善が図られるよう指導・助言する。 

（外国人児童生徒等の教育の推進） 

⚫ 子どもの学習支援者向け研修の受講者をさらに増やすため、学生ボランティアをはじ

め、幅広い層に呼びかけを行う。また、受講者に対して、地域日本語教室に関する情

報提供を行い、積極的な活動を促進する。 

⚫ 散在地域をはじめとした日本語指導や適応指導が必要な児童生徒が在籍する学校

に対して、外国人児童生徒適応指導員の派遣を通して支援を継続する。 

  

2023 2024 2025 2026 2027

ー 48 52 56 60

2022年度 ー (17%) (45%) (72%) (100%) 2027年度 112% 19%

45.5 ー 48.3 60

ー (19%)

50

2017年度 (100%) 2023年度

39.1 48.3 50

(84%)

42 49 56 63 70

2022年度 (20%) (40%) (60%) (80%) (100%) 2027年度 57% 23%

35 25 43 70

(0%) (23%)

ー 85 90 95 100

2022年度 ー (23%) (49%) (74%) (100%) 2027年度 22% 5%

80.4 ー 81.4 100

ー (5%)

100

2018年度 (100%) 2023年度

90.1 80.4 100

(0%)

%

19 子どもの学習支援者の確保人数 人

%

%

20
日本語指導が必要な外国人生徒のうち、就職または
高等学校等へ進学した生徒の割合

18
CEFRのA2レベル相当（英検準2級等）以上の英語
力を有する高校生の割合

下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率

%

関連県計画と合わせて更新

関連県計画と合わせて更新
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（３）誰もがともに活躍できる共創社会 

① 性差に関わらず活躍できる社会の確立 

実施状況                                                    

（意識の醸成） 

⚫ 性の多様性に関する正しい理解を促進するため、大型商業施設での啓発イベントに

おいてパネル展示やチラシの配布を行うとともに、行政職員や教職員、企業関係者等

を対象とした研修会を開催した。 

【性的指向・性自認の多様性を理解する啓発セミナー】参加者数：71人 

【人権啓発フェスティバル】参加者数：約1,000人 

⚫ 「岐阜県県有建物長寿命化計画」に基づき、県有施設のバリアフリートイレ整備工事

を実施した。 

【バリアフリートイレの新設】４施設 

【既設バリアフリートイレの改修（オストメイト対応機器の設置）】４施設 

⚫ 経営者等の意識改革に効果の高い講演会及び「岐阜県ワーク・ライフ・バランス推進

エクセレント企業11」等における職場環境改善に向けたプロセス等を学ぶための学習

会を動画にて配信した。 

【動画配信申込数】73件 【動画配信視聴回数】266回 

⚫ 県内企業に対して県内市町村等と連携し「エクセレント企業認定制度」を周知すると

ともに、申請企業に対する助言を通じ認定企業数を拡大した。 

【エクセレント企業認定数】15社 

（活躍支援） 

⚫ パートナーシップ制度の利便性向上を図るため、同様の制度を導入している自治体

と連携して、自治体間の転居の際に必要となる手続きを簡素化した。 

【宣誓件数】５３件 

【連携自治体数】２０府県２２２市町村 

⚫ 男性が主体的に家事、育児、介護等へ参画することを目的に、男性の意識を改革す

る講座を開催した。 

【男性の意識改革講座実施回数】１回 【受講者数】26人 

⚫ 県内企業へアドバイザーを派遣し、企業の個別課題に応じたアドバイスを実施したほ

か、女性のキャリア形成等を目的とした企業内研修に講師派遣を実施した。 

【個別訪問による支援件数】236件 【女性管理職登用拡大に向けた経年計画策定企業数】21社 

【企業内研修への講師派遣企業数】10社 

⚫ 起業に興味・関心のある女性を対象に、起業について基礎的な知識を習得する初歩

的な内容を学ぶ講座を開催した。 

【女性向け起業講座実施回数】５回 【受講者数】延べ149人 

 
11 従業員の「仕事と家庭の両立支援」や「女性の活躍推進」などの取組みが特に優れている企業を認定する

制度。 
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⚫ 女性が企画・開発に参画した商品（食・モノ・サービス）及び取組みから優れたものを

認定し、「清流の国ぎふ女性の活躍推進フォーラム」内で認定式を実施した。また、県

内外商業施設において展示販売を行い、「ぎふ女のすぐれもの」を広くＰＲした。 

【新規認定数】２件 【県内外商業施設における展示販売】３回 【認定企業相談会】１回 

⚫ アンコンシャス・バイアス12の認知度を高め、気づきを促し、解消に向けた行動につな

げるため、エピソード事例の募集、動画の募集、表彰式の開催、受賞作品を活用した

広報啓発を実施した。また、経営者や管理職等を対象に、企業等内でのアンコンシャ

ス・バイアスの認知及び理解促進のための講座を開催した。 

     【エピソード事例応募数】２２１件 【動画応募数】７０件 【受賞作品数】５件 【講座受講者数】２２名 

⚫ 活躍する女性農業者として選定されたロールモデルの活用を進めるとともに、経営能

力向上に資する研修を実施した。 

【ロールモデルの活用】農業フェスティバルでのPR：２日、研修等での発表：4回 

【次世代の女性農業者スキルアップ研修】受講者数：延べ29人 

⚫ 県が発注する建設工事の着手前に、現場環境の改善に向けたモデル工事の活用可

能性について受注者と協議し、普及拡大を図った。 

【現場環境改善モデル工事数】772件 

⚫ 女性を取り巻く現状と課題を整理し施策につなげるため建設業に携わる女性参加に

よる意見交換会を開催したほか、「建設ＩＣＴ人材育成センター」が開催した女性活躍

に向けたセミナーに補助をした。 

【意見交換会】実施回数：３回 【セミナー】受講者数：１０人 

ＫＰＩの進捗                                                   

 
 

 

 
12 無意識の偏ったモノの見方のこと。 

2023 2024 2025 2026 2027

ー 40 43.3 46.7 50

2023年度 ー (25%) (50%) (75%) (100%) 2027年度 209% 53%

36.6 ー 43.7 50.0

ー (53%)

23.6

2021年度 (100%) 2023年度

17.1 36.6 23.6

(300%)

ー ー ー 130 ー

2021年 ー ー ー (100%) ー 2026年度

106 ー ー ー ー 130

ー ー ー ー

130

2021年 (100%) 2023年度

106 ー 130

ー

ー ー

%

分/日

%

下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

21 男性の育児休業取得率

22
6歳未満の子どもがいる夫の家事・育児・介護等に
携わる時間

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率

分/日

関連県計画と合わせて更新

関連県計画と合わせて更新
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今後の取組み                                                    

（意識の醸成） 

⚫ 市町村等が主催する会議等で説明会を開催するほか、ワーク・ライフ・バランスの推

進方法を学べるセミナーを開催し、認定制度の周知を図る。また、企業の課題解決に

向けた助言を行うことを目的としたアドバイザー（社会保険労務士）の訪問等を実施

する。 

（活躍支援） 

⚫ 県内企業における女性のキャリア形成を支援することにより、女性管理職登用拡大を

図るとともに、女性が企画・開発に参画した商品や取組みをＰＲすることで、女性活躍

の具体的効果を示し、女性の活躍を推進する。 

⚫ 動画コンテスト受賞作品を活用して県有施設や市町村での広報、SNS広告等を実施

し、アンコンシャス・バイアスの気づきを促す。 

2023 2024 2025 2026 2027

ー ー 15 ー ー

2020年 ー ー (100%) ー ー 2025年度

13.0 ー ー ー ー 15.0

ー ー ー ー

18.2

2020年 (100%) 2023年度

13.0 ー 18.2

ー

29 31 33 35 37

2022年度 (20%) (40%) (60%) (80%) (100%) 2027年度 125% 50%

27 30 32 37

(30%) (50%)

23 管理的職業従事者に占める女性の割合

%

下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

24 「ぎふ女のすぐれもの」認定数（累計） ー

%

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率

ー ー

関連県計画と合わせて更新
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② 障がいのある人もない人も共に活躍できる社会の確立 

実施状況                                                    

（障がい者の社会参加の推進） 

⚫ 県内５圏域で、障がいのある人もない人も参加できるパラスポーツの体験イベント

「パラスポーツフェスタ」を開催した。  

【パラスポーツフェスタ参加人数】延べ505人 

⚫ 「福祉友愛プール」や「福祉友愛アリーナ」などにおいて、障がい者スポーツ教室を実

施した。 

【福祉友愛プール利用者数】51,２７４人 【福祉友愛アリーナ利用者数】22,５０４人 

【スポーツ教室実施回数】１４６回 【スポーツ教室参加者数】2,０５９人 

⚫ 「ぎふ清流おもいやり駐車場」を利用できる対象者に利用証を交付したほか、利用者

拡大に向けて、県のホームページや新聞等による、制度の啓発を実施した。 

⚫ 手話通訳者や要約筆記者を養成するとともに、県主催行事において手話通訳者及び

要約筆記者を派遣したほか、障がいの特性に応じた意思疎通手段の普及啓発を図

るためイベントを実施した。 

【要約筆記者養成講座修了者】手書き：４人 

⚫ 障害福祉サービス事業所自主製品の展示販売や各種イベントでの委託販売を行うと

ともに、オンライン販売サイト「岐阜福祉の杜オンライン」の運営を行った。 

【オンライン販売サイト掲載商品数】２４３品 

⚫ 障害福祉サービス事業所が自主製品の開発に取り組む際に必要な機器等の購入経

費の助成を行った。 

【商品開発助成件数】14件 

⚫ 全ての特別支援学校において、小・中・義務教育学校と居住地校交流を行うとともに、

多くの高等学校との交流活動や共同学習を実施した。 

【小・中・義務教育学校との居住地校交流を行った特別支援学校】２０校（100％） 

【高等学校との学校間交流を実施した特別支援学校】１７校（74％） 

（障がいのある人もない人も共に生きる地域づくり） 

⚫ 各市町村の地域生活支援拠点等の運用状況調査を行い、その結果を情報提供する

とともに、市町村を対象とした研修会を開催した。また、緊急時の受入体制整備など

の課題について必要な助言等を実施した。 

【地域生活支援拠点等整備市町村数】42市町村 

【地域生活支援拠点等の運用状況の検証及び検討の実施市町村】38市町村 

⚫ 県全体と圏域ごとに地域の課題や支援体制について検討する保健・医療・福祉関係

者による協議の場を設けた。 

【保健・医療・福祉関係者による協議の場】開催回数：9回 
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⚫ 市町村における包括的・重層的な支援体制の整備を推進するため、中核を担う人材

を養成する「相談支援コーディネーター養成研修」を実施するとともに、重層的支援

体制整備事業13を実施する市町村に対して補助を行った。 

【相談支援コーディネーター養成研修】基礎編修了者数：41人、実践編修了者数：19人 

【重層的支援体制整備事業補助市町村】6市（岐阜市、大垣市、関市、恵那市、美濃加茂市、海津市） 

（障がい者の芸術文化活動への参加促進） 

⚫ 「岐阜県障がい者芸術文化支援センター」において、県内の障がい者の芸術に関する

情報収集や人材育成、相談支援、ネットワークづくりを行い、障がい者による芸術作

品の展示会の開催など発表の場の創出と情報発信を実施した。 

【障がい者の芸術事業開催圏域数】５圏域 

⚫ 「清流の国ぎふ総文２０２４」及び「『清流の国ぎふ』文化祭２０２４」を開催し、地域の魅

力や特色を活かしたプログラムや文化活動を通じた交流など、誰もが文化芸術に親

しむ取組みを実施した。 

【清流の国ぎふ総文2024 部門数】22部門 

【清流の国ぎふ総文2024 来場者数】約10万人（うち参加高校生約2万人） 

【「清流の国ぎふ」文化祭２０２４ 開催事業数】330事業 

【「清流の国ぎふ」文化祭２０２４ 来場者数】約286万人 

（障がい者の一般就労の拡大推進） 

⚫ 「岐阜県障がい者総合就労支援センター」において、障がい者の就労相談から職業

訓練、雇用のマッチング、職場定着までを一貫して支援した。 

【企業等への助言等件数】804件 【障がい者職業能力開発校入校者】25人 

【県立ハローワーク相談者数】506人 

⚫ 企業の経営者層等を対象にしたセミナーや職場内支援者養成研修・講座など、様々

な企業の状況に合わせたセミナー等を開催するとともに、企業への個別サポートを実

施し、企業の障がい者雇用を伴走支援した。 

【セミナー等開催回数】トップセミナー：２回、スタートアップセミナー：２回、就労相談会：９回 

【職場内支援者養成人数】７９人 【企業等への助言等件数】８０４件 

⚫ ２０２４年4月に開設した「ぎふ農福連携推進センター」において、福祉事業所の農業

参入や農作業受委託等のマッチングを支援した。 

【農業参入相談件数】３件 【マッチング件数】３１件 

⚫ 農福連携の認知度向上のための全国規模のノウフクマルシェ、フォーラムの開催及

び農福連携を支える人材育成のための研修会を開催した。 

【研修会実施回数】３回 

（特別支援学校における就労支援の充実） 

⚫ 高等特別支援学校機能に関する検証・検討委員会を開催し、同機能の検証や今後の

在り方の検討を進めた。 

【高等特別支援学校機能に関する検証・検討委員会】３回 

 
13 市町村における包括的な支援体制を整備するため、包括的相談支援事業、参加支援事業、地域づくり事

業、アウトリーチ等を通じた継続的支援事業、多機関協働事業を一体的に実施する事業。 
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⚫ 県庁舎において合同販売会及び職業実践発表会（喫茶サービス、あんま施術）を開

催し、作業学習・専門教科の取組みを広く周知するとともに、岐阜県特別支援学校作

業製品統一ブランド「G-HOPES」の製品を追加登録した。 

【合同販売会（県庁舎）】参加校：1３校、開催期間：６日間  

【職業実践発表会】参加校：４校、開催期間：４日間 【「G-HOPES」】追加製品：２点 

ＫＰＩの進捗                                                   

 

2023 2024 2025 2026 2027

ー 45,000 45,000 45,000 ー

2022年度 ー (100%) (100%) (100%) ー 2026年度 183% 183%

37,461 ー 51,274 ー 45,000

ー (183%) ー

45,000

2019年度 (100%) 2023年度

42,683 46,120 45,000

(148%)

ー 54 60 66 ー

2012～22年度 ー (50%) (75%) (100%) ー 2012～26年度累計 67% 33%

42 ー 50 ー 66

ー (33%) ー

42

2012～19年度 (100%) 2012～23年度累計

20 46 42

(118%)

ー 34 38 42 ー

2022年度 ー (27%) (64%) (100%) ー 2026年度 233% 64%

31 ー 38 ー 42

ー (64%) ー

5

2019年度 (100%) 2023年度

2 5 5

(100%)

ー 1,124 1,112 1,100 ー

2022年度 ー (50%) (75%) (100%) ー 2026年度 192% 96%

1,148 ー 1,102 ー 1,100

ー (96%) ー

959

2016年度 (100%) 2023年度

1,279 1,115 959

(51%)

ー 875 844 817 ー

2022年度 ー (34%) (69%) (100%) ー 2026年度 320% 109%

905 ー 809 ー 817

ー (109%) ー

803

2016年度 (100%) 2023年度

1,074 836 803

(88%)

精神病床における１年以上長期入院患者（65歳未
満）

28

人

人

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率

26 手話通訳者統一試験合格者数

人

人

人

下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

25 福祉友愛プール年間利用者数

人

精神病床における１年以上長期入院患者（65歳以
上）

地域生活支援拠点等の整備圏域 圏域

人

27

人

地域生活支援拠点等の運用状況の検証および検討
の実施市町村

市町村

関連県計画と合わせて更新

関連県計画と合わせて更新

関連県計画と合わせて更新

関連県計画と合わせて更新

関連県計画と合わせて更新
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＜単年度目標値未達の要因＞ 

ＫＰＩ㉖：手話通訳者統一試験対策講座を受講した習熟度の高い受験者が少なかったため、

目標値に達しなかった。 

ＫＰＩ㉜： 希望する職場で現場実習等に取り組んできたが、企業が求めるニーズと本人の知

識やスキルとの間に差があり、就労に結びつかなかったため。 

今後の取組み                                                    

（障がい者の社会参加の推進） 

⚫ 手話通訳者統一試験について、手話通訳者養成講座受講者に加え、２０２４年度不

合格者の受験を促進し、合格者数の増加を図る。 

（障がいのある人もない人も共に生きる地域づくり） 

⚫ 市町村の地域生活支援拠点等の状況調査結果の情報提供等を行うとともに、市町

村を対象とした研修会や相談支援の経験が豊富で地域の実情に精通しているアドバ

イザーを派遣し、機能の充実を図る。 

（障がい者の芸術文化活動への参加促進） 

⚫ 文化を切り口とした地域活性化の取組みや、文化団体等への伴走型支援等により、

県内の文化の磨き上げや効果的な発信を図る。 

 

2023 2024 2025 2026 2027

ー 5 5 5 ー

2022年度 ー (100%) (100%) (100%) ー 202６年度 100% 100%

5 ー 5 ー 5

ー (100%) ー

5

2019年度 (100%) 2023年度

5 5 5

(100%)

2.41 2.48 2.55 2.62 2.7

2022年 (17%) (37%) (57%) (77%) (100%) 2027年 138% 51%

2.35 2.47 2.53 2.70

(34%) (51%)

170 187 205 ー ー

2020年度 (54%) (76%) (100%) ー ー 2025年度 237% 128%

129 226 ー ー 205

(128%) ー ー

ー 100 100 100 100

2022年度 ー (100%) (100%) (100%) (100%) 2027年度 70% 70%

95.4 ー 98.6 100

ー (70%)

100

2017年度 (100%) 2023年度

96.2 92.4 100

(0%)

%

圏域

30 県内民間企業の障がい者実雇用率 %

31 農福連携に取り組む主体数 ー

%

下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率

圏域

29 障がい者芸術事業開催圏域数 *

32
特別支援学校高等部及び高等特別支援学校卒業生
のうち就職を希望する生徒の就職率

関連県計画と合わせて更新

関連県計画と合わせて更新
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（障がい者の一般就労の拡大推進） 

⚫ マルシェや人材育成のための研修会、環境整備支援を実施するとともに、農福連携

商品の販路拡大のため、企業・団体等と連携した PR 活動を実施する。 

（特別支援学校における就労支援の充実） 

⚫ 高等特別支援学校機能の在り方等について検討を進め、機能についての方向性を

確立することで、全県下の導入に向けた取組みを進める。 

⚫ 生徒の実習及び雇用先の開拓を進めるとともに、卒業後の職業的自立につながるよ

う、企業に対し、特別支援学校や障がいのある生徒に関するより深い理解啓発を行う。 
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③ 外国籍の方も活躍できる社会の確立 

実施状況                                                    

（意識の醸成） 

⚫ 国際交流員等による自国文化や食を紹介する多文化共生サロンを開催し、互いを理

解し、尊重し合える意識を醸成した。 

【多文化共生サロン開催回数】３回 

⚫ 各国文化の体験等を行う国際交流イベント「ハローギフ・ハローワールド」を開催した

ほか、地域による多文化共生や国際交流・国際協力事業を支援した。 

【ハローギフ・ハローワールドの開催】 

開催日：２０２４年１２月７日 参加者数：約４，０００人、参加団体数：２６団体 

（環境づくり） 

⚫ 「岐阜県在住外国人相談センター」を設置し、相談員による多言語（ポルトガル語、タ

ガログ語、ベトナム語）での相談対応を行うとともに、通訳を介しての三者通話やオン

ラインツールを活用し、計１５言語にて相談対応を行った。 

【多言語相談件数】1,166件 

⚫ 多文化共生をとりまく課題等の把握のため、多文化共生推進員との意見交換会を実

施した。 

【多文化共生推進員数】32人 

⚫ 医療通訳ボランティアの基礎研修を実施し、新規登録者を育成するとともに、過去の

登録者に対するフォローアップ研修を実施し、復帰に向けた働きかけを行った。 

【医療通訳ボランティア】新規登録者数：2人（確保人数：41人） 

【研修受講者数】基礎研修：延べ34人、フォローアップ研修：８人 

⚫ 訪日外国人旅行者等が医療を必要とする場合に備え、入院を要する外国人救急患

者に対応可能な医療機関及び外国人患者を受入れ可能な医療機関を日本政府観光

局（JNTO）のホームページで公表した。 

【入院を要する外国人救急患者に対応可能な医療機関数】10施設 

【外国人患者を受入れ可能な医療機関数】41施設 

⚫ 増加する外国人患者に医療機関が対応するため、医療通訳サービス等の導入に係

る経費及びタブレットやポケトーク等の多言語対応ツールの導入に係る経費に対して

補助を行った。 

【補助件数】６件 

⚫ 外国人防災リーダーの基礎研修、実践研修を実施した。また、市町村等において活

動・連携を望んでいる外国人防災リーダーを市町村等に派遣し、外国人向け防災啓

発等を実施した。 

【外国人防災リーダー】確保人数：22人、派遣実績：延べ９人 

⚫ 「清流の国ぎふ 防災・減災センター」から講師を派遣し、外国人向けの防災研修を実

施した。 

【基礎研修】３回 【実践研修】２回 
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⚫ やさしい日本語による表記及び複数言語に対応した防災クリアファイルを作成し、外

国人が在籍する保育所、小学校、企業等に配布した。 

⚫ 企業等で就労する外国人に対して、防犯講話を実施した。 

【外国人に向けた防犯講話】実施回数：１９回、参加者数：５４５人 

⚫ 外国人交通安全教育指導員を警察本部に配置し、外国人学校、外国人を雇用する

事業所などにおける交通安全教育を実施したほか、運転免許試験場での外国免許

切り替え手続の際に交通安全指導を実施した。 

（活躍支援） 

⚫ 外国人雇用企業相談窓口の設置に加え、伴走型のコンサルティングや外国人材紹介

事業者と企業とのマッチングイベント、雇用定着に関するセミナーを開催した。また、

留学生対象のセミナー及び合同企業説明会を飛騨地域や愛知県で開催した。 

【企業向け個別相談・コンサルティング】177回 

【企業向けセミナー・事例発表会】延べ67社、81人参加（２回開催） 

【留学生合同企業説明会】延べ25社、学生130人参加（２回開催）  

⚫ 「ぎふアグリチャレンジ支援センター」において、農業経営体等からの外国人雇用に関

する相談に対応するとともに、農業関係団体が行う外国人材の確保・定着に向け日

本語学習の機会の創出や、生活立ち上げ支援を実施した。 

【相談件数】69件 【支援件数】２件 

⚫ 介護事業所や介護の現場で働く外国人の実態を把握するための調査を実施すると

ともに、外国人介護人材の受入れに関する基礎知識を学ぶ基礎セミナー、仕事面や

生活面の支援方法を学ぶ実践セミナーの実施及び受入れに関する相談窓口の設置

を行った。 

【セミナー受講者数】基礎：34事業所、実践：46事業所 【相談件数】４件 

⚫ 県内介護施設への就労（１号特定技能）や介護福祉士養成施設への留学を希望する

人材と、県内介護施設及び介護福祉士養成施設とのマッチングにつなげるための支

援を実施するとともに、外国人介護人材の日本語学習等に係る費用を支援した。 

【補助件数】延べ３４件 

ＫＰＩの進捗                                                   

 

 

2023 2024 2025 2026 2027

191 201 211 221 231

2021年 (33%) (50%) (67%) (83%) (100%) 2027年 173% 87%

171 195 223 231

(40%) (87%)

34 37 40 42 44

2022年度 (23%) (46%) (69%) (85%) (100%) 2027年度 17% 8%

31 30 32 44

(0%) (8%)

33 外国語ボランティア登録者数 人

34 多文化共生推進員の人数 人

下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率
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＜単年度目標値未達の要因＞ 

ＫＰＩ㉞：人材の質を担保するため、市町村からの推薦により委嘱していることから、人数

が増えにくいことに加え、高齢等を理由に引退する人も一定数いるため。 

今後の取組み                                                    

（環境づくり） 

⚫ 外国人県民から利用される相談窓口となるよう周知を図るとともに、機能強化のため

専門機関との連携を進める。 

⚫ 市町村に対し多文化共生推進の担い手の発掘を働きかけるとともに、多文化共生推

進員との情報交換を密に行うことで、新たな人材を確保していく。 

⚫ 医療通訳ボランティアを育成するとともに、医療機関に働きかけ、育成した医療通訳

ボランティアの活躍の機会を増やしていく。 

（活躍支援） 

⚫ 外国人雇用の課題の解決に向けた伴走型の相談支援体制を継続し、外国人材を活

用する企業等に対する支援を図るとともに、外国人学生のインターンシップを実施し、

企業の人材確保を支援する。 

  

2023 2024 2025 2026 2027

23 31 38 45 ー

2022年度 (27%) (53%) (77%) (100%) ー 2026年度 163% 87%

15 39 41 ー 45

(80%) (87%) ー

ー 756 1,134 1,512 1,890

2022年度 ー (40%) (60%) (80%) (100%) 2023～27年度累計

406 ー 1,890

ー

378

2021年度 (20%) 2023～27年度累計

378 588 1,890

(31%)

35 医療通訳ボランティアの確保人数 人

人

36 介護職種の技能実習生及び特定技能外国人数 *

人

下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率

ー ー

関連県計画と合わせて更新
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④ 若者から高齢者まで年齢に関わらず活躍できる社会の確立 

実施状況                                                    

（高齢者の活躍の促進） 

⚫ 高齢者の就業意欲の喚起や技能講習等に取り組む「岐阜県シルバー人材センター連

合会」に対し、その運営費の一部や広報活動等を支援し、高齢者の就労を促進した。 

⚫ 高齢者生きがいづくり応援窓口においてワンストップで相談対応を実施するとともに、

市町村等の高齢者の社会参加活動事業を県ホームページで発信した。 

【高齢者生きがいづくり応援窓口における相談件数】2７件 

⚫ 定年帰農の推進に向け、「ぎふアグリチャレンジ支援センター」において、定年退職者

だけでなく、現役世代等も受講可能な「やる気発掘農業ゼミ」を開催し、農業の基礎

的知識の研修を実施した。 

【研修会実施回数】全３回・１４講座 【研修受講者数】１５５人 

（活躍できる環境づくり） 

⚫ 中学生を対象に、リーダー講話やグループワーク（地域課題への企画提案）を行う「ぎ

ふ立志リーダー養成塾」を開催するとともに、物事を論理的に考える力や自らの主張

を正しく伝え理解してもらう力を育成するため、少年の主張岐阜県大会を開催した。 

【ぎふ立志リーダー養成塾受講者】24人  

【少年の主張岐阜県大会参加者数】17人 【少年の主張岐阜県大会応募者数】13,227人（17５校） 

⚫ 国や県、労使関係団体等による「ぎふ働き方改革推進協議会」におけるリーフレットの

作成や県のホームページを活用した働き方改革に関連する国の支援策等の周知を

行った。 

⚫ 職業訓練や小グループ制の就活塾、ＩＴ資格取得に向けた講座を実施し、就職氷河期

世代の就労に向けた支援を行った。 

【職業訓練（就職氷河期世代向けコース）】入校者数：１０人 

【就活塾（就職氷河期世代）】受講者数：２０人 【ＩＴ資格取得講座】受講者数：５０人 

⚫ 県内企業に対して県内市町村等と連携し「エクセレント企業認定制度」を周知すると

ともに、認定企業に対しては、４年ごとの現況確認や仕事と家庭の両立支援アドバイ

ザーによるブラッシュアップ訪問を行った。 

【現況確認において基準を達成した企業数】47社 【ブラッシュアップ訪問数】5社 
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ＫＰＩの進捗                                                   

 
＜単年度目標値未達の要因＞ 

ＫＰＩ㊳：申請数が想定より少なかったことに加え、申請企業の一部が認定基準を満たさな

かったため。 

今後の取組み                                                    

（高齢者の活躍の促進） 

⚫ 高齢者生きがいづくり応援窓口の出張相談を実施することにより、相談機会の拡充

を図るとともに、ホームページにて市町村等の高齢者の社会参加活動事業の発信を

実施する。 

（活躍できる環境づくり） 

⚫ 「エクセレント企業認定制度」の周知を図るとともに、認定企業に対するブラッシュアッ

プを行い、「仕事と家庭の両立支援」や「女性の活躍推進」に向けた取組みを推進す

る。 

⚫ 前年度まで実施した情報分野の資格取得のほか、就職に役立つその他の資格や土

木建築分野のスキル獲得のための訓練コースを拡充し、就職氷河期世代の就労を支

援する。 

  

2023 2024 2025 2026 2027

ー 7.6 8 ー ー

2021年度 ー (88%) (100%) ー ー 2025年度

4.6 ー ー ー 8.0

ー ー ー

7.2

2018年度 (69%) 2025年度

5.4 8.0

ー 220 240 260 280

2023年度 ー (27%) (51%) (76%) (100%) 2027年度 55% 15%

198 ー 210 280

ー (15%)

250

2021年度 (100%) 2023年度

181 198 250

(25%)

高齢者が通いの場に参加する割合 ％

高齢者の通いの場への参加率 ％

下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率

社

38
「岐阜県ワーク・ライフ・バランス推進エクセレント企
業」認定数

社

37

ー ー

関連県計画と合わせて更新

関連県計画と合わせて更新
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２．健やかで安らかな地域づくり 

（１）健やかに暮らせる地域 

① 感染症に強い地域づくり 

実施状況                                                    

（感染症対応を踏まえた保健・医療体制の見直し・強化） 

⚫ 県、保健所設置市、感染症指定医療機関等で構成する「岐阜県感染症対策連携協

議会」を開催し、「感染症予防計画」に基づく施策の実施状況や医療措置協定等の締

結状況を共有した。 

【開催日】2024年11月18日 

⚫ 新たな感染症に備え、新型コロナウイルス感染症（以下、「新型コロナ」という。）対応

において有効に機能した体制を平時にも継承し、「岐阜県新型インフルエンザ等対策

行動計画」の改定に向けた協議を実施した。 

【各種会議の開催回数】 

・岐阜県新型インフルエンザ等対策推進会議：３回 

・岐阜県新型インフルエンザ等対策推進協議会：３回 

・岐阜県感染症対策専門家会議：３回 

⚫ 「感染症予防計画」に基づき、医療機関、民間検査機関、宿泊事業者と協定を締結し、

新型コロナ対応における最大規模を目標とした医療提供、検査実施、宿泊療養体制

の確保を図った。 

【実績】確保病床：９０６床、発熱外来：８５０機関、検査実施能力：9,７６１件/日、確保居室：2,００１室 

⚫ 感染症対策に従事する職員の能力向上を図るため、医療従事者や行政職員向けに、

感染症対応の基礎から実践までを学ぶ研修動画を配信するとともに、国立感染症研

究所が開講する「実地疫学専門家養成コース（FETP-J)」に職員１人を派遣した。 

【視聴者数（配信期間）】 2,９０３名（２０２５年２月３日～２月２８日） 

⚫ 感染症のまん延防止と感染症患者に対する良質かつ適切な医療の提供を図るため、

第一種及び第二種感染症指定医療機関に対し、感染症指定病床の運営に係る経費 

を支援した。 

【補助件数】 第一種感染症指定医療機関：１件、第二種感染症指定医療機関：５件 

⚫ 新型コロナやインフルエンザ、小児感染症の感染動向を迅速かつ正確に把握するた

め、国が求める定点把握に加え、岐阜県医師会の「リアルタイム感染症サーベイラン

スシステム」による情報収集・公表を実施した。 

（感染症対策の見直し・強化） 

⚫ 新たな感染症の発生・まん延時に万全な対応を行うため、「岐阜県新型インフルエン

ザ等対策行動計画」を改定した。 

⚫ 新型コロナの感染拡大を受け、専門家等からの意見を踏まえ、県民に向けたメッセー

ジを発信した。 

【広報媒体への掲載回数】 新聞広告：３回 
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⚫ 予防接種実施率の向上及び予防接種健康被害の未然防止を図るため、「岐阜県予

防接種センター」において、副反応等に対する相談対応のほか、予防接種従事者に

対する研修を実施した。 

【予防接種従事者からの医療相談】３７件  【予防接種従事者に対する研修】１回 

⚫ 院内感染対策協議会の開催や、院内感染発生時の医療機関への感染症専門家によ

る助言指導等を実施した。 

【院内感染対策協議会の開催回数】２回 【感染症専門家による助言指導回数】６回 

⚫ 岐阜大学医学部生に対する講義、臨床実習を実施し、感染症専門人材の育成を図る

とともに、県内感染制御体制の強化感染症患者の搬送訓練を行った。 

【岐阜大学医学部生に対する講義、臨床実習受講者数】講義：延べ４４９人、実習：延べ１４６人 

（福祉施設における感染症対策） 

⚫ 高齢者施設及び障がい福祉施設における感染対策について、希望のあった施設に対

し、感染管理の専門家である医師・看護師による指導・助言を実施した。また、指導・

助言の内容を取りまとめ、県内施設に対し周知した。 

【感染症対策に関する指導・助言実施施設数】高齢者施設：３施設、障がい福祉施設：２施設 

今後の取組み                                                    

（感染症対応を踏まえた保健・医療体制の見直し・強化） 

⚫ 新たな感染症に備え、市町村、医療機関、関係団体等が連携した感染症危機管理対

応訓練や、医療従事者や行政職員の感染症への対応力を強化するための研修を実

施する。 

⚫ 医療用マスク、医療用ガウン、フェイスシールド、非滅菌手袋について、初動１か月の

消費量を目標に計画的に備蓄するとともに、医療機関等との協定に基づく病床、発熱

外来、検査等の維持・拡大に努める。 

⚫ 感染症対策に係る職員の能力向上のため、国立感染症研究所が開講する「実地疫

学専門家養成コース（FETP-J)」に職員を計画的に派遣する。 

（感染症対策の見直し・強化） 

⚫ 平時からの感染症対策の発信を行うとともに、「岐阜県新型インフルエンザ等対策行

動計画」に基づく取組みを着実に実行する。 

（福祉施設における感染症対策） 

⚫ 福祉施設において、平時から十分な感染対策ができるよう、専門家による感染症対

策指導を継続する。 
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② 医療・介護・子育てを支える人材の育成・確保 

実施状況                                                    

（医師の確保・地域偏在・診療科偏在の解消等） 

⚫ 将来県内の医療機関において勤務し、地域医療に貢献する意思のある医学生や、特

定診療科の専門医認定後に県内で勤務する意思のある特定診療科の専攻医、総合

診療科の専門医認定後に過疎地等の医療機関において勤務する意思のある総合診

療科の専攻医に対して、修学資金の貸付けを行った。 

【岐阜県医学生修学資金貸付制度】貸付者数：５８２人（2008～2024 年度累計） 

【特定・総合診療科医師確保研修資金貸付金】貸付者数：３８人（2015～2024 年度累計） 

⚫ 県内で専門研修を行う専攻医等を確保するため、基幹病院における専門研修プログ

ラムの合同説明会等を実施した。 

【合同説明会参加者数】６１人 

⚫ 紹介患者への外来を基本とする医療機関である紹介受診重点医療機関について、

地域医療構想等調整会議で協議を行い、協議が整った医療機関を公表した。 

【公表した紹介受診重点医療機関数】14施設 

⚫ 口腔機能管理に対応できる歯科医師・歯科衛生士の育成研修を開催した。 

【在宅歯科医療人材育成研修会】開催回数：２回、受講者数：延べ６８人 

【高齢期における口腔機能の維持・向上を支援する研修】開催回数：１回、受講者数：８０名 

⚫ 医師の時間外労働の上限規制を踏まえ、地域での医療提供体制を確保しつつ、医師

の労働時間短縮を進めていくため、勤務医の労働時間短縮のための体制整備に係

る経費を補助した。 

【医療勤務環境改善体制整備事業費補助金】補助施設数：１施設 

【医療勤務環境改善支援センター事業費（基金）】セミナー受講者数：34人 

⚫ 各界有識者で構成される「医療勤務環境改善支援センター」の運営を支援するととも

に、女性医師等の離職防止や再就業の促進を図る取組みに要する経費に対し、補助

金を交付した。 

【女性医師等就労環境改善事業費補助金】補助件数：16施設 

（看護人材の育成・確保） 

⚫ 県内の医療機関の認知度を向上させるため、看護学生に対する採用情報のＰＲを 

行った。 

【ＰＲイベント参加学生数】317人 

⚫ 看護学生の実習施設を確保するため、実習を受け入れる病院等に対し、受入れに要

する経費の一部を補助した。 

【新規・拡充実習受入施設数】８施設 

⚫ 在宅医療への需要増加に伴い高度な知識を有する看護師を養成するため、訪問看

護事業所等の職員が受講する特定行為研修に係る受講経費や、受講者の業務を代

行した者の人件費等を補助した。 

【補助件数】１人 【県内特定行為研修修了者数】２０６人 
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（介護・福祉人材の確保） 

⚫ 介護人材の参入、育成及び定着の促進を図るため、介護人材の育成及び職場環境

の改善に積極的に取り組む介護事業者を、「ぎふ・いきいき介護事業者」として認定した。 

【ぎふ・いきいき介護事業者】認定事業者数：23事業者 

⚫ 岐阜県福祉人材総合支援センターにおいて、福祉の仕事への求職者向け無料職業

紹介のほか、ハローワークやショッピングモール等での相談会を開催するとともに、小

中学生とその保護者、教員の方を対象に、福祉の仕事や魅力を伝えるため「福祉の

職場体験バスツアー」を開催した。 

【福祉のお仕事フェア開催回数】6回 【バスツアーの開催】施設数：４施設、参加者数：79人 

⚫ 介護事業所や障がい福祉施設に対し、介護ロボットやＩＣＴ機器の導入支援を実施した。 

【ロボット等導入支援件数】介護：６６法人・１１０事業所、障がい福祉施設：３法人・３事業所 

【ＩＣＴ機器等導入支援件数】介護：５７法人・１２４事業所、障がい福祉施設：2法人・2事業所 

⚫ 介護福祉士実務者養成施設に対し、学生貸出用タブレット整備や校内ＬＡＮ構築など

の遠隔授業実施等に必要となる経費への補助を実施した。 

【補助件数】１養成施設 

⚫ 介護の周辺業務を担うケアパートナーを育成するため、介護に関する入門的研修を

実施するとともに、介護事業所と受講者のマッチングを実施した。 

【入門的研修修了者数】89 人 

（保育人材の確保） 

⚫ 岐阜県保育士・保育所支援センターにおいて、潜在保育士の掘起しや求人・求職の

マッチング支援を実施した。また、施設長等を対象としたＩＣＴ研修を実施した。 

【マッチング件数】108件 【ＩＣＴ研修実施回数】2回 

⚫ 保育士等キャリアアップ研修をオンライン及び集合型で実施した。 

【修了者数】2,485人 

⚫ 子育て支援員研修をオンライン及び集合型で実施した。 

【子育て支援員認定者数】602人 

ＫＰＩの進捗                                                   

 

2023 2024 2025 2026 2027

ー 4,604 ー 4,703 ー

2022年度 ー (50%) ー (100%) ー 2026年度

4,505 ー ー ー 4,703

ー ー ー

ー

2016年度 ー 2025年度

208.9 ー 243.3

ー

目標医師数（医療施設従事医師数）（隔年調査） 人

39

人口10万人当たり医療施設従事医師数（隔年調査） 人

下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率

ー ー

関連県計画と合わせて更新
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2023 2024 2025 2026 2027

560 594 628 662 696

2008～21年度累計 (33%) (50%) (67%) (83%) (100%) 2008～27年度累計 88% 44%

492 551 582 696

(29%) (44%)

ー 629 ー 647 ー

2020年 ー (67%) ー (100%) ー 2026年

593 ー ー ー 647

ー ー ー

ー 25,962 ー 26,520 ー

2022年度 ー (29%) ー (57%) ー 2029年度

25,404 ー ー ー 27,360

ー ー ー

ー

2016年 ー 2025年

1,217.6 ー 1,353.6

ー

60 60 60 60 60

2021年度 (100%) (100%) (100%) (100%) (100%) 2027年度 99% 99%

62.8 64.6 59.4 60.0

(108%) (99%)

ー 35,086 35,760 36,434 ー

2022年度 ー (50%) (75%) (100%) ー 2026年度

33,739 ー ー 36,434

ー ー

39,493

2019年度 (89%) 2025年度

31,508 33,311 40,517

(20%)

ー 200 200 200 200

2023年度 ー (100%) (100%) (100%) (100%) 2027年度 56% 56%

150 ー 112 200

ー (56%)

200

2018年度 (100%) 2023年度

105 150 200

(75%)

ー 60 90 120 150

2022年度 ー (40%) (60%) (80%) (100%) 2023～27年度累計 225% 90%

59 ー 135 150

ー (90%)

30

2021年度 (20%) 2023～27年度累計

29 46 150

(31%)

1,140 1,260 ー ー ー

2018年度 (83%) (100%) ー ー ー 2018～24年度累計 90% 90%

540 1,077 1,185 ー ー ー 1,260

(75%) (90%) ー ー ー

10,714 12,500 ー ー ー

2018年度 (84%) (100%) ー ー ー 2018～2024年度累計 108% 108%

1,584 10,918 13,403 ー ー ー 12,500

(86%) (108%) ー ー ー

「岐阜県福祉人材総合支援センター」の無料職業紹
介事業を通じて福祉分野へ就職した人数 *

41
医師不足診療科(小児科、産婦人科及び産科、麻酔
科、救急科)の医師数（隔年調査）

人

人口10万人当たり看護職員就業者数 人

43 県立看護大学の卒業者の県内就職率 * ％

人

44

人

47
保育士・保育所支援センターの潜在保育士、幼稚園
教諭等再就職マッチング数

人

介護職員数（介護保険給付の対象となる介護サービ
ス事業所、介護保険施設に従事する介護職員数）

人

人

人

看護職員就業者数（隔年調査） 人

45

48 保育士等キャリアアップ研修修了者数 人

42

40 「岐阜県医学生修学資金貸付制度」貸付者数

下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率

人

介護職員数（施設サービス及び在宅サービスに従事する職
員数）

人

46 介護に関する入門的研修修了者数 *

ー ー

ー ー

ー ー

関連県計画と合わせて更新

関連県計画と合わせて更新

関連県計画と合わせて更新

関連県計画と合わせて更新
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＜単年度目標値未達の要因＞ 

ＫＰＩ㊵：定員に対する応募者数が少ない年度があったこと及び制度からの離脱者がいた

ため。 

ＫＰＩ㊸：例年と比較し、特に県外出身者の県内就職率が低かったため。 

ＫＰＩ㊺：福祉の資格や現場での就労経験のない高齢の求職者が増えている一方、求人側

である福祉事業所は、福祉の資格があり、体力のある若者を求める傾向にあり、

労使のミスマッチが生じているため。 

ＫＰＩ㊼:フルタイムではなく、短時間で週に2、３日働く勤務形態を望む求職者が多く、求

人側が望む勤務形態と合致しないことが多くなったため。 

今後の取組み                                                    

（医師の確保・地域偏在・診療科偏在の解消等） 

⚫ 「岐阜県医学生修学資金貸付制度」の貸付者増加のため、全国の医学部設置大学や

県内高等学校、周辺県の高等学校に対して、制度の周知を行う。 

⚫ 「岐阜県医学生修学資金貸付制度」貸与中の医学生及び制度を利用した医師に対す

るフォローアップとして定期的な面談を実施し、制度からの離脱防止を図る。 

（看護人材の育成・確保） 

⚫ 県内医療機関によるガイダンスや在学生と卒業生による交流会の開催に加え、奨励

金の交付により県内就業を推進する。 

（介護・福祉人材の確保） 

⚫ 岐阜県福祉人材総合支援センターにおいて、福祉の仕事の求職者向けの無料職業

紹介のほか、ハローワークや県内各地において相談会を開催する。また、求職者から

の相談に応じる際には、各事業所の魅力をきめ細かく伝え、採用者数を確保していく。 

⚫ 求人の掘り起こしを目的として各事業所を訪問し、働きかけ等を行うことで、求人側

のすそ野を拡大し、マッチングの向上に努める。 

⚫ 福祉施設における介護ロボットやＩＣＴ機器等の導入に係る補助を実施し、職員の業

務負担軽減、効率化及び介護の質の向上を支援していく。また、申請件数向上のた

め、県ホームページや県内事業所への通知等により事業の周知に努める。 

（保育人材の確保） 

⚫ 岐阜県子育て人材支援センター（旧岐阜県保育士・保育所支援センター）において、

保育士キャリアアドバイザーによる潜在保育士の復職に向けた伴走支援を実施する。

また、保育人材確保のため、保育のしごと見学会を開催し、保育の仕事の魅力発信に

努める。 
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③ 子どもを産み育てやすい地域づくり 

実施状況                                                    

（結婚を望む方への支援） 

⚫ 「ぎふマリッジサポートセンター」が主体となり、お見合いのサポート等や婚活サポー

ターの養成等を実施した。また、市町村、企業等に対して、結婚支援事業参画の働き

かけを行った。 

【「おみサポ・ぎふ14」会員数】１，５８０人 【結婚支援事業参画市町村数】40市町村 

⚫ 結婚を希望する独身男女を対象とした全５回のお見合いイベントを開催するとともに、

参加者の恋愛や結婚への意識を高めることを目的としたライフデザインセミナー＆交

流会を開催し、出会いの機会の創出及び結婚に関する機運の醸成を図った。 

【バス婚 Bus ツアー（お見合いイベント）参加者数】男性：延べ４２人、女性：延べ３６人 

【ぎふ恋 Meeting’24（ライフデザインセミナー＆交流会）参加者数】男性：４４人、女性：３９人 

⚫ 人生の早い段階から将来の人生設計をし、自ら希望する生き方を選択、実現してい

けるよう、中学生・高校生向けの啓発冊子を作成・配布したほか、小学生・中学生・高

校生向けのライフデザイン講座、大学生や企業の若手社員等を対象としたライフデザ

インセミナーなどを開催した。 

【ライフデザインセミナー実施校数】小学校：1校、中学校：5校、高等学校：１校、大学：４校 

⚫ 大学生・若手社会人を対象に、子育て家庭を訪問して子育て体験や保護者からの体

験談の聞取り等を行う体験型プログラム「家庭留学」を実施した。 

【家庭留学参加者数】８人 

（妊娠・出産を望む方への支援） 

⚫ 「岐阜県不妊・不育症相談センター」において相談支援を行うとともに、保険を適用し

た特定不妊治療15について、保険適用後の自己負担分に対する助成を行った。 

【相談件数】１６０件 【助成件数】延べ 2,１３８件 

⚫ 子育て世帯への経済的支援として、妊娠・出産時に「出産・子育て応援ギフト」を支給

した市町村を支援するとともに、第２子以降の出生児に対する祝金を支給した。 

【出産・子育て応援ギフト支給実施市町村数】42市町村 

【第２子以降出生児祝金支給者数】5，５６０人  

⚫ 「こども家庭センター」の設置状況等に関する実態調査を実施するとともに、「こども

家庭センター」の統括支援員等を対象とした研修会を開催した。 

【研修会参加者数】184人 

⚫ 母と子の健康サポート事業により病院から依頼を受けて保健師による家庭訪問等を

行った。 

【訪問依頼数】1,086件 【訪問件数】延べ948件 

⚫ 妊産婦メンタルヘルス支援について関係者に対する研修会や市民公開講座を開催した。 

【研修会参加者数】112人  

 
14 県内市町村が運営する結婚相談所をネットワーク化し、広域的なマッチングをサポートする仕組み。 
15 顕微授精及び体外受精による不妊治療。 
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（子育て支援） 

⚫ 市町村が行う放課後児童クラブの施設整備に対する補助を実施した。 

【施設整備補助市町村数】４市 

⚫ 放課後児童支援員認定資格研修や子育て支援員研修を開催し、放課後児童クラブ

で従事する上で必要となる知識や技能等を習得した人材を養成した。 

【放課後児童支援員認定者数】192人 

⚫ 進学や就職を控えた中学３年生及び生活保護受給世帯の高校３年生に対し、準備金

や支援金を支給した。 

【中学３年生への就学等準備金支給者数】17，897人  

【生活保護受給世帯の高校3年生への支援金支給者数】47人 

⚫ 私立学校等が実施する個性化教育や、教育環境の充実などの取組みに要する経費、

処遇改善を含む運営費に対して補助を行うとともに、私立高校生等の保護者等の経

済的負担の軽減を図るため、私立高等学校等の授業料及び入学金に対する補助を

行った。 

【運営費補助件数】14２校・園 【授業料補助件数】3,500人 【入学金補助件数】1,３１２人 

⚫ 県外の大学等に進学した県出身者のうち、卒業後Uターンして５年間就業・居住した

場合に返還を全額免除する奨学金の貸与を行った。 

【貸与者数】330人（累計2,583人） 

⚫ 県営住宅に中学校卒業までの子育て世帯や新婚世帯の優先入居枠を設定し、住宅

確保を支援した。  

⚫ 県営住宅の空き住戸を改修し、モデル的に子育て世帯向け住宅を整備した。 

【子育て世帯向け改修】加野住宅２戸、尾崎住宅２戸 

（女性の活躍（県内定着）の推進） 

⚫ 女性が創業するスタートアップ企業等に対して、事業化に必要となる経費の一部を補

助した。 

【補助件数】一般枠：13者（うち女性６者）、プライム枠：５者 

⚫ 県内企業へアドバイザーを派遣し、企業の個別課題に応じたアドバイスを実施したほ

か、女性のキャリア形成等を目的とした企業内研修に講師派遣を実施した。（再掲） 

【個別訪問による支援件数】236件 【女性管理職登用拡大に向けた経年計画策定企業数】21社 

【企業内研修への講師派遣企業数】10社 

⚫ 女性が企画・開発に参画した商品（食・モノ・サービス）及び取組みから優れたものを

認定し、「清流の国ぎふ女性の活躍推進フォーラム」内で認定式を実施した。また、県

内外商業施設において展示販売を行い、「ぎふ女のすぐれもの」を広くＰＲした。 

（再掲） 

【新規認定数】２件 【県内外商業施設における展示販売】３回 【認定企業相談会】１回 

（地域社会の意識醸成） 

⚫ 県内全域の企業等を対象に「ぎふっこカード」への参加を働きかけ、「ぎふっこカード」

参加店舗の拡大に取り組んだ。 

【参加店舗数】7，062店舗 
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⚫ 県内企業に対して県内市町村等と連携し「エクセレント企業認定制度」を周知すると

ともに、認定企業に対しては、４年ごとの現況確認や仕事と家庭の両立支援アドバイ

ザーによるブラッシュアップ訪問を行った。（再掲） 

【現況確認において基準を達成した企業数】47社 【ブラッシュアップ訪問数】5社 

（医療体制の整備） 

⚫ 周産期母子医療センターの運営費の財政的支援を行い、妊産婦や新生児に対する

安全な医療体制の確保を行った。 

【補助件数】5件 

⚫ 小児救急医療拠点病院の運営費に対して財政的支援を行い、小児の救命救急医療

体制の確保を行った。 

【補助件数】４件 

⚫ 小児救急電話相談事業（#8000）を実施し、保護者が夜間・休日の子どもの症状に

ついて相談できる体制を整備し、適切な医療機関の受診を促進した。 

【相談件数】14,７３０件 

（データを活用した対策の推進） 

⚫ 少子化対策地域評価ツール16の活用にあたっての課題（データ収集方法、継続的な

運用方法など）について検討を進めた。 

ＫＰＩの進捗                                                   

 

 
16 国において、地域特性の見える化、具体的な取組みの検討等の一連のプロセスをまとめたもの。 

2023 2024 2025 2026 2027

220 232 243 255 266

2019～21年度平均 (33%) (51%) (67%) (84%) (100%) 2027年度 126% 64%

197 286 241 266

(129%) (64%)

403 450 ー ー ー

2015～18年度累計 (83%) (100%) ー ー ー 2015～24年度累計 96% 96%

179 408 440 ー ー ー 450

(85%) (96%) ー ー ー

225 265 305 345 370

2021年度 (22%) (43%) (65%) (86%) (100%) 2027年度 0% 0%

185 165 160 370

(0%) (0%)

2,843 2,912 2,958 3,004 3,051

2019～21年度平均 (93%) (95%) (97%) (98%) (100%) 2027年度 0% 0%

2,774 2,096 2,138 3,051

(0%) (0%)

50 おみサポ、コンサポによる成婚報告数 組

51 不妊・不育相談件数 件

52 助成制度を活用した特定不妊治療件数 件

49 おみサポ、県イベントによる交際数 組

下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率
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2023 2024 2025 2026 2027

32 42 ー ー ー

2021年度 (67%) (100%) ー ー ー 2024年度 47% 47%

12 24 26 ー ー ー 42

(40%) (47%) ー ー ー

6,872 6,984 7,096 7,208 7,320

2021年 (33%) (50%) (67%) (83%) (100%) 2027年 0% 0%

6,648 5,907 7,320

(0%)

ー 42 42 42 42

2022年度 ー (100%) (100%) (100%) (100%) 2027年度 74% 74%

0 0 31 42

(0%) (74%)

88 90 92 93.5 95

2021年度 (7%) (33%) (60%) (80%) (100%) 2027年度 100% 7%

87.5 88 95.0

(7%)

38 42 ー ー ー

2018年度 (79%) (100%) ー ー ー 2024年度 100% 100%

23 42 42 ー ー ー 42

(100%) (100%) ー ー ー

27 32 ー ー ー

2019年度 (38%) (100%) ー ー ー 2024年度 200% 75%

24 30 ー ー ー 32

(75%) ー ー ー

0 0 ー ー ー

2019年度 (100%) (100%) ー ー ー 2024年度 0% 0%

104 91 151 ー ー ー 0

(13%) (0%) ー ー ー

7,086 7,400 ー ー ー

2018年度 (83%) (100%) ー ー ー 2024年度 82% 82%

5,517 6,837 7,062 ー ー ー 7,400

(70%) (82%) ー ー ー

ー 2.69 2.55 2.41 2.2

2021年度 ー (46%) (61%) (77%) (100%) 2027年度

3.1 ー 2.2

ー

3.4

2015年度 (33%) 2025年度

3.6 3.0

ー 1.25 1.2 1.15 1.1

2021年度 ー (50%) (67%) (83%) (100%) 2027年度

1.4 ー 1.1

ー

2.2

2013～15年度の平均 (33%) 2025年度

2.3 2.0

ー ー

ー ー

ー

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

55 こども家庭センター設置市町村数 ー

53 結婚新生活支援事業実施市町村数 ー

54 第2子以降の出生数 人

58 利用者支援事業を実施している市町村数 ー

56
産後３・４か月時点でゆったりとした気分で子ども
と過ごせる時間がある母親の割合

%

57
妊産婦のうつ病の傾向をはかるための質問票を導
入している市町村数

ー

ー

61 周産期死亡率（出産千対）

62 乳児死亡率（出生千対）

59 放課後児童クラブの待機児童数 人

60
岐阜県子育て家庭応援キャンペーン事業参加店舗
数

店舗

ー

ー

関連県計画と合わせて更新

関連県計画と合わせて更新
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＜単年度目標値未達の要因＞ 

ＫＰＩ○50:女性の登録会員が少ないため。 

ＫＰＩ○51:202２年４月から不妊治療が保険適用されたことにより、医療機関に相談しやすく

なり、「岐阜県不妊・不育症相談センター」への相談が減少したため。 

ＫＰＩ○52:不妊の検査や治療を受けたことがある夫婦の割合は増加しているものの、不妊治

療の件数には、妊娠出産する世代の人口減少も大きく影響しているため。 

ＫＰＩ○53:増加傾向にはあるものの、市町村の財政負担が伴うことや、独自制度による運用

を実施している市町村もあるため。 

ＫＰＩ○54:結婚・出産の中心となる年齢層の女性人口が減少していることに伴い、第２子以

降出生数を含めた岐阜県内の出生数が減っているため。 

ＫＰＩ○55：市町村において設置にかかる調整に時間を要しているため。 

ＫＰＩ○59：従事者や空き教室等の場所の確保が進まず、全ての入所希望のニーズに対応で

きなかったため。 

ＫＰＩ○60：物価・燃料価格の高騰など企業・店舗の経営環境の悪化により事業参加への理

解・協力が得にくかったため。 

今後の取組み                                                    

（結婚を望む方への支援） 

⚫ メタバースを活用したイベントなど、魅力的な婚活イベントを開催し、女性会員の増加

につなげていく。 

⚫ 結婚新生活支援事業の必要性を共有しながら、事業実施に向けた継続的な働きかけ

を行う。 

（妊娠・出産を望む方への支援） 

⚫ 不妊等で悩む方が相談できる窓口として、「岐阜県不妊・不育症相談センター」をホ

ームページやリーフレット等を活用し、周知する。 

⚫ 特定不妊治療費助成事業について、市町村や医療機関等へのリーフレット配布など

により、周知する。 

2023 2024 2025 2026 2027

ー 0.43 0.42 0.41 0.4

2021年度 ー (93%) (95%) (98%) (100%) 2027年度

0.5 ー 0.4

ー

0.9

2013～15年度の平均 (25%) 2025年度

1.0 0.6

ー ー

ー

63 幼児死亡率（出生千対）

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

ー

関連県計画と合わせて更新
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⚫ こども家庭センター未設置の市町村に、ヒアリングを実施しながら、設置に向けた取

組みを支援する。 

⚫ 「妊婦のための支援給付」について、実施主体である市町村を支援する。 

（子育て支援） 

⚫ ２０２５年４月１日から「岐阜県保育士・保育所支援センター」の名称を「子育て人材支

援センター」に改め、保育士に加えて放課後児童クラブに従事する子育て人材も対象

とし、育成から確保・定着までの一体的な支援の拠点とすることで、支援機能を強化

する。 

（地域社会の意識醸成） 

⚫ 「秋のこどもまんなか月間」にあわせて、子育てを社会全体で支援する意識の啓発を

行うとともに、ぎふっこカード参加店舗の拡大や連携を進め、こどもや子育て中の方

を応援する取組みを実施する。 

（データを活用した対策の推進） 

⚫ 国の動きを注視しつつ、効果的なツールの活用方法の検討を進めるとともに、市町村

へ情報提供を行う。 
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④ 医療・介護サービスの充実 

実施状況                                                    

（在宅医療・介護の推進） 

⚫ 岐阜県包括的地域ケアネットワーク17による情報提供、研修受講、配信動画の閲覧等

の環境を整備するとともに、市町村が実施する在宅医療・介護連携推進事業の取組

み支援のため、圏域別研究会を開催した。 

【岐阜県包括的地域ケアネットワーク】アクセス数：60,683回 【圏域別研究会】開催回数：１０回 

⚫ 地域包括支援センター等の職員を対象に、地域包括ケア及び介護予防事業を推進

する上で必要な知識や技能を習得するための研修を実施した。 

【地域包括支援センター職員研修受講者数】基礎研修：延べ１６４人、課題別研修：８２人 

⚫ 退院から看取りまでの在宅医療の場面において、必要となる在宅医療サービスの提

供や連携の在り方等を学ぶため、研修を多職種向けに開催した。 

【在宅医療連携強化研修会参加者数】会場：１１３人、Web：９４人 

⚫ 市町村と連携し、２０分未満の短時間訪問介護サービスの導入を希望する事業所等

に対しアドバイザーの派遣等を実施した。 

【専門家派遣市町村】岐南町・富加町 【訪問介護強化圏域会議】参加者数：２２１人 

⚫ 各地域医師会、在宅医療・介護連携推進コーディネーターを対象に、医療と介護の連

携調整を図るための研修会を実施し、地域の取組み内容や課題を共有した。 

【グループワーク参加者数】会場：５２人、Web：５１人 

⚫ 医療機関や介護施設等で働く看護師や社会福祉士を対象に、退院支援に必要な知

識や技術を習得するための研修を実施した。 

【研修修了者数】４１名（社会福祉士１名） 

⚫ へき地医療拠点病院等とへき地診療所又は地域の集会所との間でオンライン診療を

実施する取組みを支援した。 

【オンライン診療実施のへき地医療拠点病院等】１医療機関 

【オンライン診療の対象先となるへき地診療所又は地域の集会所】１箇所 

（医療の充実） 

⚫ 地域医療構想の実現に向け自主的に取り組む医療機関に対して、機能分化・連携の

ための施設整備等に係る補助金を交付した。 

【新規補助医療機関数】2施設 

⚫ 急なケガや病気の際、救急車を呼ぶか判断に迷った場合、専門家からアドバイスを

受けることができる電話相談窓口として、「救急安心センター事業（#7119）」を実施

し、潜在的重症者の発見や医療機関の適正受診を促進した。 

【相談件数】27,１９９件 

 

 
17岐阜県医師会が進めている県内全域の医療機関、介護施設の情報をデータベース化し、連携を密にする

ためのネットワークシステム。 
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⚫ 国の医療施設設備整備費補助金の活用に向け、次年度以降の遠隔画像診断設備の

導入予定についてニーズ調査を実施した。 

⚫ 地域がん診療連携拠点病院が行う相談支援事業への補助の実施や、がん診療連携

拠点病院との連携により、がんに関する啓発物を作成した。また、ＡＹＡ世代18の支援

ネットワークの構築と推進に向けたセミナーや患者交流会等を実施した。 

【がん診療連携拠点病院への補助件数】８施設 【セミナー開催回数】２回 

【患者交流会開催回数】２回 

（介護等の充実） 

⚫ 介護事業者や市町村等が実施する人材確保・育成・定着を目的とした事業や地域の

実情に応じた介護サービス施設等の整備等に対して支援した。 

【介護人材確保・育成事業費補助金補助件数】12１件 【福祉系高校修学資金貸付件数】５件 

【介護分野就職支援金交付件数】９件 【施設整備補助件数】７件 

⚫ 採用後３年以内の福祉職員を対象に、所属する事業所や職種を超えたネットワーク

づくりを通じ、福祉に携わる職員としての資質・モチベーションを高めることを目的と

して「岐阜県福祉の仕事合同研修・交流会」を開催した。 

【福祉の仕事合同研修・交流会参加者数】34 人 

⚫ 介護ロボット・ICT等の生産性向上に資する取組み等に関する相談に対し助言等を

行う岐阜県介護生産性向上総合相談センターを設置し、介護事業所に対するワンス

トップ型の支援を実施した。 

【窓口相談件数（２０２４年 8 月開設）】６７件 

⚫ 介護事業所や障がい福祉施設に対し、介護ロボットやＩＣＴ機器の導入支援を実施した。

（再掲） 

【ロボット等導入支援件数】介護：6６法人・1１０事業所、障がい福祉施設：３法人・３事業所 

【ＩＣＴ機器等導入支援件数】介護：５７法人・1２４事業所、障がい福祉施設：2法人・2事業所 

⚫ 中部学院大学等と連携し、介護事業所へ研修講師を派遣した。 

【講師派遣施設数】75 事業所 

⚫ 生活支援コーディネーター19資質向上研修会を開催するとともに、市町村からの希望

に応じ、アドバイザーを派遣した。 

【生活支援コーディネーター資質向上研修会参加者数】圏域別研修会：５７人、全体研修会：１０５人 

【アドバイザー派遣市町村数】４市町村（羽島市・山県市・本巣市・岐南町） 

⚫ 認知症サポーター等の養成を推進するとともに、認知症の方を「岐阜県認知症希望

大使」に任命し、普及啓発を実施した。 

【キャラバンメイト20養成人数】１０３名 【岐阜県認知症希望大使任命人数】１人 

 

 

 
18 Adolescent and Young Adult 世代（思春期・若年成人）15～39 歳。 
19 高齢者の生活支援・介護予防サービスの体制整備を推進していくことを目的とし、地域において、生活支

援・介護予防サービスの提供体制の構築に向けたコーディネート機能を果たす者。 
20 認知症サポーターを養成する「認知症サポーター養成講座」の企画、立案を担い、講師役を務める者。 
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⚫ 認知症サポーターを中心とした支援者をつなぐ仕組み「チームオレンジ21」を、全市町

村で整備することを目指し、市町村が配置したコーディネーター等に対する研修を実

施したほか、希望する市町に対して伴走支援を行った。 

【チームオレンジコーディネーター研修】受講者数：６３人  

【オレンジチューター22派遣市町村数】３市町（本巣市・海津市・御嵩町） 

ＫＰＩの進捗                                                   

 

 
21 認知症と思われる初期の段階から、心理面・生活面の支援として、市町村がコーディネーターを配置し、地

域において把握した認知症の方の悩みや家族の身近な生活支援ニーズ等と認知症サポーターを中心とした

支援者をつなぐ仕組み。 
22 「チームオレンジコーディネーター」への従事（予定）者に対して、都道府県が実施する研修の講師となる者。 

2023 2024 2025 2026 2027

ー 24 25 26 ー

2022年度 ー (50%) (75%) (100%) ー 2026年度 100% 50%

22 ー 24 ー 26

ー (50%) ー

23

2016年度 (100%) 2023年度

12 22 23

(91%)

ー 282 286 291 ー

2022年度 ー (47%) (71%) (100%) ー 2026年度 200% 94%

274 ー 290 ー 291

ー (94%) ー

290

2016年度 (100%) 2023年度

246 274 290

(64%)

ー 60 60 60 60

2022年度 ー (100%) (100%) (100%) (100%) 2027年度 0% 0%

45.8 ー 44.3 60

ー (0%)

60

2021年度 (100%) 2027年度

44.7 46.1 60

(9%)

ー 23 24 ー ー

2015～17年度累計 ー (94%) (100%) ー ー 2015～25年度累計 106% 100%

7 ー 24 ー ー 24

ー (100%) ー ー

20

2015～17年度累計 (100%) 2015～23年度累計

7 22 20

(115%)

3 5 7 ー ー

2022年度 (43%) (71%) (100%) ー ー 2025年度 60% 43%

0 2 3 ー ー 7

(29%) (43%) ー ー

施設

68
へき地診療所等との間でオンライン診療を実施する
へき地医療拠点病院等数

施設

件

施設

65 在宅療養支援診療所数

件

64 在宅療養支援病院数

67
機能分化・連携のために施設整備を行った医療機関
数

%

施設

下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率

66
短時間巡回型訪問介護サービスを導入した事業所
の割合

施設

%

関連県計画と合わせて更新

関連県計画と合わせて更新

関連県計画と合わせて更新

関連県計画と合わせて更新
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＜単年度目標値未達の要因＞ 

ＫＰＩ○６6：在宅要介護者の生活リズムに合った短時間訪問介護サービスを含むケアプラン

の有効性について、利用者とケアマネージャーへの理解促進が十分でなく目標値

に達しなかった。 

ＫＰＩ○68：オンライン診療実施における検討、調整等に期間を要したため、目標値に達しな

かった。 

ＫＰＩ○７0：コスト面に加え、ICT機器等導入による業務効率化への理解不足、ICT機器等へ

の心理的抵抗感が大きいことなどにより目標値に達しなかった。 

今後の取組み                                                    

（在宅医療・介護の推進） 

⚫ 市町村と連携し、２０分未満の短時間訪問介護サービスの導入を希望する事業所等

に対しアドバイザーの派遣等を実施する。 

（医療の充実） 

⚫ オンライン診療を実施しようとしている県内医療機関に対して、情報通信機器などの

購入費を補助するとともに、オンライン診療未実施の医療機関に対しては補助事業の

周知に努め、オンライン診療の活用を促進する。 

2023 2024 2025 2026 2027

ー 180 270 360 450

2022年度 ー (40%) (60%) (80%) (100%) 2023～27年度累計 122% 49%

110 ー 219 450

ー (49%)

90

2021年度 (20%) 2023～27年度累計

93 109 450

(24%)

ー 416 689 962 1,235

2022年度 ー (34%) (56%) (78%) (100%) 2023～27年度累計 72% 24%

242 ー 301 1,235

ー (24%)

429

2020年度 (37%) 2020～25年度累計

260 965 715

(155%)

ー 254,500 270,000 285,500 ー

2023年度 ー (28%) (64%) (100%) ー 2026年度 269% 75%

242,502 ー 274,816 ー 285,500

ー (75%) ー

238,832

2019年度 (67%) 2025年度

206,497 257,189 255,000

(105%)

事業所

ICT機器導入補助介護施設数 施設

ICT機器導入補助事業所数 * 事業所

70

下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率

71 認知症サポーター数

施設

69

人

介護ロボット導入補助事業所数 *

介護ロボット導入補助施設数 *

人

関連県計画と合わせて更新

関連県計画と合わせて更新

関連県計画と合わせて更新



４８ 

 

（介護等の充実） 

⚫ 福祉施設における介護ロボットやＩＣＴ機器等の導入に係る補助を実施し、職員の業

務負担軽減、効率化及び介護の質の向上を支援していく。また、申請件数向上のた

め、県ホームページや県内事業所への通知等により事業の周知に努める。（再掲） 
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⑤ 全世代の生きがい・健康づくり 

実施状況                                                    

（県民の健康づくりの推進） 

⚫ 「スポーツ実施促進アプリ23」等を活用して「清流の国ぎふ健康・スポーツポイント事

業24」を実施した。新聞紙上での広告、商業施設での PR イベントなどにより広く周知

したほか、レクリエーションイベント会場での PR、SNS の活用等による普及促進を 

図った。 

【「健康スポーツポイント事業」の参加者数】１6，382人 

【ミナモ健康・スポーツカード交付枚数】3，２９０枚 

⚫ 商業施設、大学、コンビニエンスストア等協定企業と連携し、野菜摂取増加のための

啓発 POP 等を活用した普及啓発を行った。 

【協定企業等と連携した取組み】開催回数：184回、参加人数：4，877人 

（スポーツを通じた生きがいづくり） 

⚫ 「ぎふ清流レクリエーションフェスティバル」を開催するとともに、様々な団体、場所に

レクリエーションの指導者を派遣することで、レクリエーションに触れる機会を創出した。 

【レクリエーション指導者派遣回数】4０１回  

【主な連携機関】一般社団法人岐阜県レクリエーション協会 

⚫ 「ねんりんピック岐阜２０２５」の開催に向け、先催県への大会視察、市町村等の開催

に向けた準備への支援、大会の参加手続き等を定めた開催要領を策定したほか、公

式ウェブサイトによる情報発信や各種イベントでのＰＲブース出展など、広く大会を周

知した。 

【総会・常任委員会開催回数】２回 【PRブース出展件数】20会場 

（データヘルスの推進） 

⚫ 市町村や保険者等でデータ分析に基づいた健康施策が実施されるよう、ヘルスデー

タの分析方法等に係る検討会議を専門家を交えて開催した。 

【検討会議開催】１回 

⚫ 国民健康保険団体連合会と連携し、医療・健診・介護等のデータを活用した各市町

村の医療受診動向等の「見える化」を行い、保健事業への活用や今後の方向性につ

いて意見交換を実施した。また、市町村の活用を支援するため、近年の活用事例を

集約した事例集を作成した。 

【意見交換会開催圏域】５圏域 

 

 

 
23 「清流の国ぎふ健康・スポーツポイント事業」（現：岐阜県健康・スポーツポイント事業）へ参加できるウォー

キングアプリ。利用者の歩数ランキング表示など、楽しみながら運動できる機能を搭載している。 
24 健康づくりやスポーツに取り組んだ方へポイントを付与し、貯まったポイントに応じて特典を提供して、県

民の健康づくりやスポーツ参加を促進する事業。 
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（若年層に対する献血推進対策） 

⚫ 「学生献血ボランティア」によるＳＮＳ等を利用した若年層向けの情報発信を行うとと

もに、楽しみながら献血の意義や知識を学ぶことができる若年層向けイベントを大学

や大型商業施設で開催した。 

【学生献血ボランティア】累計登録者数：６００人 【大学での献血啓発イベントの開催】１回 

【大型商業施設での献血啓発イベントの開催】２回 

ＫＰＩの進捗                                                   

 

 

 

 

 

2023 2024 2025 2026 2027

ー 35,423 47,712 60,000 ー
2022～26年度累計

2022～23年度累計 ー (33%) (67%) (100%) ー
延べ

133% 44%

23,134 ー 39,418 ー 60,000

ー (44%) ー

36

2016年度 (100%) 2023年度

23.0 36

33

2016年度 (100%) 2023年度

17.8 33

ー ー ー ー 350

2022年度 ー ー ー ー (100%) 2034年度

264 ー ー ー ー 350

ー ー ー ー

350

2016年度 (100%) 2023年度

267 ー 350

ー

365 365 365 365 365

2021年 (100%) (100%) (100%) (100%) (100%) 2027年 144% 144%

284 427 401 365

(177%) (144%)

ー 19 27 34 42

2023年度 ー (26%) (52%) (74%) (100%) 2027年度

11 ー ー 42

ー ー

35

2021年度 (67%) 2024年度

21 42 42

(100%)

習慣的に運動する成人(20歳～64歳)（女性） %

72

g

74 レクリエーション指導者派遣回数

g

73 一日あたり野菜摂取量(20歳以上)

保健、医療、介護等のデータを健康施策に活用する
市町村数

ー

「清流の国ぎふ健康・スポーツポイント事業」の参加
者数

人

回

75

保健、医療、介護等のデータを活用したデータヘルスに取り
組む市町村数

ー

習慣的に運動する成人(20歳～64歳)（男性） %

下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率

ー ー

ー ー

目標達成による更新

取組みを踏まえた見直し

関連県計画と合わせて更新

取組みを踏まえた見直し
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今後の取組み                                                    

（県民の健康づくりの推進） 

⚫ 「岐阜県健康・スポーツポイント事業（２０２５年より名称変更）」について一般県民へ

の周知啓発を進めるとともに、働き盛り世代の参加を促すため、県内企業を通して

PRを図る。 

（スポーツを通じた生きがいづくり） 

⚫ 「ねんりんピック岐阜２０２５」として、総合開会式・閉会式や交流大会、ふれあいレク

大会、各種関連イベントなどを開催する。 

（データヘルスの推進） 

⚫ 市町村や関係機関等に対してデータに基づいた健康施策の実施を促すとともに、デ

ータのさらなる活用方法等について検討する。 

（若年層に対する献血推進対策） 

⚫ 「学生献血ボランティア」を活用した啓発活動を強化するとともに、献血セミナーや血

液事業施設等を見学するバスツアー等を開催し、献血可能年齢前の世代から献血へ

触れる機会を提供する。 
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（２）安らかに暮らせる地域 

① 貧困からの脱却支援 

実施状況                                                    

（支援の充実） 

⚫ 子ども食堂又は子ども宅食を実施又は援助する市町村に対する補助及び生活困窮

世帯やひとり親家庭の子どもに対する学習支援を実施した。 

【子ども食堂等運営支援実施市町村数】国補助支援６市、県補助支援13市町、市町村単独支援14市

町（重複あり）  【学習支援実施市町村数】３3市町 

⚫ 農業者、フードバンク等との意見交換会等を実施するとともに、生産者団体等が規格

外農産物等をフードバンクに供給する際に掛かる費用等に対して支援を行った。 

【マッチング支援】９事例 

⚫ 自立相談支援機関において、一般就労が困難な方の状況に合わせた支援を実施す

るとともに、離職等により住居を喪失した者等に住居確保給付金を支給し、住居及び

就労機会の確保に向けた支援を実施した。 

【就労準備支援事業におけるプラン作成件数】84件 【住居確保給付金の給付決定件数】81件 

（防止・脱却を支援する体制の構築） 

⚫ 地域において、子ども食堂や学習支援の場等の子どもの居場所運営者や関係者等

の情報交換やネットワークが構築できる研修を実施した。 

【ネットワーク形成研修実施回数】3回 

⚫ 様々な不安を抱える女性に対し居場所の提供や訪問等のきめ細かな支援を実施した。 

【訪問支援件数】504件 【居場所の提供件数】1,223件 【生理用品の配布件数】263件 

⚫ 「ひとり親家庭等就業・自立支援センター」において、就業相談、就業支援講習会、就

業支援セミナー、養育費相談、養育費講習会、親子交流支援等を実施した。 

【就業相談等件数】2,226件 【就業支援講習会実施回数】40回 【養育費相談実施回数】174回 

⚫ 市町村における包括的・重層的な支援体制の整備を推進するため、中核を担う人材

を養成する「相談支援コーディネーター養成研修」を実施するとともに、重層的支援

体制整備事業を実施する市町村に対して補助を行った。（再掲） 

【相談支援コーディネーター養成研修】基礎編修了者数：41人、実践編修了者数：19人 

【重層的支援体制整備事業補助市町村】6市（岐阜市、大垣市、関市、恵那市、美濃加茂市、海津市） 

⚫ 住宅確保要配慮者25を支援する居住支援法人の指定拡大を図るとともに、県居住支

援協議会を開催し、市町村や関係団体と居住支援に関する情報共有を行った。   

【居住支援法人】新規指定：2団体（累計18団体） 

 

 

 
25 低所得や高齢などの理由で民間賃貸住宅への入居が困難な者として、住宅確保要配慮者に対する賃貸

住宅の供給の促進に関する法律第２条に定める者。 



５３ 

 

ＫＰＩの進捗                                                   

 

今後の取組み                                                    

（支援の充実） 

⚫ 市町村に対し子どもの居場所でもある子ども食堂等への補助等の支援について周

知しながら支援を進めていく。 

（防止・脱却を支援する体制の構築） 

⚫ 県居住支援協議会を通じて居住支援法人、関係団体、市町村相互による連携体制を

強化するとともに、新たな住宅セーフティネット制度を広く周知する。 

  

2023 2024 2025 2026 2027

20 25 ー ー ー

2018年度 (74%) (100%) ー ー ー 2024年度 100% 100%

６ 22 25 ー ー ー 25

(84%) (100%) ー ー ー

24 30 ー ー ー

2018年度 (65%) (100%) ー ー ー 2024年度 118% 118%

13 23 33 ー ー ー 30

(59%) (118%) ー ー ー

ー 5 8 12 15

2023年度 ー (23%) (46%) (77%) (100%) 2027年度 133% 31%

2 ー 6 15

ー (31%)

42

2018年度 (100%) 2023年度

０ 32 42

(76%)

重層的支援体制整備事業を実施している市町村数 ー

76
生活困窮世帯やひとり親家庭の子ども等を対象と
した子ども食堂を実施又は支援する市町村数

ー

77
生活困窮世帯やひとり親家庭の子ども等を対象と
した学習支援事業を実施する市町村数

ー

福祉に関する包括的な相談窓口を設置している市町村数 ー

78

下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率

関連県計画と合わせて更新
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② 虐待・家庭内暴力の防止と被害者の支援 

実施状況                                                    

（児童虐待防止対策の強化） 

⚫ 県、岐阜市及び県警察が同一建物で業務を行っている「こどもサポート総合センター」

をはじめ、児童虐待の発生予防から早期発見・早期対応、自立支援までのきめ細か

な支援体制の充実に取り組んだ。  

【子ども相談センターと県警との合同訓練】5圏域で実施 

⚫ 拠点病院において「児童虐待専門コーディネーター」による医療機関向けの児童虐待

電話相談を実施するとともに、医療機関職員に対する児童虐待対応研修を実施した。 

【相談件数】15件 【研修受講者数】延べ347人 

（高齢者虐待防止対策の強化） 

⚫ 「岐阜県高齢者権利擁護センター」において、高齢者虐待に対応する市町村や地域

包括支援センターからの相談対応や担当者向け研修等を行った。 

【相談件数】62 件 【研修会・会議開催数】４回 

⚫ 高齢者虐待事案に対応する市町村からの要請に基づき、岐阜県高齢者権利擁護セ

ンターが弁護士・社会福祉士等からなる支援チームを選定し、派遣した。 

【支援チーム派遣実績】７市町１０回 

（ＤＶ予防、被害者の保護） 

⚫ 学校や一般向けに講師を派遣し、ＤＶ等予防に関する普及啓発を実施するとともに、

「岐阜県家庭における暴力防止等協議会」等を通じて、ＤＶ被害者保護に関する事例

を関係機関と共有し、連携を図った。 

【講師派遣件数】11校・団体 【受講者数】延べ1,154人 

【家庭における暴力防止等協議会の開催】1回 

⚫ 希望する女性自立支援施設26退所者に対して、退所後も相談、訪問等による自立支

援を実施した。 

ＫＰＩの進捗                                                   

 

 

 
26 性的な被害、家庭の状況、地域社会との関係性などの事情により困難な問題を抱える女性を保護し、その

心身の回復を図るための医学的又は心理学的な援助を行い、その自立の促進のためにその生活を支援し、

あわせて退所した者について相談その他の援助を行う施設。 

2023 2024 2025 2026 2027

18.0 29.2 ー ー ー

2018年度 (15%) (100%) ー ー ー 2024年度 33% 33%

16.1 18.0 20.4 ー ー ー 29.2

(15%) (33%) ー ー ー

79
要保護児童のうち里親及びファミリーホームに委託
されている児童の割合

%

下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率
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＜単年度目標値未達の要因＞ 

ＫＰＩ○79：里親支援施策の推進により上昇傾向にあるものの、子ども相談センターによる丁

寧で適切なアセスメントにより、子どもの状況に応じた措置先を選択した結果、里

親及びファミリーホームの割合が目標値に達しなかった。 

今後の取組み                                                    

（児童虐待防止対策の強化） 

⚫ 里親のリクルートから研修、マッチング、養育支援、自立支援に至るまで里親と子ども

に寄り添った支援を行うとともに、一連の業務を包括的に実施する里親支援センター

の設置を促進する。  

（ＤＶ予防、被害者の保護） 

⚫ 学校等への講師派遣を通じて、ＤＶ等予防に関する普及啓発に取り組む。また、ＤＶ

被害者保護のために関係機関との連携を推進する。 

⚫ 希望する女性自立支援施設退所者に対して、継続的な支援に取り組む。 
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③ 孤独・孤立対策の推進 

実施状況                                                    

（相談窓口、アウトリーチ支援の充実） 

⚫ 孤独・孤立対策に取り組む団体相互の連携を強化するため、圏域別に「岐阜県孤独・

孤立対策官民連携プラットフォーム」の部会を開催し、プラットフォームの加入団体同

士の顔の見える関係の構築を図った。 

【岐阜県孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム圏域別部会】参加者数：延べ111人 

⚫ 市町村における包括的・重層的な支援体制の整備を推進するため、中核を担う人材

を養成する「相談支援コーディネーター養成研修」を実施するとともに、重層的支援

体制整備事業を実施する市町村に対して補助を行った。（再掲） 

【相談支援コーディネーター養成研修】基礎編修了者数：41人、実践編修了者数：19人 

【重層的支援体制整備事業補助市町村】6市（岐阜市、大垣市、関市、恵那市、美濃加茂市、海津市） 

⚫ 困難に直面する方々への適切な支援につなげるため、SNSによるチャット形式の相

談窓口を開設し、居場所づくりを推進した。 

【こころのサポート相談「ほっと♡ぎふ」相談件数】1,462件 

⚫ 各地域における住民同士の支え合い活動を推進するため、市町村職員、社会福祉協

議会職員、民生委員等を対象に、活動の意義を周知するシンポジウムや県内の優良

事例を紹介するセミナーを開催した。 

【シンポジウム参加者数】５９人 【セミナー受講者数】５３人 

（発達障がい者への支援） 

⚫ 社会とつながりやすい環境づくりを推進するため、チャット機能等を活用したオンライ

ン方式による発達障がい者本人やその家族等が参加できる交流会を開催した。 

【交流会】実施回数：８３回、参加者数：４３５人 

（ひとり親への支援） 

⚫ 「ひとり親家庭等就業・自立支援センター」において、就業相談、就業支援講習会、就

業支援セミナー、養育費相談、養育費講習会、親子交流支援等を実施した。（再掲） 

【就業相談等件数】2,２２６件 【就業支援講習会実施回数】４０回 【養育費相談実施回数】１７４回 

（ヤングケアラー27への支援） 

⚫ ヤングケアラー、元ヤングケアラー、支援者等を対象にオンラインサロンを開催し、ヤ

ングケアラー等が交流できる場の提供を行った。 

【オンラインサロン開催回数】８回 【延べ参加人数】42人 

 

 

 

 
27 家族の介護その他の日常生活上の世話を過度に行っていると認められる子ども・若者のこと。 
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（困難な問題を抱える女性への支援） 

⚫ 関係機関、民間支援団体を構成員とする支援調整会議28を開催し、困難な問題を抱

える女性への支援について情報共有、意見交換を行った。 

【困難な問題を抱える女性支援調整会議】実務者会議：２回 

（いじめ未然防止・不登校等児童生徒支援） 

⚫ 「ＳＯＳの出し方に関する教育29ガイドブック」の活用を勧めるとともに、全ての公立小 

中学校及び高等学校において「ＳＯＳの出し方に関する教育」を実施した。また、スクー

ル相談員を配置し、教育相談体制の充実と学校内教育支援センター30の設置を促進

した。 

【スクール相談員配置校】中学校区：103校区、県立高等学校：全63校 

⚫ 全ての中学校区、公立学校にスクールカウンセラーを配置し、いじめ等の未然防止、

早期発見できる体制を整備した。いじめ等が発生した場合は、スペシャリストサポー

ト事業31により緊急事案対応を実施した。 

【スペシャリストサポート事業】小中学校82 回、高等学校277回、特別支援学校40回 

【スクールカウンセラー配置数】小中学校：176中学校区、高等学校・特別支援学校：88校 

⚫ 岐阜県学校・フリースクール等連携協議会を開催し、各々の連携協力を一層充実さ

せた。また、未来をはぐくむ不登校児童生徒サポートセミナーを開催し、県内の支援

状況や進路指導の説明、有識者による講演を実施するとともに、フリースクール等民

間団体を訪問し、連携の好事例を収集した。 

【未来をはぐくむ不登校児童生徒サポートセミナー申込者数】２２９人 

【フリースクール等訪問件数】11団体・施設 

ＫＰＩの進捗                                                   

 

 
28 「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」第 15条に基づき、困難な問題を抱える女性支

援を適切かつ円滑に行うために、関係機関等により構成される会議。 
29 強い心理的負担等の対処の仕方を身に着ける等のための教育。 
30 教室とは別の心落ち着ける場所、学習支援や相談支援を受けられる場所。 
31 緊急案件で学校へ専門家(弁護士、臨床心理士、社会福祉士等)を派遣する事業。 

2023 2024 2025 2026 2027

ー 271 259 247 234

2022年 ー (50%) (66%) (82%) (100%) 2027年

308 ー 234

ー

283

2015年 (72%) 2026年

376 355 247

(16%)

112 224 336 448 560

2022年度 (20%) (40%) (60%) (80%) (100%) 2027年度 124% 50%

0 236 278 560

(42%) (50%)

人

81
ヤングケアラーに関するオンラインサロン参加者数
（累計）

人

人

80 自殺者数

下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率

ー ー

関連県計画と合わせて更新
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＜単年度目標値未達の要因＞ 

ＫＰＩ○8２：SNS上のトラブル等、表面化しにくい事案に対しては、安易に解消とせず、丁寧な

対応が必要となるなど、いじめの解消に時間を要する事案が増加しているため。 

今後の取組み                                                    

（相談窓口、アウトリーチ支援の充実） 

⚫ SNSによるチャット形式の相談窓口（こころのサポート相談「ほっと♡ぎふ」）において、

困難に直面する方々の相談に応じ、適切な支援へとつなげる。 

（発達障がい者への支援） 

⚫ 各圏域の特色を活かしながら事業の実施を継続し、参加ニーズに対応できるよう活

動内容を充実し、当事者及びその家族における社会参加の推進を図る。 

（いじめ未然防止・不登校等児童生徒支援） 

⚫ いじめ等の未然防止、早期発見に努めるとともに、いじめの早期発見段階で、即座に

専門家へ相談する体制を整備する。また、重大事態への早期対応に努める。 

⚫ 民間団体及び市町村教育委員会と連携して不登校の児童生徒の学習機会確保のた

めの支援を実施するとともに、学校・フリースクール等連携ガイドラインを更新する。  

2023 2024 2025 2026 2027

ー 94.9 96.2 97.5 100

2022年度 ー (19%) (40%) (60%) (100%) 2027年度 0% 0%

93.7 ー 93.7 100

ー (0%)

0

2021年 (100%) 2022年～

43 38 0

(12%)

ー 90 95 98 100

2022年度 ー (76%) (88%) (95%) (100%) 2027年 130% 100%

57.7 ー 99.8 100

ー (100%)

ー 88 94 98 100

2022年度 ー (76%) (88%) (96%) (100%) 2027年 131% 99%

50.0 ー 99.7 100

ー (99%)

ー 90 95 98 100

2022年度 ー (74%) (87%) (95%) (100%) 2027年 135% 100%

61.7 ー 100 100

ー (100%)

0

2021年 (100%) 2027年

42.8 54.9 0

(0%)

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

いじめを認知していない学校数 校

不登校児童生徒のうち学校内外の機関等で相談・指導等を
受けていない児童生徒の割合

％

不登校児童生徒のうち、学校内外の機関等で、誰か
に相談した児童生徒の割合（中学校）

％

82

不登校児童生徒のうち、学校内外の機関等で、誰か
に相談した児童生徒の割合（高等学校）

％

認知したいじめのうち、解消したものの割合（小学
校・中学校・高等学校）

％

83

不登校児童生徒のうち、学校内外の機関等で、誰か
に相談した児童生徒の割合（小学校）

％

関連県計画と合わせて更新

関連県計画と合わせて更新
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④ 雇用・企業活動の維持再生 

実施状況                                                    

（雇用維持・人材確保） 

⚫ 学生や求職者等の就職・転職に関する悩みに、就労相談員がきめ細かく相談対応し

た。また、就活に役立つセミナーや合同企業説明会の開催、出張相談などを実施した。 

【就労相談実施件数】5,086件 

⚫ 県内企業（特に中小企業）が抱える人材の確保・定着に関する悩みに、企業アドバイ

ザーがきめ細かく相談対応した。また、人材確保・定着促進に役立つ企業向けセミナ

ーや出張相談などを実施した。 

【企業相談実施件数】６６０件 

⚫ Ｗｅｂデザイン及び新情報産業分野への就職を希望する求職者を対象とした職業訓

練を実施した。 

【離職者等委託訓練（Web デザイン、新情報産業分野、ＤＸ推進）】入校者数：129 人 

⚫ 県内で就職する若者の奨学金返還を支援する「ぎふ若者定着奨学金返還支援制度」

の活用促進のため、大学等への広報活動を行ったほか、商工関連団体や市町村を通

じた制度周知を行った。 

【制度登録企業数】６９社 

⚫ 職業訓練や小グループ制の就活塾、ＩＴ資格取得に向けた講座を実施し、就職氷河期

世代の就労に向けた支援を行った。（再掲） 

【職業訓練（就職氷河期世代向けコース）】入校者数：１０人 

【就活塾（就職氷河期世代）】受講者数：２０人 【ＩＴ資格取得講座】受講者数：５０人 

⚫ 国や県、労使関係団体等による「ぎふ働き方改革推進協議会」におけるリーフレットの

作成や県のホームページを活用した働き方改革に関連する国の支援策等の周知を

行った。（再掲） 

（持続可能な事業経営） 

⚫ 売上や利益増加につながる企業力の強化に向けて意欲的に取り組む小規模事業者

を支援するために販路開拓、業務効率化に係る経費の一部を補助した。さらに、従業

員の賃上げに積極的に取り組む事業者に対しては、補助率を嵩上げした。 

【補助件数】146件 

⚫ 商工会等が実施する、事業承継診断アンケートや事業承継に係るセミナーの開催、

後継者育成、事業承継後間もない事業者に対するフォローアップ支援等、小規模事

業者の事業承継に係る事業に対し補助を行った。 

【補助件数】９件 
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ＫＰＩの進捗                                                   

 

今後の取組み                                                    

（雇用維持・人材確保） 

⚫ 離職者等委託訓練の入校者数が堅調に推移しており、引き続き、デジタルリテラシー

向上のための職業訓練を実施する。 

⚫ ＳＮＳ等を活用し、「ぎふ若者定着奨学金返還支援制度」の更なる周知を行う。 

⚫ 前年度まで実施した情報分野の資格取得のほか、就職に役立つその他の資格や土

木建築分野のスキル獲得のための訓練コースを拡充し、就職氷河期世代の就労を支

援する。（再掲） 

（持続可能な事業経営） 

⚫ 小規模事業者の円滑な事業承継に向けた支援に対する補助を行い、地域経済の発

展や雇用の確保、専門技術等の継承を図る。 

  

2023 2024 2025 2026 2027

600 1,200 1,800 2,400 3,000

2017～21年度累計 (20%) (40%) (60%) (80%) (100%) 2023～27年度累計 106% 42%

2,833 606 1,266 3,000

(20%) (42%)

ー 291 294 297 300

2021年度 ー (95%) (97%) (98%) (100%) 2027年度 113% 108%

116 ー 314 300

ー (108%)

122

2021年度 (18%) 2027年度

116 280 150

482%

84
県中小企業総合人材確保センターにおける企業か
らの相談件数 *

件

件

件

85
事業承継・引継ぎ支援センターによる事業承継支援
件数

下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率

目標の上方修正
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⑤ 犯罪・交通事故防止の推進 

実施状況                                                    

（防犯対策、再犯防止） 

⚫ 県民に身近な犯罪や連続発生する犯罪について、現状を丁寧に分析した上で、効果

的な抑止活動を展開することで発生総量の抑制を図った。 

⚫ 自転車及び特定小型原動機付自転車等の新たなモビリティに対する指導取締りを強

化した。 

【自転車に対する指導取締り件数】１２２件（対前年比６３件増） 

⚫ 「岐阜県警察防犯アプリ」等を活用し、タイムリーに不審者情報、高齢者の行方不明

者情報、特殊詐欺の前兆事案発生状況等の情報発信を実施した。 

【岐阜県警察防犯アプリ登録者数】20,185人 【安全・安心メール登録者数】26,402人 

⚫ 自治体、関係機関・団体に対して、街頭防犯カメラの設置に関する働き掛けを推進す

るなど、防犯環境の整備を推進した。 

⚫ 市町村との連絡会議を開催するとともに、市町村や保護司、関係機関を対象に再犯

防止への理解を促進するためのセミナーを開催した。 

【連絡会議参加者数】27人 【セミナー受講者数】52人  

⚫ 「社会を明るくする運動32」等により、犯罪や非行の防止と犯罪や非行をした人たちの

更生について、県民への啓発活動を実施した。 

（高齢者に係る事件・事故への対処） 

⚫ 各市町村に対し、認知症による行方不明者の情報提供、ＧＰＳ貸与事業等の推進を

依頼するとともに、関係機関・団体等と緊密に連携し行方不明者の早期発見保護を

実施した。 

【認知症サポーター養成講座受講者数】152人 

⚫ 各種警察活動を通じた講話や寸劇を活用した防犯講話を実施するとともに、高齢者

を特殊詐欺被害から守るため、防犯機能付き電話機や自動通話録音警告機の貸出

し、受け子対策ステッカーの交付を推進した。 

【防犯講話・寸劇】受講者数：15,957人 

【防犯機能付き電話機、自動通話録音警告機】貸出台数：９2台 

（交通安全対策） 

⚫ 全警察署の管内ごとに交通事故の発生状況を分析して、その結果に基づき重点対策

エリアを設定した上で、各警察署において同所における指導取締りを行うなど、デー

タに基づく事故発生防止対策を推進した。 

⚫ 通学路や交通死亡事故が発生した箇所において、歩道整備や防護柵設置等の交通

安全対策を実施するとともに、冬期交通の確保に必要となる県有除雪機械の配備を

増強した。 

【除雪機械の購入台数】６台 

 
32 国民が、犯罪や非行の防止と犯罪や非行をした人たちの更生について理解を深め、それぞれの立場にお

いて力を合わせ、犯罪や非行のない安全で安心な明るい地域社会を築くための全国的な運動。 
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（サイバー空間の脅威への対処） 

⚫ 県内の重要インフラ事業者等におけるサイバーセキュリティ意識構成のため、緊密な

情報共有を行うとともに、事業者を対象とした講話や共同対処訓練を実施した。 

【サイバーセキュリティ講話】実施回数：9２９回、受講者数：9０，９９９人 

⚫ 関係機関、民間事業者・団体等と共同対処協定を締結し、サイバー事案の潜在化防

止や再発防止等に取り組んだほか、学生のサイバー防犯ボランティアの拡大・活性化

を図り、各種啓発活動に取り組んだ。 

⚫ 部門横断的な職場研修や他県警への派遣、民間企業の長期研修等への参加により、

警察職員全体のサイバー事案対処能力の向上を図った。 

【サイバー犯罪検挙件数】１８９件 

（消費者教育の推進） 

⚫ 学校の授業等における生徒への消費者教育に活用できるよう、若者が巻き込まれや

すい消費者トラブルの事例と対処方法、相談窓口等を掲載したＷｅｂ版消費者教育

副読本を作成した。 

⚫ 中学校、高等学校及び特別支援学校の生徒や保護者に対して、岐阜県弁護士会及

び岐阜県司法書士会と連携し、弁護士、司法書士を講師として派遣し、出前講座を

実施した。 

【法律の専門家による出前講座】実施校数：24校、実施回数：延べ3３回、参加人数：延べ４,４２１人 

⚫ 若年者の消費者被害の防止と消費生活相談窓口の周知を図るため、若年者をター

ゲットとしてデジタル広告をスマートフォン等に配信し、注意喚起を行った。 

【活用媒体】ＹｏｕＴｕｂｅ、Ｇｏｏｇｌｅ、Ｉｎｓｔａｇｒａｍ、ＬＩＮＥ 

⚫ 居宅介護支援事業協議会と連携した高齢者を見守る人材への消費生活情報の提供

や、見守り人材向けの出前講座を実施した。 

【消費生活出前講座実施回数】1３２回 

⚫ 宅配業者と連携し、消費者被害防止に関する宅配便配送伝票の作成や啓発チラシの

配布を行ったほか、生活協同組合の宅配サービス時の啓発資材の配布、コンビニエ

ンスストア、銀行等への啓発ポスターの掲示、路線バスの車内広告を行った。 

（犯罪被害者等の視点に立った支援） 

⚫ 犯罪被害者等への各種支援のための手引の作成・配付や、関係機関と連携した支援

活動を行うとともに、中学生・高校生を対象に犯罪被害者遺族による「命の大切さを

学ぶ教室」を開催した。 

【命の大切さを学ぶ教室】実施回数：１４回 

⚫ 性犯罪・性暴力被害者の早期回復を図るため、24時間365日体制で相談を受け付

けるとともに、関係機関と連携して、医療的・精神的・法的・経済的支援を実施した。 

【相談件数】1,087件 【同行支援33件数】84件 

 

 
33 支援員が医療機関や法的支援窓口等へ付き添いを行う支援。 
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⚫ 被害者参加制度34に係る弁護士費用の助成制度を創設するとともに、死傷者多数事

案等への対応を想定し、関係機関の連携について情報収集を行った。 

【弁護士費用の助成件数】２件 

ＫＰＩの進捗                                                   

 
＜単年度目標値未達の要因＞ 

ＫＰＩ○86:ＳＮＳの目覚ましい普及に伴い、特に特殊詐欺等の詐欺事件の増加が顕著となる

など、犯罪が悪質・巧妙かつ広域化したことが、刑法犯認知件数が増加した要因

と考えられる。 

ＫＰＩ○87:土日の事故の増加率が平日より高く、新型コロナの５類移行に伴う人流の増加等

が交通事故増加の要因の一つと考えられる。 

ＫＰＩ○88:薄暮時間帯における交通事故や歩行者、自転車乗用者が被害者となる交通事故

の発生が多く、新型コロナの５類移行に伴う人流の増加等が影響しているものと

考えられる。 

ＫＰＩ○89：教科書の範囲内での授業展開や、他機関が作成した教材が活用されたことなど

により、副読本の活用率が伸び悩んだ。 

今後の取組み                                                    

（防犯対策、再犯防止） 

⚫ 刑法犯認知件数の減少に向け、２０２５年から導入された統合型ＧＩＳを活用して、捜

査支援分析の高度化や犯罪情勢を踏まえた新たな分析手法の研究・研さんを推進し

ていく。 

 
34 犯罪被害者等が刑事裁判に参加することができる制度。 

2023 2024 2025 2026 2027

11,134 10,871 10,694

ー ー ー 90% 90%

11,919 11,973

(93%) (90%)

60 60 60 ー ー

2022年 (100%) (100%) (100%) ー ー 2025年 33% 33%

75 50 70 ー ー 60

(167%) (33%) ー ー

350 350 350 ー ー

2022年 (100%) (100%) (100%) ー ー 2025年 73% 73%

361 422 353 ー ー 350

(0%) (73%) ー ー

79 84.3 89.5 94.8 100

2021年度 (33%) (50%) (67%) (83%) (100%) 2027年度 23% 12%

68.5 74.5 72.2 100

(19%) (12%)

直近５年の平均値

毎年、直近
５年の平均
値を下回

る

88 交通事故重傷者数 人

89
消費者教育副読本の県内の高等学校、特別支援学
校高等部での活用率

%

87 交通事故死者数 人

86 刑法犯認知件数 * 件

下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率
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（交通安全対策） 

⚫ 交通事故の減少に向け、交通事故分析結果に基づく交通事故抑止対策を推進する

とともに、冬季交通の安全確保のため、県有除雪機械の増強を図る。 

（サイバー空間の脅威への対処） 

⚫ 講話や訓練の質を高めながら、事業者に対して幅広く実施していき、県内全体のサイ

バーセキュリティ意識の醸成を図るとともに、解析資機材を拡充し、捜査部門におけ

る支援体制を強化する。 

（消費者教育の推進） 

⚫ Web 版消費者教育副読本を活用した授業展開や授業実践例の紹介、教員を対象と

した研修の開催などにより、高等学校等での更なる活用を促していく。 

⚫ 若年者の消費者被害防止のため、法律の専門家と連携し学生への消費者教育を実

施するとともに、保護者への周知やＷｅｂ広告を活用したより広い範囲の若年者への

啓発を行う。 

（犯罪被害者等の視点に立った支援） 

⚫ 生活支援の充実を図るため、社会福祉士による生活相談制度を創設する。  
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⑥ 災害と危機事案に強い岐阜県づくり 

実施状況                                                    

（防災・危機管理体制の強化） 

⚫ 令和６年能登半島地震を踏まえ、本県の震災対策を見直し、その結果を反映した第３

期岐阜県強靱化計画を策定した。また、当該地震での課題を基に、市町村との連携、

孤立対策、避難所環境の改善などを内容に取り入れた各種防災訓練を実施した。加

えて、市町村長を対象とした危機管理対応研修「トップフォーラム」を開催するなど、

市町村及び防災関係機関と一体となって災害対応力の強化を図った。 

⚫ 道路など公共土木施設の迅速な機能回復を図るために必要な資機材を備蓄する拠

点として、「平瀬サテライト拠点35」の運用を開始した。 

⚫ 市町村域での三者連携36体制構築を支援するため、市町村・市町村社会福祉協議会

との意見交換会を実施したほか、災害ボランティアセンター運営支援者研修、災害ボ

ランティア支援協議会の開催など各種施策を実施した。 

【市町村・市町村社協意見交換会の開催回数】1回 【災害ボランティア支援協議会の開催回数】2回 

⚫ 岐阜県歯科医師会が実施する、被災地で実働する歯科保健医療救護班の人材育成

及び被災地の歯科医療従事者に指示を出すコーディネーター等を育成する研修を支

援した。 

【研修受講者】災害歯科保健医療研修会：32名、災害歯科保健医療研修会（アドバンスコース）：55名 

⚫ 災害廃棄物処理に係る県・市町村担当者の広域処理対応力向上のため、担当者会

議の開催及び災害廃棄物処理図上演習を実施するとともに、県内市町村における災

害廃棄物処理計画の策定を支援した。 

【災害廃棄物処理図上演習】参加者：延べ176人（事前研修48名、事前ワーク48名、図上演習40名、

事後ワーク40名） 

⚫ 災害警備活動に必要な装備資機材を整備するとともに、令和６年能登半島地震への

部隊派遣を踏まえ、防寒用具、自活用物品等を整備した。 

【装備資機材】電式保冷温庫8台、スタンドライト4台等 

⚫ 捜索救助活動に伴う体制を確保するため、定年退職を控えた操縦士の後継要員確

保及び次代を担う警察航空隊員の計画的な育成を実施した。 

【操縦士】後継操縦士２人を警察航空隊に配置し育成中 

⚫ 家畜伝染病防疫演習や野生いのししにおけるアフリカ豚熱発生に備えた防疫演習、

家畜保健衛生所職員の大学等への派遣研修を実施した。 

【防疫演習開催回数】２回 

 

 

 

 
35 既存の備蓄拠点から遠方となる地域に、使用頻度の高い資機材のみを備蓄する拠点のこと。 
36 ボランティア活動の受入れを円滑にするために、行政、社会福祉協議会、NPO 等（その他、企業・民間団

体等）との連携体制を構築すること。 
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（被災者支援の強化） 

⚫ 罹災証明書の円滑な交付に向け、住家被害の調査に必要な知識と技術を備えた認

定調査員を確保するため、２０２４年度から市町村職員に加えて県職員も対象とし、

人数も従来の倍である２００人に拡大して研修会を実施した。 

【研修修了者数】２０１人 

⚫ ８月に発生した台風１０号による住家被害について、大垣市に対し、県独自の被災者

生活・住宅再建支援制度を適用し、被災者支援を実施した。 

【補助金交付件数】１件 

⚫ 令和６年能登半島地震の被災者支援のため、空き住戸の一部を提供した。また、同

地震を教訓に住宅支援に係る課題を整理し、応急仮設住宅の仕様を見直すなど建

設マニュアルを改定した。 

【能登半島地震被災者受入】確保住戸数：7団地38戸（被災者１世帯１名入居） 

（耐震化、施設整備） 

⚫ 緊急輸送道路上などの橋梁や河川構造物の耐震補強を実施した。 

【主要な骨格幹線道路ネットワーク上の県管理橋梁の耐震対策(フルスペック化)箇所数】5箇所 

【耐震化を推進した河川構造物の施設数】１箇所（工事完了） 

⚫ 緊急輸送道路などの整備、斜面対策、河川整備、土砂災害特別警戒区域内にある要

配慮者利用施設や避難所等を保全する施設整備などを実施した。 

【県管理緊急輸送道路上の斜面の対策箇所数】13箇所 

【要配慮者利用施設・避難所・防災施設を含む土砂災害特別警戒区域の施設整備の完了数】３箇所 

⚫ 木造住宅の耐震診断・耐震改修の啓発段階から民間の木造住宅耐震相談士を活用

することにより、耐震診断から耐震改修までを一貫して支援できるよう市町村と協働

して事業を実施した。 

【木造住宅耐震診断】1,204件 【木造住宅耐震改修】84件 

⚫ 農業用ため池等の豪雨・耐震対策、農道橋の耐震対策や災害時に迂回路となる農道

の整備を実施した。 

【各整備実施地区数】農業ため池の豪雨・耐震対策等：８２地区、農業用排水機場の改修等：８地区、 

農道整備：５地区、農道橋耐震対策：９地区 

⚫ 災害に強い森林を整備するため、土石流等の山地災害発生のリスクが高く人家等が

保全対象となっている地区について、優先的に治山対策を実施した。 

【治山対策（治山ダム、山腹工等）箇所数】116箇所 

⚫ 危険な空き家の再確認と所有者に対する是正に向けた働きかけの徹底を市町村へ

呼びかけるとともに、空き家の除却等の促進に取り組む市町村へ補助金を交付した。 

【補助件数】310件（26市町） 

（適時的確な避難誘導） 

⚫ 広域防災センターにおいて、「災害・避難カード」の有用性を理解・実践してもらうた

めの作成コーナーを設けたほか、学校の授業で利用できる授業用動画やワークシー

ト、学習指導案等を作成し、ホームページに公開した。また、利便性向上のためにデジ

タル化した「災害・避難カード」の普及啓発に取り組んだ。 

【学校での特別講座】18 校 

【災害・避難カード指導者養成講座受講人数】55 人 
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⚫ 市町村における個別避難計画の作成を支援するため、市町村職員向け研修会を開

催したほか、医療・福祉関係者等への制度説明や民生委員などへの協力依頼を実施

した。 

【研修会開催数】1 回 

⚫ 家屋や避難施設・避難路等が浸水する恐れのある県管理河川において、危機管理型

水位計や河川監視カメラのさらなる増設の必要性を検討するとともに、各種システム

により災害リスク情報をリアルタイムで発信した。 

⚫ 「清流の国ぎふ 防災・減災センター」から講師を派遣し、研修・講座を開催する市町

村や自主防災組織を支援したほか、市町村防災アドバイザーチームが個別に市町村

を訪問し、ハザードマップの改定を支援した。また、９月の能登地方の大雨などを踏ま

え、風水害タイムラインの見直しを行った。 

【実践的地区図上訓練実施回数】1 回 【市町村防災アドバイザーチーム会議開催回数】２回 

⚫ 「岐阜県被害情報集約システム」に市町村が入力した避難所開設状況や混雑状況を､

「岐阜県総合防災ポータル」に掲載した。また、SNSで避難情報や災害への注意喚起

などの情報を発信した。 

⚫ 要配慮者利用施設の施設管理者向け講習会を開催し、洪水浸水想定区域内及び土

砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設における避難確保計画の作成を支援した。 

【作成講習会開催回数】20 回 

⚫ 令和６年能登半島地震を踏まえ、県避難所運営ガイドラインを改訂し、トイレ環境等に

係る規定の整備などを盛り込んだほか、分散避難システムの機能改修を実施し、要

配慮者の人数・種別の入力機能を追加した。 

⚫ 災害時の徒歩帰宅者を支援するため、コンビニやガソリンスタンド等との協定に基づ

き、水道水やトイレなどの提供を行う「支援ステーション」を確保するとともに、鉄道事

業者や関係機関と連携し、一時滞在施設や物資の確保など帰宅困難者対策を推進

した。 

【帰宅支援ステーションステッカー配布店舗数】2,２６２店舗 

（防災人材の確保） 

⚫ 「清流の国ぎふ防災・減災センター」において、地域の防災リーダーとして活躍できる

人材を育成する「清流の国ぎふ防災リーダー育成講座」等を開催し、防災人材のネッ

トワークづくりを推進した。 

【防災リーダー育成講座】開催回数：２コース、受講者数：１７０人 

⚫ 市町村が行う女性消防団員の活動強化や機能別分団37の立ち上げ等に要する経費

に対し、補助金を交付した。 

【補助金交付件数】４市町 

 

 

 
37 大規模災害対応や火災予防啓発など特定の活動・役割を担う分団。 
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ＫＰＩの進捗                                                   

 

2023 2024 2025 2026 2027

ー 0 ー ー ー

2017年度 ー (100%) ー ー ー 2024年度 88% 88%

40 ー 5 ー ー ー 0

ー (88%) ー ー ー

0

2017年度 (100%) 2023年度

40 5 0

(88%)

151 103 ー ー ー

2018年度 (80%) (100%) ー ー ー 2024年度 66% 66%

345 198 185 ー ー ー 103

(61%) (66%) ー ー ー

92 100 ー ー ー

2018年度 (33%) (100%) ー ー ー 2024年度 67% 67%

88 92 96 ー ー ー 100

(33%) (67%) ー ー ー

90.4 91 ー ー ー

2021年度 (63%) (100%) ー ー ー 2024年度 106% 106%

89.4 91.1 91.1 ー ー ー 91.0

(106%) (106%) ー ー ー

ー ー 95 ー ー

2018年 ー ー (100%) ー ー 2025年 25%

83 86 ー ー 95

(25%) ー ー

2,660 3,040 3,800 ー ー

2016～20年度累計 (70%) (80%) (100%) ー ー 2021～25年度累計 97% 77%

1,459 2,327 2,944 ー ー 3,800

(61%) (77%) ー ー

38 42 ー ー ー

2022年 (50%) (100%) ー ー ー 2024年 100% 100%

34 39 42 ー ー ー 42

(63%) (100%) ー ー ー

98 100 ー ー ー

2022年 (50%) (100%) ー ー ー 2024年 0% 0%

96 89.1 88.0 ー ー ー 100

(0%) (0%) ー ー ー

99.5 100 ー ー ー

2022年 (50%) (100%) ー ー ー 2024年 0% 0%

99 95.7 94.8 ー ー ー 100

(0%) (0%) ー ー ー

ー 42 ー ー ー

2022年度 ー (100%) ー ー ー 2024年度 86% 86%

0 ー 36 ー ー ー 42

ー (86%) ー ー ー

14

2022年度 (33%) 2025年度

0 9 42

(21%)

97
洪水浸水想定区域内の要配慮者利用施設における
避難確保計画の作成率

%

98
土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設における
避難確保計画の作成率

％

ー

94 住宅の耐震化率 %

95
ため池等の改修による浸水被害等のリスクを軽減
する農地面積 *

ha

96 ハザードマップ改定市町村数 ー

ー

99
女性等の視点を踏まえたモデルとなる避難所の整
備を行った市町村数

91 県管理緊急輸送道路上の斜面の要対策箇所数 箇所

92 河川構造物の耐震化率 %

93 県営水道重要給水施設基幹管路の耐震適合率 ％

箇所

岐阜県緊急輸送道路ネットワーク整備計画に基づく
要対策箇所　道路拡幅等

箇所

下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率

90

ー

目標達成時期の前倒し

関連県計画と合わせて更新
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＜単年度目標値未達の要因＞ 

ＫＰＩ○90：残りの要対策箇所は、大規模なバイパスや構造物を含む工区であり、他事業との

予算配分調整や用地交渉の難航により当初の計画に対し、完了時期が延期とな

っているため。 

ＫＰＩ○91：整備計画策定後に発生した豪雨災害や落石への対応等、計画に含まれない緊急

対策を優先したため、現時点で計画を下回っている。 

ＫＰＩ○92：残っている要耐震化施設は山除川排水機場（三重県との共同管理施設）であり、

現在、三重県が耐震化に向けた予備設計を進めている。  

ＫＰＩ○95：地元調整等に伴う繰越工事の発生により進捗に遅れが生じたため。 

ＫＰＩ○97：浸水想定区域の対象施設数が増加した一方で、計画作成の進捗がその増加に

追いついていないため。 

ＫＰＩ○98：土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設が増加した一方で、計画作成の進捗

がその増加に追いついていないため。 

ＫＰＩ○99：モデル避難所の整備に必要とされる、多様な方々からの意見聴取が困難であっ

たため。 

ＫＰＩ○１０1 ：女性が入団、活動しやすい環境が十分に整っていないため。 

今後の取組み                                                    

（防災・危機管理体制の強化） 

⚫ 道路など公共土木施設の迅速な機能回復を図るためのサテライト拠点を追加整備し

ていく。また、既存の備蓄拠点へのアクセス道路が寸断された場合にも、道路啓開な

どの応急復旧が早期に実施できるよう、道の駅などの施設を活用したバックアップ拠

点を新たに整備していく。 

⚫ 本県の南海トラフ地震の震度分布や被害想定を見直すとともに、他県からの避難者

や観光客等の受入れを想定した避難対策の検討を行う。 

⚫ 令和６年能登半島地震や９月の能登地方の大雨における課題を踏まえ、県及び市町

村の災害対応力の向上及び連携の強化を図るための実践的な訓練を実施する。 

2023 2024 2025 2026 2027

19 20 22 24 26

2021年度 (30%) (40%) (60%) (80%) (100%) 2027年 250% 100%

16 25 26 26

(90%) (100%)

650 700 750 800 850

2021年度 (18%) (38%) (59%) (79%) (100%) 2027年 0% 0%

607 606 578 850

(0%) (0%)

100
災害時の機能別団員・機能別分団制度導入市町村
数

ー

101 女性消防団員数 人

下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率
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⚫ 発災時期にかかわらず、住民が円滑に避難できるよう、自治会と協力して行う季節に

応じた避難訓練を実施する市町村等を支援する。 

⚫ 広い県土をカバーし、孤立地域や避難所へ支援物資を即座に搬送できるよう、各圏

域に新たに備蓄倉庫を整備する。 

⚫ 令和６年能登半島地震を踏まえ、警察災害派遣隊の対処能力向上のための装備資

機材を整備していく。 

（被災者支援の強化） 

⚫ 被災情報収集へのデジタル技術導入に向けた調査を実施し、これらの活用事例を紹

介する研修会を開催する。 

⚫ 災害時における応急仮設住宅の早期着工に向けて、建設可能用地リストの情報の更

なる充実を図るとともに、関係団体と被災地での施工経験やノウハウについて共有する。 

（耐震化、施設整備） 

⚫ 緊急輸送道路などの整備、斜面の要対策箇所の対策、河川整備、土砂災害特別警戒

区域内にある要配慮者利用施設や避難所等を保全する施設整備を推進する。 

⚫ 農業用ため池等の豪雨・耐震対策、農道橋の耐震対策や災害時に迂回路となる農道

の整備を一層推進する。 

（適時的確な避難誘導） 

⚫ 浸水実績や市町村要望、社会情勢等の変化により、危機管理型水位計や河川監視

カメラの追加設置の必要性が生じた場合は、検討を行っていく。 

⚫ 避難確保計画作成講習会を開催し、対象施設における計画作成を支援するとともに、

市町村防災アドバイザーチームによる個別訪問などを通じ、未作成施設の計画作成

を推進する。 

⚫ 大規模災害の教訓などを踏まえ必要に応じ県避難所運営ガイドラインを改訂するとと

もに、地域の防災訓練などで操作体験ができるよう分散避難システムを改修するな

ど、市町村の取組みを支援する。 

⚫ パーティションや簡易ベッド、キッチンセット、携行式風呂を配備し、避難所環境の改

善を図る。 

⚫ 女性等の視点を踏まえたモデル避難所が未整備の市町村に対し、市町村防災アドバ

イザーチームによる個別訪問などを通じ、整備事例の横展開を図りながら整備を促

進する。 

（防災人材の確保） 

⚫ 女性消防団員の活動環境整備や活動強化等を進めるための補助制度の充実に取り

組む。また、消防車両の整備等に対する補助の新設により、消防団の充実強化を促

進する。 

⚫ 広域防災センターに防災士等による相談支援窓口を新たに設置し、啓発機会の拡充

を図る。 
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（３）誰もが暮らしやすい地域 

① 地域を支援する人材の育成・確保 

実施状況                                                    

（地域力の維持、強化） 

⚫ 「岐阜県地域おこし協力隊ネットワーク」と連携しながら、隊員の確保、隊員・受入側

（市町村・団体等）双方の人材育成の推進及び定着の促進のため、研修会やアドバイ

ザー派遣を実施した。 

【研修会受講者】63人 【アドバイザー派遣市町村数】８市町村 

⚫ 地域の課題解決に向けた地域活動に取り組んでいる団体に対して、その活動に関し

て指導、助言等を行うアドバイザー及びコーディネーターを派遣するとともに、先進的

な取組みを行う地域団体について取材した広報誌を発行した。 

【アドバイザー・コーディネーター派遣回数】７回 

【岐阜県地域の課題解決応援事業参加人数】８４８人（累計 2,０２６人） 

⚫ 関係人口の獲得に繋がる普及啓発事業や地域体験事業、受入体制整備事業などの

新たな地方回帰の流れを捉え、地域を支える人材を呼び込む事業を実施する市町村

等に対し支援を行った。 

【補助件数】１件（１町） 

⚫ 「清流の国ぎふ防災・減災センター」において、地域の防災リーダーとして活躍できる

人材を育成する「清流の国ぎふ防災リーダー育成講座」等を開催し、防災人材のネッ

トワークづくりを推進した。（再掲） 

【防災リーダー育成講座】開催回数：２コース、受講者数：170人 

ＫＰＩの進捗                                                   

 

＜単年度目標値未達の要因＞ 

ＫＰＩ○１０3 ：例年と比較し、活動市町村での退任後の起業・就業の目途が立たず、他市町村

へ転出する事例が多かったため。 

 

2023 2024 2025 2026 2027

258 516 774 1,032 1,290

2021年度 (20%) (40%) (60%) (80%) (100%) 2023～27年度累計 393% 157%

258 1,178 2,026 1,290

(91%) (157%)

64 65 66 ー ー

2020年 (62%) (81%) (100%) ー ー 2025年 0% 0%

60.7 58 ー ー 66

(0%) ー ー

102 地域の課題解決応援事業参加者数 * 人

103 地域おこし協力隊の定着率 %

下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率
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今後の取組み                                                    

（地域力の維持、強化） 

⚫ 退任後の定住に向けた就業や起業をテーマにした研修会の実施や、退任後の定住に

課題を持つ協力隊員にアドバイザーを派遣することにより、協力隊の定着率向上を

目指す。 

⚫ 市町村等が地域の自立的発展を目指して自ら考え自ら行う事業を「岐阜県市町村支

援補助金」で支援する。 

⚫ 広域防災センターに防災士等による相談支援窓口を新たに設置し、啓発機会の拡充

を図る。（再掲） 
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② 新次元の地方分散に向けた環境整備 

実施状況                                                    

（地方回帰の受け皿づくり） 

⚫ 移住検討者に対し、ポータルサイトや各種ＳＮＳを通じて県・市町村各種施策やイベン

ト等の情報発信を行うとともに、東京・名古屋・大阪で、移住相談窓口を設置した。ま

た、東京圏において本県の魅力を発信するフェアを開催したほか、リアルな情報を発

信する移住セミナーを開催した。 

【移住相談窓口設置箇所数】３箇所（東京・名古屋・大阪） 

【ぎふ暮らしフェア】来場者数：274名、相談者数：延べ538名 

【移住セミナー】開催回数：８回、参加者数：延べ166名 

⚫ ＵＩＪターン就職希望者に対し、三大都市圏（東京・名古屋・大阪）における移住定住相

談窓口において、就労相談員がきめ細かく相談対応した。 

【三大都市圏での就労相談実施件数】東京：63件、名古屋：11件、大阪：５件 

⚫ 東京圏からの移住を促進するため、東京圏から本県に移住し、中小企業等へ就業し

た者や起業した者等を対象に、最大100万円の移住支援金を支給した。 

【東京圏からの移住支援金支給世帯数】４３世帯 

⚫ 県外から移住し、県内企業へ就業した者や県内で起業した者等を対象に、最大50万

円の移住支援金を支給した。 

【清流の国ぎふ移住支援金支給世帯数】１０９世帯 

⚫ 森林技術者を確保するため、「森のジョブステーションぎふ」による就業相談会や無

料職業紹介、岐阜県独自の林業就業移住支援金により、県外からの林業就業を支援

した。 

【東京】２回、相談者数１７人 【名古屋】２回、相談者数１６人 【２０２３年度の新規就業者数】７４人 

⚫ 移住支援金の対象法人及び求人に関する情報を掲載するマッチングサイトを運営す

るとともに、登録企業及び求人の新規開拓を実施した。 

【マッチングサイトに新たに掲載された求人数】９１１件 

⚫ 県外の大学等に進学した県出身者のうち、卒業後Uターンして５年間就業・居住した

場合に返還を全額免除する奨学金の貸与を行った。（再掲） 

【貸与者数】３３０人（累計 2,５８３人） 

⚫ 「半農半Ｘ」の暮らしを体感しながら地元と交流するモデルツアーを下呂市及び白川

町で実施するとともに、移住セミナーにおいて、様々な生活を送る移住者をゲストに

迎え情報発信を行った。 

【半農半Ｘ体感モデルツアー実施回数】２回 【移住セミナー実施回数】8回 

⚫ 関係人口の獲得に繋がる普及啓発事業や地域体験事業、受入体制整備事業などの

新たな地方回帰の流れを捉え、地域を支える人材を呼び込む事業を実施する市町村

等に対し支援を行った。（再掲） 

【補助件数】１件（１町） 

 



７４ 

 

⚫ 地域貢献型ワーケーションプログラムとして、農村体験とボランティア活動を組み合わ

せた新たな農泊プログラムを実践するためのリハーサルやモデルツアーを実施した。 

【モデルツアー回数】１１回 

⚫ 「ぎふ清流里山公園」においてワーケーション施設の環境整備を進めた。 

【施設利用者数】340人 

（企業誘致） 

⚫ 大都市圏で開催された企業展訪問などにより、データセンターの誘致活動を行った。 

【企業展訪問】訪問件数：４件、商談件数：約40社 

⚫ 首都圏で開催された企業展の出展や大都市圏で開催された企業展訪問などにより、

本社機能移転誘致活動を推進した。 

【企業展出展・訪問】出展・訪問件数：５回、商談件数：約１８０社 

⚫ サテライトオフィスの誘致を推進するとともに、進出企業の県内定着を促進するため、

補助制度により支援を行った。 

【サテライトオフィス誘致推進事業費補助金】補助件数：１社 

【サテライトオフィス進出企業定着・地域活性化事業費補助金】補助件数：１社 

⚫ 企業立地を促進するための補助制度や優遇税制の拡充や見直しを図ったほか、市

町村と連携して企業の立地需要に対応した新たな工場用地の開発を戦略的に推進

した。 

【企業立地促進事業補助金の見直し】雇用要件の緩和を実施 

【市町村工場用地開発補助金】補助件数：４市町 

（若者の県内定着に取り組む私立大学への支援） 

⚫ 県内私立大学が行う、大学生の地域貢献活動を通じた本県への愛着醸成、地元就

職促進、地域が求める人材育成の取組みに対し補助を行った。 

【補助件数】私立大学８校 

ＫＰＩの進捗                                                   

 

2023 2024 2025 2026 2027

1,600 3,200 4,800 6,400 8,000

2019～21年度累計 (20%) (40%) (60%) (80%) (100%) 2023～27年度累計 112% 22%

4,946 1,792 8,000

(22%)

250 500 750 1,000 1,250

2021年度 (20%) (40%) (60%) (80%) (100%) 2023～27年度累計 315% 126%

226 662 1,573 1,250

(53%) (126%)

30 40 50 ー ー

2019年度 (60%) (80%) (100%) ー ー 2021～25年度累計 163% 98%

0 49 ー ー 50

(98%) ー ー

106 ぎふ農村ワーケーションに取り組む施設数 施設

104 移住者数 * 人

105 マッチングサイトに新たに掲載された求人数 * 人

下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率



７５ 

 

＜単年度目標値未達の要因＞ 

ＫＰＩ○１07 ：地域社会等の連携も含めた実施体制を整備した上での取組みとなるため、実施

学校数が増えなかった。 

今後の取組み                                                    

（地方回帰の受け皿づくり） 

⚫ 林業就業移住支援金による支援や、「森のジョブステーションぎふ」を核に、人材育成

を担う森林文化アカデミーとも連携し、森林技術者の確保に取り組む。 

⚫ 県営都市公園のさらなる利用促進に向け、広報拡大に取り組むとともに、宿泊施設と

連携したワーケーションのツアー開発・試行など新たな形態での利用促進も進める。 

⚫ 三大都市圏で情報発信・移住相談ができる体制を維持するとともに、関係部局や市

町村と連携し、発信する情報量や質を充実させていく。 

（若者の県内定着に取り組む私立大学への支援） 

⚫ 既に取組みを行った大学に加え、新規の大学の取組みを推進するため、事業の周知

を図る。  

2023 2024 2025 2026 2027

10 14 19 ー ー

2020年度 (53%) (74%) (100%) ー ー 2021～25年度累計 71% 53%

0 10 10 ー ー 19

(53%) (53%) ー ー

107
県内私立大学等で地域との協働・連携による地方創
生の活動に取り組む学校数

校

下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率
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③ 地域公共交通体系など生活サービスの再編・効率化 

実施状況                                                    

（地域公共交通の維持確保・活性化） 

⚫ 各地域の地域公共交通会議等に参画し、公共交通のあり方や再編について盛り込ん

だ「地域公共交通計画」の作成を促進した。 

【「地域公共交通計画」策定済市町村数】32市町村 

⚫ ＡＩをはじめ新技術を活用した運行の効率化等の取組みを支援する補助制度により、

市町村のＡＩオンデマンド交通やＭａａＳ38の導入に向けた取組みを支援した。 

【補助件数】２件 

⚫ 地方鉄道の維持確保のため、安全運行に必要な設備投資等を支援するとともに、広

域幹線バス路線や市町村自主運行バス運行費の一部を支援した。 

【補助件数】地方鉄道：４件、広域幹線バス・自主運行バス等：４０件 

（一体的なまちづくりの支援等） 

⚫ 市町村においてデータを活用したまちづくりを推進できる人材を育成するための実

務研修会を開催した。 

【研修会】開催回数：３回、受講者：延べ３６人 

⚫ 各地域の地域公共交通会議等に参画し、公共交通のあり方や再編について盛り込ん

だ「地域公共交通計画」の作成を促進した。（再掲） 

【「地域公共交通計画」策定済市町村数】32市町村 

⚫ 県営住宅について、管理規模を適正化するため、入居率が低い郊外型の団地におい

て住棟の集約化を進めた。また、集約化によって解体した住棟の跡地は、住民の意向

に応じて、駐車場等を整備した。 

【集約化中の県営住宅】５団地 

（名鉄高架化事業の推進） 

⚫ 高架化する鉄道施設に必要となる用地取得や詳細設計等を実施した。 

ＫＰＩの進捗                                                   

 

 
38 Mobility as a Service の略。地域住民や旅行者一人ひとりのトリップ単位での移動ニーズに対応し

て、複数の公共交通やそれ以外の移動サービスを最適に組み合わせて検索・予約・決済等を一括で行うサー

ビスであり、観光や医療等の目的地における交通以外のサービス等との連携により、移動の利便性向上や地

域の課題解決にも資する重要な手段となるもの。 

2023 2024 2025 2026 2027

29 31 33 35 37

2021年度 (27%) (45%) (64%) (82%) (100%) 2027年度 120% 55%

26 32 32 37

(55%) (55%)

108 「地域公共交通計画」策定市町村数 ー

下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率



７７ 

 

 

＜単年度目標値未達の要因＞ 

ＫＰＩ○１09 ：２０２４年度は地震や豪雨災害などの発生により全国的に災害への注目が高まっ

たことから、防災対策などの他の分野が相対的に高く評価されたことや、人件費

や燃料価格高騰などにより一部路線において減便など公共交通の利便性への影

響もあり、やや満足度が下がった。 

今後の取組み                                                    

（地域公共交通の維持確保・活性化） 

⚫ バスの運行経費や地方鉄道の安全運行に係る費用の支援等により、地域公共交通

の維持確保を行うほか、DX化や利用促進に向けた取組みを支援していく。 

⚫ 「岐阜県地域公共交通計画」に基づく取組みを進めるとともに、各地域の地域公共交

通会議等に参画し、広域的な観点からの「地域公共交通計画」の策定を促進する。 

⚫ ＡＩをはじめ新技術を活用した運行の効率化等の取組みを支援する補助制度により、

市町村のＡＩオンデマンド交通やＭａａＳの導入に向けた取組みを支援する。 

 

  

2023 2024 2025 2026 2027

5.5 5.5 5.5 5.5 5.5

2021年度 (100%) (100%) (100%) (100%) (100%) 2027年度 85% 85%

5.5 6.3 4.7 5.5

(115%) (85%)

5 10 15 21 ー

2021年度 (24%) (48%) (71%) (100%) ー 2026年度 160% 76%

０ 7 16 ー 21

(33%) (76%) ー

900 1,200 1,500 1,800 2,100

2021年度 (31%) (48%) (65%) (83%) (100%) 2021～27年度累計 149% 46%

361 1,165 2,100

(46%)

110 オープンデータ利活用市町村数 ー

111
市町村の取組みにより除却等がなされた管理不全
空き家数

件

109 公共交通に対する県民満足度 * %

下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率
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④ 行政のデジタル化の推進 

実施状況                                                    

（行政手続のオンライン化・業務最適化） 

⚫ 汎用電子申請システムの操作研修や民間事業者による伴走支援等を行い、行政手

続のオンライン化を推進した。 

【オンライン化した手続】件数：2,317件 【主な手続】身体障がい者等に係る自動車税減免申請（翌年

度分）、森林文化アカデミーの入学試験料の納付 

⚫ ５業務にＲＰＡ39を導入し、定型事務の効率化を推進するとともに、電子契約サービス

を全庁導入し、民間事業者等の利便性向上を図った。 

【ＲＰＡ導入】５業務 【主な導入業務】公共事業執行支援システムにおける予算令達業務、宿泊統計

データの整理・集計業務 

⚫ 県や市町村の保有するデータを県オープンデータカタログサイトに公開し、オープン

データの充実を図った。 

【県内広域オープンデータセット】新規公開件数：1件 

⚫ 庁内・市町村・民間事業者等からのＤＸに関する相談に対し、アドバイザーやサポータ

ー企業とも連携をしながら、ワンストップで支援を行った。 

【相談支援件数】63件 

⚫ ばらまき型のメール攻撃に対応するため、県及び県内市町村へメールが届く前に自

動的にセキュリティクラウド40によるリスクに応じた分類と対応を実施した。 

【セキュリティクラウドで処理を行ったメール】 全311,940,883件 

（情報インフラ等の整備・支援） 

⚫ 光ファイバーの普及に関し、県内市町村に光ファイバー整備の状況と課題についてヒ

アリングを行うとともに、岐阜県・市町村ＤＸ推進連絡協議会を通じて県内市町村へ

支援事業等の説明会を開催した。 

【岐阜県内の光ファイバー導入率（※）】99.86%（2022年度） 

※総務省が公表する整備率（世帯カバー率） 

（職員の働き方改革、人材育成） 

⚫ 職員が在宅等から円滑に庁内ネットワークへ接続することができるテレワークシステ

ムやWeb会議及びペーパーレス会議で利用ができる専用パソコンの維持管理を 

行った。 

【パソコン運用台数】テレワーク用パソコン：1,400台、ペーパーレス会議専用パソコン：130台、 

Wｅｂ会議専用パソコン：275台 

⚫ 「令和６年度デジタル公務員研修計画」に基づき、職位に応じた研修を実施し、デジタ

ル人材の育成に取り組んだ。 

【デジタル公務員研修】講座数：31 講座、主な講座内容：「ＤＸ基礎」「ＢＰＲ手法」「データ利活用手法」 

 
39 Robotic Process Automation の略。単純・定型作業をソフトウエアロボットにより自動化する技術。 
40 県と市町村のインターネット接続口を一つに集約し、高度なセキュリティ対策を県が一元的に行うシステム。 
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（市町村行政のＤＸ支援） 

⚫ ＤＸによる地域課題解決に向けた連携推進の枠組みを１地域において構築し、プロジ

ェクト策定を支援した。 

【地域連携プロジェクト】羽島郡笠松地域： LINEによるオンライン窓口 

⚫ 岐阜県・市町村ＤＸ推進連絡協議会オンライン申請活用推進部会、圏域毎のDXマイ

ンド醸成研修会及び標準化対応説明会を開催し、スマートフォンで完結する「持ち運

べる役所」や各種事務の標準化・共通化など市町村のＤＸ推進に向けて情報共有した。 

【オンライン申請活用推進部会】開催回数：3回  

【圏域毎のDXマインド醸成研修会】実施圏域：５圏域 【標準化対応説明会】開催回数：２回 

⚫ 「岐阜県・市町村ＤＸ推進連絡協議会」の各部会を開催したほか、「ぎふＤＸ支援セン

ター」への相談に対し支援を実施した。また、デジタル技術を活用した地域課題解決

に資する取組みに対して助成を行ったほか、DX 計画策定や基幹業務システム標準

化等を支援するため、ニーズに応じたデジタル人材を派遣した。 

【「岐阜県・市町村ＤＸ推進連絡協議会」各部会の開催】延べ9回 

【「ぎふＤＸ支援センター」での支援】3件 

【ぎふ地域ＤＸ推進補助金（市町村分）採択事業数】１2市町16事業 

【デジタル人材を派遣した事業数】２３市町３５事業 

ＫＰＩの進捗                                                   

 

2023 2024 2025 2026 2027

1,951 2,313 2,674 ー ー

2021年度 (49%) (75%) (100%) ー ー 2025年度 100% 75%

1,243 2,097 2,317 ー ー 2,674

(60%) (75%) ー ー

22 26 30 34 ー

2021年度 (40%) (60%) (80%) (100%) ー 2026年度 117% 70%

14 23 28 ー 34

(45%) (70%) ー

15 16 17 18 ー

2021年度 (81%) (88%) (94%) (100%) ー 2026年度 129% 113%

2 19 20 ー 18

(106%) (113%) ー

99.85 99.9 99.95 100 ー

2020年度 (87%) (92%) (96%) (100%) ー 2026年度

98.8 ー 100

ー

90 90 90 100 ー

2021年度 (90%) (90%) (90%) (100%) ー 2026年度 101% 91%

0 91 91 ー 100

(91%) (91%) ー

0.7 0.8 0.9 1 ー

2021年度 (70%) (80%) (90%) (100%) ー 2026年度 105% 84%

0 0.75 0.84 ー 全所属1

(75%) (84%) ー

116
ペーパーレス等、ＤＸに資する職員用パソコンの導
入

％

117 全所属１名以上のデジタル公務員研修受講 人

112 オンライン化する行政手続数 手続

113 ＲＰＡ導入事務数 事務

114 県内広域オープンデータセット数
データ

セット

115 県内の光ファイバー導入率 %

下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率

ー ー



８０ 

 

 

今後の取組み                                                    

（行政手続のオンライン化・業務最適化） 

⚫ 汎用電子申請システムの操作研修や民間事業者による伴走支援等を行い、行政手

続のオンライン化を推進するとともに、年間５業務程度にＲＰＡを導入し、事務効率化

を推進する。 

⚫ 昨今増えている外部からの攻撃（DNSを対象とした攻撃）への対策と、各市町村の

通信量増加に対応するため通信回線の強化を実施する。 

（職員の働き方改革、人材育成） 

⚫ 多様な働き方への対応のため、職員からの意見やその状況を踏まえ、計画的に環境

整備を進める。 

  

2023 2024 2025 2026 2027

2 3 4 5 ー

2021年度 (40%) (60%) (80%) (100%) ー 2026年度 167% 100%

0 4 5 ー 5

(80%) (100%) ー

ー ー 42 ー ー

2021年度 ー ー (100%) ー ー 2025年度

0 0 0 ー ー 42

(0%) (0%) ー ー

118
ＤＸによる地域課題解決に向けた連携推進の枠組み
の構築

地域

119 全市町村の基幹業務の標準化・共通化完了 ー

下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率

ー ー
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⑤ 行政サービスの連携・横断的な実施 

実施状況                                                    

（行政サービスの連携・横断的な実施） 

⚫ 大規模災害時などにおいて機動的に消防団活動が行われるよう、市町村単位で組織

される消防団同士が合同で訓練等を行う際の経費に対し補助を実施した。 

【補助金交付件数】1件 

⚫ 市建設部が入居している郡上、下呂の各総合庁舎において、県と市の連携による社

会資本の維持管理や災害対応などを実施した。 

⚫ 岐阜県水道事業広域連携研究会及び圏域部会を開催し、岐阜県水道広域化推進プ

ランに基づく管理の一体化に係る協議を行うとともに、ワーキンググループを設置し、

共同購入に係る検討を行った。 

【会議開催数】岐阜県水道事業広域連携研究会：１回（87人参加）、圏域部会：４回（延べ98人参加） 

【検討会開催数】２回（延べ３９人参加） 

⚫ 市町村区域を越えて広域的に複数のへき地医療機関を運営する市町村が行う医師

派遣及び医師間の診療情報の共有化に要する経費に対し補助金を交付した。 

⚫ 「糖尿病対策地域ネットワーク会議」や地域医師会連携会議を開催し、地域医師会ご

とに糖尿病性腎症重症化予防の取組みの現状及び課題、今後の方針について検討 

を行った。また、共同でセミナーを開催し、先行事例や他圏域の取組み等を共有した。 

【会議開催数】糖尿病対策地域ネットワーク会議：6回、地域医師会連携会議：15回 

⚫ 地域医療構想の実現に向け自主的に取り組む医療機関に対して、機能分化・連携の

ための施設整備等に係る補助金を交付した。（再掲） 

【新規補助医療機関数】2施設 

⚫ 生活支援コーディネーター資質向上研修会を開催するとともに、市町村からの希望

に応じ、アドバイザーを派遣した。（再掲） 

【生活支援コーディネーター資質向上研修会参加者数】圏域別研修会：５７人、全体研修会：１０５人 

【アドバイザー派遣市町村数】4市町村（羽島市・山県市・本巣市・岐南町） 

⚫ 県と市町村の動物愛護担当者、福祉担当者及び民間団体が出席する全体会議にお

いて、先進取組事例の情報共有や意見交換を実施した。また、圏域ごとの地域会議

を開催し、より具体的な地域の課題について情報共有、意見交換を実施した。 

【会議参加者数】全体会議：９７人、地域会議：１８５人 

（デジタル技術を活用した地域課題解決の促進） 

⚫ ＤＸによる地域課題解決に向けた連携推進の枠組みを１地域において構築し、プロジ

ェクト策定を支援した。（再掲） 

【地域連携プロジェクト】羽島郡笠松地域： LINEによるオンライン窓口 

⚫ デジタル技術を活用した地域課題解決に資する取組みに対して助成を行い、県内 

ＤＸの推進を図った。 

【ぎふ地域ＤＸ推進補助金採択事業数】市町村：１2市町16事業、事業者：3法人3事業 
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今後の取組み                                                    

（行政サービスの連携・横断的な実施） 

⚫ 県と市で連携して社会資本の維持管理や災害対応などを実施し、その効果検証や更

なる連携強化策の検討を行う。 

⚫ 市町村区域を越えた広域的なへき地医療機関のネットワーク化に対し、支援を行う。 

⚫ 糖尿病性腎症の重症化予防に向け、地域医師会連携会議を開催し、地域医師会ごと 

に具体的な課題等の抽出・検討、成功事例等を共有し、重症化予防の取組みの推進 

を図る。 

⚫ 岐阜県水道事業広域連携研究会及びのワーキンググループにおいて、管理の一体化

に係る検討を深化させる。 
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⑥ 生活を支えるインフラの整備 

実施状況                                                    

（ＩＣＴを活用した社会資本の整備・維持管理の高度化） 

⚫ 橋梁点検や、人が近づけず対岸からの目視点検が困難となる堤防の点検、山間など

施設点検者が容易に立ち入ることができない砂防えん堤の土砂堆積状況の確認、高

所で危険が伴う場所などの点検において、ドローン等の新技術を活用した。 

【新技術の活用による点検数】橋梁：13橋、堤防：４河川（４箇所）、砂防施設：50箇所 

⚫ 工事着手前にＩＣＴを活用したモデル工事の活用可能性について受注者と協議し、普

及拡大を図った。 

【ＩＣＴを活用したモデル工事】133件 

⚫ Web会議システムを活用し、効率的な現場確認業務を実施するとともに、３次元デー

タを活用したＣＩＭ41を試行し、業務を円滑に実施した。 

【現場遠隔確認件数】4１件  【ＣＩＭ活用業務】４件 

⚫ 建築系工事へのＢＩＭ42の導入を促進するため、ＢＩＭ活用を条件としたモデル工事等

を発注するとともに、建築系技術者を対象としたBIM操作研修等を実施した。 

【BIM 活用を条件としたモデル事業実績】工事：4 件、設計：２件 

【実務者向け BIM 研修受講者数】６７人 

（道路・河川・砂防施設、公共施設等の維持管理の推進） 

⚫ 各種計画に基づき、優先順位を考慮しながら、県有施設、橋梁やトンネルなどの道路

施設、河川施設、砂防施設の点検、維持補修等を実施した。 

⚫ 社会基盤の維持管理に必要な高度な技術力を有する社会基盤メンテナンスエキスパ

ートの養成を推進した。 

【社会基盤メンテナンスエキスパートの養成人数】４４名  

（生活を支える次世代インフラの整備） 

⚫ 太陽光発電設備等の設置を促進するため、市町村を通じた住宅向けの支援と事業

所向けの支援を実施した。 

【住宅への設置支援件数】太陽光発電設備：51４件、蓄電池：４０９件 

【事業所への設置支援件数】太陽光発電設備：４４件、蓄電池：２１件 

 

 

 

 
41 Construction Information Modeling の略称。計画・調査・設計段階から３次元モデルを導入し、そ

の後の施工、維持管理の各段階で情報を充実させながらこれを活用し、併せて事業全体にわたる関係者間

で情報を共有し一連業務における受発注者双方の業務効率化・高度化を図るもの。 
42 Building Information Modeling の略称。属性情報（形状、強度等）を持つ部材や設備等の３Ｄモデ

ルをＰＣ上で組み立てる設計技術。当技術の導入により、構造計算や部材積算などの設計作業や、施工中の

資材管理、完成後の修繕など、建物のライフサイクルを通じての情報の利活用が可能となり、業務効率化につ

ながることが期待されている。 



８４ 

 

⚫ 住宅、事業所への太陽光発電設備等の導入費用を低減させるため、県民、事業者か

ら太陽光発電設備等の購入希望者を募集し、一括購入によるスケールメリットを活か

す共同購入事業を実施した。 

【住宅への共同購入支援件数】参加登録：９１５件、契約者数８９件 

【事業所への共同購入支援件数】参加登録：２９件、契約者数１件 

⚫ 電動車の普及に向け、商業施設等への充電設備の設置費用に対し補助を行うととも

に、県内事業者等へのＦＣＶ43の貸出を行った。 

【補助金交付件数】２９件 【ＦＣＶ貸出件数】７件 

⚫ 地域で行う自立・分散型エネルギーシステム構築に向け、地域資源の活用可能性調

査や計画策定を行う市町村を支援した。 

【補助金交付件数】２件 

⚫ 光ファイバーの普及に関し、県内市町村に光ファイバー整備の状況と課題についてヒ

アリングを行うとともに、岐阜県・市町村ＤＸ推進連絡協議会を通じて県内市町村へ

支援事業等の説明会を開催した。（再掲） 

【岐阜県内の光ファイバー導入率（※）】99.86%（2022年度） 

※総務省が公表する整備率（世帯カバー率） 

（名鉄高架化事業の推進） 

⚫ 高架化する鉄道施設に必要となる用地取得や詳細設計等を実施した。（再掲） 

ＫＰＩの進捗                                                   

 

＜単年度目標値未達の要因＞ 

ＫＰＩ○１22 ：電動車については、充電等に必要なインフラが十分整っていないことや、ガソリン

車に比べ車両価格が高いことなど、普及にあたっての課題があるため。 

 

 
43 Fuel Cell Vehicle の略。燃料電池自動車。燃料電池内で水素と酸素の化学反応によって発電した電

気エネルギーで、モーターを回して走行。 

2023 2024 2025 2026 2027

195 210 230 250 ー

2020年度 (78%) (84%) (92%) (100%) ー 2022～26年度累計 123% 104%

48 195 259 ー 250

(78%) (104%) ー

640 680 720 760 800

2008～22年度累計 (19%) (39%) (59%) (80%) (100%) 2008～27年度累計 105% 41%

603 640 684 800

(19%) (41%)

25,459 31,475 37,490 ー ー

2013年度 (66%) (83%) (100%) ー ー 2025年度 48% 32%

1,647 13,095 ー ー 37,490

(32%) ー ー

122 電動車（ＥＶ、ＰＨＶ、ＦＣＶ）普及台数（累計） 台

120
新技術の活用による社会インフラの点検数（道路、
河川、砂防施設の（試行）点検において、5年間に新
技術を活用した施設累計） *

箇所

121 社会基盤メンテナンスエキスパート養成人数 人

下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率
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今後の取組み                                                    

（ＩＣＴを活用した社会資本の整備・維持管理の高度化） 

⚫ 橋梁、堤防、砂防施設の点検において、ドローン等の新技術の活用を推進する。 

⚫ ＩＣＴの活用、現場遠隔確認、ＣＩＭの試行により、建設現場の生産性や安全性の向上

を図る。 

⚫ 建築系工事へのBIMの導入を促進するため、ＢＩＭ活用を条件としたモデル工事等を

発注するとともに、実務者向け操作研修、実地研修等を実施する。 

（道路・河川・砂防施設、公共施設等の維持管理の推進） 

⚫ 優先順位を考慮しながら、県有施設、橋梁やトンネルなどの道路施設、河川施設、砂

防施設の点検、維持補修等を推進する。 

（生活を支える次世代インフラの整備） 

⚫ 電動車の充電等に必要な設備の導入支援や、普及に向けた周知・啓発などを進める。 
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３．地域にあふれる魅力と活力づくり 

（１）地域の魅力・清流文化の創造・伝承・発信 

① 「清流の国ぎふ」の文化・芸術の創造・伝承・発信 

実施状況                                                    

（域内外との交流、魅力発信） 

⚫ 「清流の国ぎふ総文２０２４」及び「『清流の国ぎふ』文化祭２０２４」を開催し、地域の魅

力や特色を活かしたプログラムや、文化活動を通じた交流など、誰もが文化芸術に親

しむ取組みを実施した。（再掲） 

【清流の国ぎふ総文2024 部門数】22部門 

【清流の国ぎふ総文2024 来場者数】約10万人（うち参加高校生約2万人） 

【「清流の国ぎふ」文化祭２０２４ 開催事業数】330事業 

【「清流の国ぎふ」文化祭２０２４ 来場者数】約286万人 

⚫ 2024年9月から11月にかけて「地芝居・伝統芸能フェスティバル」としてぎふ清流文

化プラザ及び県内の芝居小屋を舞台に47公演を開催した。あわせて、地芝居の魅力

発信及び県内各地の公演への周遊を促す目的で、各地の公演を巡ってスタンプを集

める「地芝居スタンプラリー」を開催した。 

【来場者数】13,６１０人 

⚫ 「地芝居大国ぎふＷｅｂミュージアム」において、本県が誇る地域の地芝居（地歌舞伎、

文楽・能、獅子芝居）を多言語で紹介、また担い手インタビューのコンテンツ追加、公

演情報等の発信を行った。 

【サイトアクセス数】87,071ＰＶ（前年比57％増） 【掲載コンテンツ】担い手インタビュー（２件） 

⚫ 文化芸術のデジタル化を進める上で不可欠となる著作権の知識を普及し、文化芸術

活動を支援するため、著作権の専門家等による研修・相談会を開催した。 

【DX対応型著作権講座】実施回数：４回、 参加者数：66人  

【個別相談会】実施回数：２回、 参加者数：２組 

⚫ 会場への来場が困難な障がい者や高齢者が自宅で文化公演に触れることができる

よう、ぎふ清流文化プラザで行われる地芝居公演や障がい者舞台芸術等の動画をイ

ンターネットで配信した。 

【動画公開数】１５本 

⚫ 本県の魅力を域内外に発信するため、岐阜市、大垣市、各務原市において著名な講

師との知の交流を図る「エンジン03 in 岐阜」を開催した。 

【プログラム数】オープニング・シンポジウム、夜楽（７会場）、講座（１６講座）  【講師数】２８人 

【参加者数】1,４１８人 

（地域の文化を支える人材の育成・確保）  

⚫ 文化の担い手育成・確保のため、県域の協議会がある地歌舞伎、文楽・能、獅子芝居

の伝承教室及び大会開催への補助を行った。 

【伝承教室参加者数】地歌舞伎：5,635人、文楽・能：1,888人、獅子芝居：431人 

【大会観覧者数】地歌舞伎：300人、文楽・能：450人、獅子芝居：229人 
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⚫ 県内の文化財や伝統工芸等の「匠の技」を次の世代に継承するため、職人等の「道具」

「原材料」「人」に関する課題解決を支援するとともに、「匠の国ぎふ」の技を支える道

具展を開催し、道具や製品の魅力を発信した。 

【相談件数】116件 【道具展来場者数】4,135人 

⚫ ユネスコ無形文化遺産に登録されている各保存団体が開催する伝承事業への補助

を行った。 

【支援した文化遺産】６件（本美濃紙、高山祭の屋台行事、古川祭の起し太鼓・屋台行事、大垣祭の軕

行事、郡上踊、寒水の掛踊） 

（文化・芸術の振興・創造・伝承） 

⚫ 想像力あふれる新たな才能の発掘と育成のため、次期「Art Award IN THE 

CUBE」の開催に向け、企画委員会を５回開催し、議論を重ねた。 

⚫ 県美術館において、創作活動に励む県民に広く発表する機会を提供するため、第５

回ぎふ美術展を開催した。 

【応募数】８８０件 【観覧者数】27,２３７人 

⚫ 第5回ぎふ美術展、Art Award IN THE CUBE 2023の３Dバーチャル映像を公

開した。 

【第５回ぎふ美術展 ３D 観覧数（8 月 17 日～３月３１日の累計）】4,６４２回 

【Art Award IN THE CUBE 2023 ３D 観覧数】４,５５６回 

⚫ 県民参加型のアートプログラム「アートラボぎふ」を県内各地で実施した。 

【講座の実施件数】16回 【参加者数】延べ3,436人 

⚫ 県内の国指定文化財のデジタル文化財図録を作成するとともに、国・県指定文化財

のうち彫刻（仏像）の３ＤデータをWebサイトで公開することにより広く文化財の価値

を発信した。 

【国指定文化財デジタル図録掲載件数】200件 【文化財３Dデータ公開数】101点 

⚫ 県内企業のメセナ活動の社会的認知度を向上させ、地域の文化芸術振興を図るた

め、市町村に対し、（公社）企業メセナ協議会が行う2025年度認定制度の募集開始

を周知するとともに、関係企業・団体などへの案内を依頼した。 

（社会教育施設(県美術館・県博物館等)の活用） 

⚫ 小学校や幼稚園などで、美術講座（出前講座）を実施した。 

【出前講座実施件数】17回 

⚫ 県内小中・特別支援学校を対象に、現代陶芸美術館の収蔵作品を学校に展示し、鑑

賞学習を実施した。 

【実施校】七宗町立神渕中学校 【実施日】１０月３０日 【参加者】１０６名 

⚫ 県民参加型のアートプログラム「アートラボぎふ」を県内各地で実施した。（再掲） 

【講座の実施件数】16回 【参加者数】延べ3,436人 

⚫ 収蔵品等のアーカイブ化のため、県美術館のコレクション検索システムに2024年度

の収蔵品を追加した。 

【追加作品点数】5点 

 



８８ 

 

⚫ 県博物館において、収蔵資料や解説員による展示解説を教科の学習に生かすため、

小中学校をオンラインでつなぐリモート授業のプログラムを増やしたほか、館外でのイ

ベントでVR体験を実施した。 

【リモート授業実施校】13校 

【VR体験実施】民間商業施設（カラフルタウン岐阜、アクティブG）、羽島市教育委員会主催出前講座 

⚫ 県博物館・県図書館連携企画展「美しい鉱物の世界」を県図書館で開催し、県博物

館学芸員によるギャラリートークを実施した。 

⚫ 県図書館が所蔵する資料の利活用を推進するため、資料のデジタル化とデジタル画

像の Web 公開を実施した。 

【県図書館所蔵資料デジタル化件数】古地図51点、郷土資料８タイトル 

【県図書館デジタル化資料Web公開件数】古地図187点、郷土資料57タイトル 

⚫ 県美術館において、人とアートをつなぐ「アートコミュニケーター」の育成を行った。ま

た、アートコミュニケーターによる作品鑑賞プログラムにて、様々な「美術」の楽しみ方

を提供した。 

【アートコミュニケーターによるイベント企画数】7回 

【新たなアートコミュニケーター養成数】21名 

⚫ 県博物館において、収蔵資料や調査研究を県民に紹介するため、県文化財保護セン

ターと連携した展覧会を実施した。また、民間商業施設や「ぎふサイエンスフェスティ

バル」「たじみこどもフェスタ」など市町村主催事業に出展し、ワークショップを実施した。 

【民間商業施設での出展件数、参加者数】7回、1,076人 

【ぎふサイエンスフェスティバル参加者数】368人 

【たじみこどもフェスタ参加者数】426人 

ＫＰＩの進捗                                                   

 

＜単年度目標値未達の要因＞ 

ＫＰＩ○１2４ ：余暇活動が多様化していることが一因だと考えられる。 

2023 2024 2025 2026 2027

5,500 6,600 7,700 8,800 9,000

2021年度 (32%) (53%) (75%) (96%) (100%) 2027年度 149% 80%

3,856 6,992 7,954 9,000

(61%) (80%)

44.2 46 47.9 49.7 51.6

2022年度 (20%) (39%) (60%) (79%) (100%) 2027年度 0% 0%

42.4 49.7 40.7 51.6

(79%) (0%)

267,708 303,282 338,856 374,430 410,000

2021年度 (33%) (50%) (67%) (83%) (100%) 2027年度 249% 125%

196,560 365,229 462,696 410,000

(79%) (125%)

124 文化芸術の創作活動への関心 ％

125
県有文化施設（美術館・博物館・現代陶芸美術館）の
利用者数

人

123 地歌舞伎、文楽・能伝承教室の参加者数 人

下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率
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今後の取組み                                                    

（域内外との交流、魅力発信） 

⚫ 文化を切り口とした地域活性化の取組みや、文化団体等への伴走型支援等により、

県内の文化の磨き上げや効果的な発信を図る。（再掲） 

⚫ 「大阪・関西万博」において、２０２５年６月９日、１０日の２日間を「岐阜県の日」として、

郡上踊や地歌舞伎をはじめとする本県で育まれてきた伝統芸能や、岐阜の未来を担

う若者によるパフォーマンスを披露するなど、岐阜県の魅力を発信する。 

（文化・芸術の振興・創造・伝承） 

⚫ 次期「Art Award IN THE CUBE」の開催に向け、企画委員会で議論をとりまとめ

ていく。 

⚫ 県民が創作活動を広く発表する機会を提供するため、第６回ぎふ美術展を開催する。 

また、県民参加型のアートプログラム「アートラボぎふ」を県内各地で実施する。 
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② 「脱炭素社会ぎふ」の実現 

実施状況                                                     

（温室効果ガスの削減） 

⚫ 温室効果ガス排出削減について業種別実務セミナーを開催した。 

【開催回数】４回 【参加者数】148人 

⚫ 条例に基づき温室効果ガス排出削減の計画書等を提出した事業者に対し、省エネ分

野の専門的知識を有する専門家等が現地調査を行い、技術的な見地から温室効果

ガス排出削減に向けた具体的な提案を実施した。 

【専門家派遣件数】25件  

⚫ 道路照明及びトンネル照明について、順次ＬＥＤ化を進めた。 

【LED 照明灯更新状況】道路照明：7.8％ ※灯具数に対するＬＥＤ化率 

トンネル照明：74.2％ ※トンネル数に対するＬＥＤ化率 

⚫ 国が定める省エネ住宅の基準（ＺＥＨレベル）を満たす住宅の取得に対して補助金を

交付した。 

【補助件数】39 件 

⚫ 「ぎふ住まいフェア２０２４」において、省エネ住宅の普及など住宅施策をＰＲするブー

スを出展した。 

【ぎふ住まいフェア２０２４来場者】約４,８００人 

⚫ 県営水道において、老朽化したポンプ設備等の更新に合わせて高効率設備を導入す

るとともに、浄水場の管理棟などの照明のＬＥＤ化を行った。 

⚫ 流域下水道施設の設備の更新に合わせて高効率設備を導入するととともに、照明の

ＬＥＤ化の概略検討を行った。 

⚫ 太陽光発電設備等の設置を促進するため、市町村を通じた住宅向けの支援と事業

所向けの支援を実施した。（再掲） 

【住宅への設置支援件数】太陽光発電設備：51４件、蓄電池：４０９件 

【事業所への設置支援件数】太陽光発電設備：４４件、蓄電池：２１件 

⚫ 住宅、事業所への太陽光発電設備等の導入費用を低減させるため、県民、事業者か

ら太陽光発電設備等の購入希望者を募集し、一括購入によるスケールメリットを活か

す共同購入事業を実施した。（再掲） 

【住宅への共同購入支援件数】参加登録：９１５件、契約者数８９件 

【事業所への共同購入支援件数】参加登録：２９件、契約者数１件 

⚫ エネルギー関連の技術開発や製品化等を促進するため、２者以上のコンソーシアム

会員で形成されるワーキンググループが行う研究活動等に対して支援を行った。 

【補助金交付件数】３件 

⚫ 電動車の普及に向け、商業施設等への充電設備の設置費用に対し補助を行うととも

に、県内事業者等への FCV の貸出を行った。（再掲） 

【補助金交付件数】２９件 【FCV 貸出件数】７件 
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⚫ 地域で行う自立・分散型エネルギーシステム構築に向け、地域資源の活用可能性調

査や計画策定を行う市町村を支援した。（再掲） 

【補助金交付件数】２件 

⚫ 未利用材を活用しエネルギーの地産地消を促進するため、県内で運転開始した木質

バイオマス発電施設へ燃料材を供給する林業事業体等に対し、木質バイオマスの搬

出を支援した。 

【事業実施者】１社 【搬出量】140ｔ 

（森林吸収源対策の推進） 

⚫ 森林由来のカーボン・クレジット44の認証取得を促進するため、林業事業体等を対象

としたセミナー及び勉強会を開催した。 

【セミナー実施回数】1回 【勉強会実施回数】1回 

⚫ 健全で豊かな森林づくりを推進するため、県内の適切に管理された森林による二酸

化炭素吸収量を県が認証する県独自のカーボン・クレジット制度「G－クレジット制度」

を運用した。 

【プロジェクト登録件数】16 件 

（気候変動への適応） 

⚫ 「岐阜県気候変動適応センター」において、農林水産業分野等への気候変動影響に

ついて共同研究を実施するとともに、シンポジウムを開催し、共同研究の成果を報告

した。 

【共同研究テーマ】６件（気候変動によるアユへの影響等） 【シンポジウム参加者数】133人 

⚫ 緊急輸送道路などの整備、斜面対策、河川整備、土砂災害特別警戒区域内にある要

配慮者利用施設や避難所等を保全する施設整備などを実施した。（再掲） 

【県管理緊急輸送道路上の斜面の対策箇所数】１３箇所 

【要配慮者利用施設・避難所・防災施設を含む土砂災害特別警戒区域の施設整備の完了数】３箇所 

⚫ 家屋や避難施設・避難路等が浸水する恐れのある県管理河川において、危機管理型

水位計や河川監視カメラのさらなる増設の必要性を検討するとともに、各種システム

により災害リスク情報をリアルタイムで発信した。（再掲） 

⚫ 農業用ため池等の豪雨・耐震対策、農道橋の耐震対策や災害時に迂回路となる農道

の整備を実施した。（再掲） 

【各整備実施地区数】農業ため池の豪雨・耐震対策等：８２地区、農業用排水機場の改修等：８地区、 

農道整備：５地区、農道橋耐震対策：９地区 

⚫ 災害に強い森林を整備するため、土石流等の山地災害発生のリスクが高く人家等が

保全対象である地区について、優先的に治山対策を実施した。（再掲） 

【治山対策（治山ダム、山腹工等）箇所数】116箇所 

⚫ 「感染症予防計画」に基づく施策の実施状況や医療措置協定等の締結状況を共有す

るため、「岐阜県感染症対策連携協議会」を開催した。（再掲） 

【開催日】2024年11月18日 

 
44 主に企業間で温室効果ガスの排出削減量を売買できる仕組み。 
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⚫ 新たな感染症に備え、新型コロナ対応において有効に機能した体制を平時にも継承

し、「岐阜県新型インフルエンザ等対策行動計画」の改定に向け協議した。（再掲） 

【各種会議の開催回数】 

・岐阜県新型インフルエンザ等対策推進会議：3回 

・岐阜県新型インフルエンザ等対策推進協議会：3回 

・岐阜県感染症対策専門家会議：３回 

⚫ 米、果樹、花きの品質や食味などに優れた県オリジナル品種や、気候変動に適応する

栽培技術の開発を進めた。 

【開発技術等】新酒米「酔むすび」育成、イチゴ・夏秋トマト等の影響回避技術 

（県民・事業者の行動変容の推進） 

⚫ 「ぎふ環境学習ポータルサイト」において、市町村、企業等が行う体験プログラムを掲

載したほか、省エネ行動の見える化Ｗｅｂサイトを運用した。 

【紹介プログラム数】７４本 【Ｗｅｂサイト延べ参加世帯数】1,943世帯 

ＫＰＩの進捗                                                  

 

＜単年度目標値未達の要因＞ 

ＫＰＩ○１28 ：間伐材由来の木質バイオマスの供給量が不足したことにより、既存発電施設での

木質バイオマス利用量が減少し、目標値を下回った。 

今後の取組み                                                   

（温室効果ガスの削減） 

⚫ 未利用材の地産地消を支援するほか、木質バイオマスエネルギーの需要増大を受け、

燃料材主体であっても収益が期待できる多様な森林づくり（エネルギーの森）を実現

するため、新たに県内でその実証や整備に取り組む事業者を支援する。 

 

 

2023 2024 2025 2026 2027

33,907 33,228 32,548 31,869 31,190

2019年度 (36%) (45%) (55%) (64%) (73%) 2030年度

36,623 29,153

11.53 12.66 13.88 ー ー

2021年度 (43%) (71%) (100%) ー ー 2025年度 121% 52%

9.73 11.90 ー ー 13.88

(52%) ー ー

154 194 208 250 ー

2020年度 (21%) (54%) (66%) (100%) ー 2026年度 65% 14%

128 145 ー 250

(14%) ー

128 木質バイオマス利用量（燃料用途） 千㎥

126 家庭1 世帯あたりのエネルギー消費量 MJ/世帯

127 再生可能エネルギー創出量 PJ

下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率

ー ー
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⚫ 条例に基づき温室効果ガス排出削減の計画書及び実績報告書を提出した事業所の

うち、要件を満たしたものを「認定」、認定事業所のうち、特に取組レベルの高い事業

所をトップレベル事業所として「表彰」し、脱炭素の取組みの底上げや意欲喚起を図る。 

⚫ 脱炭素化の取組みが遅れている事業者を訪問し、脱炭素経営のメリットや必要性、

脱炭素化手法等について説明することにより脱炭素化を支援する。 

（気候変動への適応） 

⚫ 浸水実績や市町村要望、社会情勢等の変化により、危機管理型水位計や河川監視

カメラの追加設置の必要性が生じた場合は、検討を行っていく。（再掲） 

⚫ 新たな感染症に備え、市町村、医療機関、関係団体等が連携した感染症危機管理対

応訓練や、医療従事者や行政職員の感染症への対応力を強化するための研修を実

施する。（再掲） 
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③ 美しく豊かな環境の保全・継承 

実施状況                                                    

（担い手の育成・確保） 

⚫ ぎふ環境学習ポータルサイトに中学生向け環境教育動画を掲載したほか、ウェブコン

テンツ「ぎふ環境エコ検定」を改修し、問題や出題方法の充実を図った。また、環境に

関する専門家を環境教育推進員として学校、企業等に派遣した。（再掲） 

【コンテンツ作成数】中学生向け５本 【環境教育推進員派遣回数】９８回 

⚫ 「清流長良川あゆパーク」、「森林総合教育センター(morinos)」等での体験活動や

学習講座を通じて、森・里・川・海のつながりに理解を深め、自然と積極的に関わる姿

勢や環境保全意識を育むための親子体験ツアーを開催した。（再掲） 

【脱炭素社会ぎふを支える人づくりツアー】開催数１５回、参加人数３１９人 

（世界農業遺産「清流長良川の鮎」(長良川システム45)） 

⚫ 「清流長良川の鮎」の保全・活用・継承に取り組む「『清流長良川の鮎』プレーヤーズ」

の活動を支援するとともに、長良川流域の文化や歴史等を学ぶふるさと教育を実施

する学校に対し、講師派遣等を行った。 

【「清流長良川の鮎」プレーヤーズへの補助件数】4件 【ふるさと教育講師派遣回数】11校  

⚫ 国内認定地域等と連携し、「ＧＩＡＨＳ鮎の日46」イベント等において、認定地域の農林

水産物や特産品を紹介するフェアを開催するとともに、日中韓の世界農業遺産認定

地域の最新の取組事例や研究成果を共有する「東アジア農業遺産学会」を開催した。 

【フェア開催件数】4件 

（環境保全の推進） 

⚫ プラスチック資源循環の促進を図るため、「岐阜県プラスチック・スマート事業所『ぎふ

プラスマ！47』」への登録を推進したほか、プラスチック関連団体等と連携し、課題解

決に向けた懇談会を開催した。 

【登録店舗・事業所数】１，５３７店舗、３７０社  

【岐阜県プラスチック資源循環推進懇談会実施回数】１回 

⚫ 「岐阜県清掃活動ウェブページ『クリーンアップぎふ～海まで届け清流！～48』」を活

用し、富山県と連携した清掃活動イベントを実施するとともに、「伊勢湾流域圏の一斉

清掃清掃」の期間を設け、自主的な清掃活動の実施・参加を呼びかけた。 

【富山県と連携した清掃イベント参加人数】８０人 

 
45 長良川は流域の人々のくらしの中で清流が保たれ、その清流で鮎が育ち、清流と鮎は流域の経済や伝統

文化と深く結びついている。人の生活、水環境、漁業資源が相互に連環している里川のシステム。 
46 世界農業遺産「清流長良川の鮎」の認定を記念し、７月第３月曜日の「海の日」と、８月 11 日の「山の日」を

清流長良川がつなぐとの思いを込め、中間日にあたる７月の第４日曜日に、世界農業遺産「清流長良川の鮎」

推進協議会が制定。 
47 使い捨てプラスチック製品の使用合理化や、再生可能原料への代替等に取り組む事業所を登録する制度。 
48 企業や団体、個人による自主的な清掃活動の成果等を「見える化」する Web ページ。専用の SNS と連

動し、投稿した清掃活動の成果が、リアルタイムで Web ページ上のマップに反映される。 
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⚫ ＳＮＳ等を活用し、家庭で実践できる食べきりレシピや、協力店・協力企業における食

品ロス削減に向けた取組み等の情報発信を行うとともに、食品ロス削減月間（10 月）

に合わせて、教育委員会、大学、市町村、食品関連事業者等と連携し、食品ロス削減

普及啓発キャンペーンを実施した。 

【「ぎふ食べきり運動」協力店・協力企業】１，４００店 

⚫ 食品ロス削減をテーマとしたポスターと標語を募集し、入選作品を掲載したポスター

を学校、市町村、協力店舗、事業所等に掲出した。 

⚫ 協力店・協力企業と連携した「てまえどり」の啓発や、ＳＮＳ等を活用した情報発信を

行うとともに、希望する団体にフードドライブ49実施に係る必要物品の貸出しやＳＮＳ

での広報協力を行った。 

【フードドライブ貸出団体数】９団体 

⚫ 農業・農村の多面的機能を維持するため、地域ぐるみで取り組む農地や農業用施設

の維持・保全、遊休農地の発生防止などの活動を支援した。 

⚫ 地下水管理の一環として、岐阜・西濃地域において地下水位等を観測したほか、非

常時（渇水時）の水循環解析（県内の岐阜・西濃以外の地域）を行った。また、ダム開

発水の活用や、雨水の利用等に関して、市町や企業との意見交換を実施した。 

【意見交換実施対象】１１市町、企業５社 

⚫ 清流の国ぎふ地域活動促進事業において、森づくり等の活動を行う団体へ補助金を

交付した。 

【補助事業者数】50団体 

（自然環境の活用） 

⚫ 「中部山岳国立公園奥飛驒ビジターセンター」をリニューアルオープンするとともに、

同センターを拠点に自然体験プログラムを実施した。 

【入館者数】32,407人 【自然体験プログラム参加者数】291人 

⚫ 魅力的な水辺景観を創出するため、千旦林川（中津川市）、川浦川（富加町）において、

周辺整備に合わせた河川整備を進めた。また、三水川（大野町）では、魚類等が川か

ら水田まで移動するための落差解消に向け、推進部会の立ち上げを行った。 

ＫＰＩの進捗                                                   

 

 
49 家庭から出た未利用食品を集め、食品を必要とする地域の福祉施設等に寄付する活動。 

2023 2024 2025 2026 2027

90 95 100 ー ー

2021年度 (74%) (87%) (100%) ー ー 2025年度 109% 95%

62 90 98 ー ー 100

(74%) (95%) ー ー

40 45 50 55 60

2022年度 (26%) (44%) (63%) (81%) (100%) 2027年度 492% 219%

33 51 92 60

(67%) (219%)

130 「GIAHS鮎の日」関連イベント参加団体数 団体

129 環境教育コーディネート数 回

下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率
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＜単年度目標値未達の要因＞ 

ＫＰＩ○131 ：食品ロス量は食品廃棄物発生量に可食部率（全国数値）を乗じて算出している。

基礎データとしている可食部率（農林水産省公表）が令和5年度に更新され、割

合が増加したため数値が伸び悩んだ。  

ＫＰＩ○13２ ：高齢化、事務の担い手の不足等の理由により、活動を断念する集落が多く、目標

を達成できなかった。 

今後の取組み                                                   

（世界農業遺産「清流長良川の鮎」(長良川システム)） 

⚫ 国内外の認定地域との世界農業遺産の共同ＰＲや認定地域間の人材交流を推進する。 

（環境保全の推進） 

⚫ ＳＮＳを活用し、食費節約術として食品ロス削減に向けた情報提供を行うなど、時節

に応じて効果的な情報発信を実施する。また、「ぎふ食べきり運動」協力店・協力企業

のさらなる拡大を図り、「てまえどり」の啓発など、食品ロス削減に向けた効果的な情

報発信を実施するとともに、県民へのフードドライブの浸透に向けて、広報啓発を実

施する。 

⚫ 農地維持活動に集落で取り組む協定面積を維持するため、地域ぐるみで取り組む農

地や農業用施設の維持・保全活動等へ支援するほか、活動組織の広域化（統合）等

による事務の効率化・体制強化に取り組む。 

⚫ 岐阜・西濃地域において地下水位等を観測するとともに、県内の平常時と非常時の

水循環解析結果の総括について整理し、有識者ヒアリングを行う。また、市町や企業

との意見交換を継続する。 

  

2023 2024 2025 2026 2027

37,659 36,479 35,300 ー ー

2000年度 (92%) (96%) (100%) ー ー 2025年度 103% 99%

64,784 37,528 35,596 ー ー 35,300

(92%) (99%) ー ー

23,685 22,893 22,100 ー ー

2000年度 (92%) (96%) (100%) ー ー 2025年度 96% 92%

41,915 23,814 23,644 ー ー 22,100

(91%) (92%) ー ー

28,750 28,800 28,900 ー ー

2019年度 (99%) (100%) (100%) ー ー 2025年度 99% 98%

28,918 28,405 ー ー 28,900

(98%) ー ー

県内の食品ロス量（家庭系） t

県内の食品ロス量（事業系） t

131

132 農地維持活動に集落で取り組む協定面積 * ha

下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率
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④ 「スポーツ立県・ぎふ」の推進 

実施状況                                                     

（スポーツに親しみ参加できる環境づくり） 

⚫ 少年団と総合型地域スポーツクラブ50の連携及び幼少期に携わる指導者の資質向

上を目的とし、各地区において合同指導者研修会を実施した。 

【研修会の実施回数】６地区で各１回 

⚫ 県内の事業推進園を指定し、対象児に対し、「アクティブ・チャイルド・プログラム

（ＡＣＰ51）」を活用した日常的な運動遊びを実践した。 

【「ＡＣＰ」実施状況】巡回指導：３回、運動能力測定：１回 

⚫ 県民が、楽しみながらウォーキング等を実施できる「スポーツ実施促進アプリ」を運用

した。 

【「スポーツ実施促進アプリ」登録者数】12,994人（Ｒ7.4.1） 

⚫ 障がい者のスポーツ活動を支援し、障がい者の社会的地位の向上及び自立を支援

するために、パラスポーツの普及・促進、功労者表彰等の実施に係る経費や運営経費

を補助した。 

【補助対象団体数】26団体 

⚫ 障がいに関する理解及び障がい児・者のスポーツ参加を促進する体制を整備するた

め、指導者向けの研修会を開催した。 

【研修会の実施回数】３地区で各１回、参加人数延べ６８人（リモート含む） 

（スポーツを通じた地域振興） 

⚫ 「高橋尚子杯ぎふ清流ハーフマラソン」２０２４大会を開催し、県内外から多くのランナー

が参加した。 

【出場者数】ハーフコース：7,082人、３ｋｍコース：553人、合計：7,635人 

⚫ 「飛騨御嶽高原高地トレーニングエリア」において多くのアスリートや競技団体の合宿

受入れを行った。また、県内の小中学校において、ホストタウンであるカナダやパラス

ポーツ等を理解する講義等を実施した。 

【「飛騨御嶽高原高地トレーニングエリア」合宿利用状況】294団体、23,528人 

【学校連携事業参加校】10校 

⚫ サッカーＪ3の「ＦＣ岐阜」のホームゲームにおいて、スタジアムビジョンでの岐阜県観

光ＰＲ動画の放映や来場者に対して観光パンフレット配布を実施した。 

【「ＦＣ岐阜」ホームゲームでのPR動画放映回数】延べ48回 

⚫ 「ねんりんピック岐阜２０２５」の開催に向け、先催県への大会視察、市町村等の開催

に向けた準備への支援、大会の参加手続き等を定めた開催要領を策定したほか、公

式ウェブサイトによる情報発信や各種イベントでのＰＲブース出展など、広く大会を周

知した。（再掲） 

【総会・常任委員会開催回数】２回 【PRブース出展件数】20会場 

 
50 生涯を通じてスポーツに親しめるよう、地域住民が主体となって運営するスポーツクラブ。 
51 子どもの発達段階に応じて身につけることが望ましい動きの習得を目的とした、子どもたちが楽しみなが

ら積極的にからだを動かせる運動プログラム。 
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（競技力向上） 

⚫ 全国常勝指導者を招へいし、指導者のための講習会を開催した。 

【指導者招へい】15 人（12 競技) 【講習会】実施回数：41 回、参加者数：651 人 

⚫ 「日本スポーツ協会」が公認する競技別指導者資格52の上級資格である「コーチ３」

「コーチ４」の取得を支援し、次世代指導者を養成した。 

【上級資格取得者数】11人（9競技） 

⚫ 国際大会や全国大会で活躍が期待できる県ゆかりの選手や、パリ五輪及びミラノ・コ

ルティナ冬季五輪出場を目指す選手やチーム等を強化指定し、遠征や合宿等に必要

な経費を支援した。 

【支援対象数】選手：62人 チーム等：123団体 

⚫ パラスポーツ競技団体等が作成したアクションプランの進捗確認を行うとともに、競

技団体等が独自に導入した育成・強化指定制度の充実を図るため、強化活動の好事

例の共有や、研修会の開催、きめ細かい面談を実施したほか、県強化指定選手、団

体（チーム）へ競技力向上に必要な経費を支援した。 

【県強化指定】選手：３１人、団体（チーム）：１２団体 

⚫ 県スポーツ科学センターの研究員等とパラスポーツ選手、県担当者による３者面談を

定期的に実施し、効果的なサポートを実施した。 

【サポート選手数】１６名 【サポート回数】４５２回 

⚫ 全国大会等が開催可能である「岐阜メモリアルセンター」をはじめとする県有スポー

ツ施設の機能を維持・向上を図るため、各種改修工事等を実施した。 

【県有スポーツ施設設備改修工事等件数】30件 

ＫＰＩの進捗                                                  

 

 
52 スタートコーチ及びコーチ１～４の５段階資格で構成されている。 

2023 2024 2025 2026 2027

65 65 65 65 ー

2021年度 (100%) (100%) (100%) (100%) ー 2026年度 6% 6%

46.2 51.8 47.4 ー 65

(30%) (6%) ー

30,000 30,000 30,000 30,000 ー

2021年度 (100%) (100%) (100%) (100%) ー 2026年度 11% 11%

22,744 21,809 23,528 ー 30,000

(0%) (11%) ー

ー 25 ー ー ー

2021年 ー (100%) ー ー ー 2024年 68% 68%

32(東京大会) ー 17 ー ー ー 25(パリ大会)

ー (68%) ー ー ー

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

133 成人のスポーツ実施率 %

134
飛騨御嶽高原高地トレーニングエリアでの合宿利用
者数

人（延べ）

135 オリンピック出場県ゆかりの選手数 * 人
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＜単年度目標値未達の要因＞ 

ＫＰＩ○１3３ ：20代から50代の働き盛り、子育て世代において、仕事や家事・育児が忙しいこと

を理由に運動をしていない方が多い傾向がみられたため。 

ＫＰＩ○１3４ ：飛騨御嶽高原高地トレーニングエリアの認知度向上や誘致に関するPRが不足し

ていたため。 

ＫＰＩ○１3５ ：特定のチーム競技において出場枠獲得を逃したことが主要因。 

ＫＰＩ○１3６ :開催国枠による出場がなかったことや選手派遣数が少なかったことが主な要因。 

今後の取組み                                                   

（スポーツに親しみ参加できる環境づくり） 

⚫ 働く世代や子育て世代でも、好きな時間に楽しみながらスポーツに取り組めるよう、

「スポーツ実施促進アプリ」の普及啓発を行うとともに、同アプリを使ったイベントへの

参加や利用特典を周知し、スポーツへの意識付けを行うことで、成人のスポーツ実施

率の向上を図る。 

（スポーツを通じた地域振興） 

⚫ 「飛騨御嶽高原高地トレーニングエリア」利用による効果やメリットを広くＰＲし、新た

な競技団体の利用を獲得するとともに、トップアスリートとの交流の継続やスポーツ

参加への機会づくりを行う。 

⚫ 「ねんりんピック岐阜２０２５」として、総合開会式・閉会式や交流大会、ふれあいレク

大会、各種関連イベントなどを開催する。（再掲） 

（競技力向上） 

⚫ ロサンゼルスオリンピックなど各種国際大会を見据えて、次世代の有力選手を幅広く

強化指定するとともに、アーバンスポーツなどの新種目における選手を発掘し、育成

強化支援につなげる。 

⚫ ロサンゼルスパラリンピックなど次期ターゲット大会を見据えて、次世代の有力な選

手を幅広く強化指定するとともに、競技活動や選手募集の周知を強化するほか、新

たに選手発掘経費の助成を行う。 

⚫ 上級資格取得者の競技団体内における活用状況の詳細を把握し、競技団体への指

導助言を行う。 

⚫ 科学サポートの内容や検証結果を可視化し、選手や指導者など関係者間で共有を図

り、より効果的なサポートを実践していく。  

2023 2024 2025 2026 2027

－ 10 ー ー ー

2021年 ー (100%) ー ー ー 2024年 30% 30%

9(東京大会) ー 3 ー ー ー 10(パリ大会)

ー (30%) ー ー ー

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

136 パラリンピック出場県ゆかりの選手数 * 人



１００ 

 

⑤ 『「清流の国ぎふ」ブランド』づくり 

実施状況                                                    

（商品開発） 

⚫ デザイナー等による事業者訪問及びアドバイス会の開催や、ブラッシュアップ後の商

品のテストマーケティングを県内及び関西圏で実施した。 

【ブラッシュアップ商品数】10商品（10事業者） 

⚫ 「美濃和紙産業活性化のための第３期アクションプラン」に基づき、美濃和紙ブランド

のＥＣサイトを活用したフェアの開催や実演を伴う販売会等による販促イベントを実

施した。 

【EC サイト上でのフェアの開催】１回 【美濃和紙 PR イベントの開催】１回（岐阜市） 

【岐阜県の伝統工芸品展の開催】２回（東京都、高山市） 

⚫ 見本市等の出展・開催や新商品開発など、地場産業事業者が行う販路開拓に向けた

取組みを支援した。 

【補助対象件数】３０件 

⚫ 大都市圏バイヤーと県内メーカーがマッチングする個別商談会を実施するとともに、

ブラジル市場や香港市場への販路拡大のため、ＢｔоＢ向けＰＲイベントに出展し、県

内酒蔵とバイヤーとの商談機会を創出した。 

【個別商談会参加メーカー数】４４社 【海外展開ＰＲイベント出展数】ブラジル：２酒蔵 香港：４酒蔵 

⚫ 2024年４月に「THE GIFTS SHOP」をリニューアルオープンし、実店舗の運営体

制を強化するとともに、新たなＥＣサイトを開設し県産品販売・情報発信ＰＲを行った。 

【ＥＣサイトを通じた販売実績】１８点 

（産地、企業の強化） 

⚫ 国指定伝統的工芸品の製造を行う事業者に対する設備更新・道具購入に関する支

援メニューを追加し、経費助成を実施した。 

【工房既設者に対する道具購入に係る経費助成】１件  

⚫ 飛騨牛生産の担い手育成と繁殖雌牛の増頭を目的に、「飛騨牛繁殖研修センター」

で研修を実施するとともに、優良な雌牛が県外に流出することを防ぐため、県内で保

留する取組みを支援した。 

【技術習得支援（見学含む）回数】９回  

⚫ 「岐阜県ＨＡＣＣＰ53導入施設認定制度」に基づき、県が定める基準を満たす衛生管

理を実施する食品営業施設の認定・公表を行った。 

【認定・公表施設数】11９施設（新規認定：５施設） 

 
53 Hazard Analysis and Critical Control Point の略。食品等事業者自らが食中毒菌汚染や異物混

入等の危害要因を把握し、原材料の入荷から製品の出荷に至る全工程の中で、それらの危害要因を除去又

は低減させるために特に重要な工程を管理し、製品の安全性を確保しようとする衛生管理の手法。 
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⚫ 「ぎふ清流ＧＡＰ評価制度54」を普及させるため、ＧＡＰ指導員等を増員するとともに、

消費者認知度の向上や販路開拓に向け、販売フェア等を開催した。 

【ぎふ清流 GAP 実践率】27.1% 

（情報発信・販路拡大） 

⚫ 「岐阜かかみがはら航空宇宙博物館」において、博物館の魅力を伝える作品を募集

するフォトコンテストを開催した。 

【応募者数】58人 【応募作品数】105点 

⚫ ＧＫＩと連携しブラジルにおいてＢｔоＢ向けＰＲイベントに出展するとともに、フランス

などにおいてＧＡＳ55と連携した県産品フェアを開催した。 

【GKI 連携】５県人会（ブラジル、オーストラリア、カナダ、アメリカ、インドネシア） 

【ＧＡＳ連携】５店舗（フランス２、シンガポール１、香港１、アメリカ１） 

⚫ 県産食材の販路拡大・PRに向け、フランス・パリの有名レストランにおける昼食懇談

会や、タイで新たに認定した岐阜鮎海外推奨店と連携した岐阜鮎メニューフェアを開

催した。 

【昼食懇談会参加シェフ等】29人 【タイ岐阜鮎海外推奨店新規認定店舗数】２店舗 

⚫ 県産農産物のブランド力向上に関する覚書を締結している香港の高級百貨店

「YATA」において富有柿の販売フェアを開催した。 

【香港「YATA」販売フェアにおける富有柿販売数量】約5,500個 

⚫ 関西圏における県産農畜水産物の販路拡大及び認知度向上のため、シェフ、バイヤ

ー等への食材提案会等を開催した。 

【食材提案会参加数】参加バイヤー等：49社70名、出展県内サプライヤー：15社 

⚫ 名古屋市栄の県アンテナショップ「GIFTS PREMIUM」にて6次産業化商品のテス

トマーケティング等を実施した。 

【6次産業化商品に対するアンケート調査商品数】5社・5商品 

⚫ 業界の壁を越えた異業種間ワーキンググループによる県産花きを使った新商品や新

サービスの開発を行った。 

【商品化件数】２件 

（世界農業遺産「清流長良川の鮎」（長良川システム）） 

⚫ 「ＧＩＡＨＳ鮎の日」イベント、県内外の物販店などにおいて「清流長良川の恵みの逸品」

の販売フェアを実施した。 

【フェア開催件数】5件 

⚫ 「清流長良川あゆパーク」において、季節に応じた県主催イベントの開催や、伝統漁

法の鮎の友釣りや水中の魚を観察する体験メニューを提供した。 

【清流長良川あゆパーク体験者数】48,688人（累計） 

 
54 GAP は、Good Agricultural Practice の略。農業分野において、食品安全、環境保全等の観点から

持続可能性を確保するための生産工程管理。「ぎふ清流 GAP 評価制度」は、岐阜県独自の GAP 制度であ

り、食品安全、環境保全など 100 を超える項目を点検・評価し、一定の基準を満たした農場は、ロゴマーク表

示が可能。 
55 Global Antenna Shop の略。海外の主要都市の小売店等と連携して構築する、県産品の販売拠点。 
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ＫＰＩの進捗                                                  

 
＜単年度目標値未達の要因＞ 

ＫＰＩ○１38 :高齢化による繁殖農家の廃業や、飼料など資材価格の高騰が経営を圧迫し、繁

殖雌牛の減少と認定頭数の減少につながった。 

KPI○１40 ：国内他産地の低価格和牛の増加により、高価格の飛騨牛輸出量が減少した。 

ＫＰＩ○１42 ：高温による不作や輸送ロスにより、流通する富有柿が減少するとともに、国内贈

答用を中心に消費されたため、輸出量が減少した。 

ＫＰＩ○１43 ：６次産業化事業者への専門家派遣や研修により積極的な支援を実施したが、支

援事業者の事業進捗から、次年度以降の認定を図ることとしたため。 

2023 2024 2025 2026 2027

414 449 484 519 550

2020～21年度累計 (34%) (51%) (68%) (85%) (100%) 2020～27年度累計 301% 153%

344 472 660 550

(62%) (153%)

10,240 10,370 10,500 10,500 10,500

2019年度 (64%) (82%) (100%) (100%) (100%) 2027年度 45% 29%

9,784 9,990 10,500

(29%)

15 25 35 ー ー

2019年度 (43%) (71%) (100%) ー ー 2025年度 108% 77%

0 24.9 27.1 ー ー 35

(71%) (77%) ー ー

80 90 100 ー ー

2019年度 (59%) (79%) (100%) ー ー 2025年度 7% 5%

51.7 64.8 54.2 ー ー 100

(27%) (5%) ー ー

5 7 10 ー ー

2019年度 (43%) (66%) (100%) ー ー 2025年度 126% 83%

1.3 5.3 8.5 ー ー 10

(46%) (83%) ー ー

80 90 100 ー ー

2019年度 (58%) (79%) (100%) ー ー 2025年度 0% 0%

51.9 34.7 17.2 ー ー 100.0

(0%) (0%) ー ー

108 110 111 ー ー

2019年度 (83%) (94%) (100%) ー ー 2025年度 59% 56%

93 103 103 ー ー 111

(56%) (56%) ー ー

4 8 12 16 20

2022年度 (20%) (40%) (60%) (80%) (100%) 2023～27年度累計 88% 35%

8 5 7 20

(25%) (35%)

20,000 40,000 60,000 80,000 100,000

2021年度 (20%) (40%) (60%) (80%) (100%) 2023～27年度累計 122% 49%

19,901 38,647 48,688 100,000

(39%) (49%)

145
「清流長良川あゆパーク」における体験プログラム参
加者数 *

人

141 鮎の輸出量 ｔ

142 柿の輸出量 ｔ

143 ６次産業化認定事業者数 事業者

139 ぎふ清流ＧＡＰ実践率 %

140 飛騨牛の輸出量 ｔ

137
県産品販売・情報発信拠点「THE GIFTS SHOP」
で取り扱う事業者の新規開拓数

事業者

144 コンソーシアムによる連携開発事例 * 件

138 飛騨牛年間認定頭数 頭

下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率
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ＫＰＩ○ １44 ：事業計画策定の遅れや、事業に着手したが商品化までに至らない事例があった

ため。 

今後の取組み                                                   

（産地、企業の強化） 

⚫ 「飛騨牛繁殖研修センター」を活用し、新規就農者やそれを支える技術員の育成を強

化するとともに、最新技術を活用しエリート子牛を増産、保留するため、繁殖雌牛の

増頭対策等を支援する。 

⚫ 伝統的工芸品の工房の新設及び工房既設者に対する設備整備・道具購入に関する

支援を継続するとともに、作業の集約・内製化に関する支援メニューを追加する。 

（情報発信・販路拡大） 

⚫ 高価格であっても購入者の多い米国や、富裕層が増えているインドネシア等で飛騨

牛のプロモーションを検討するほか、サーロイン等の高級部位に加え、モモやスネな

どのセカンダリーパーツを現地シェフ等にPRする。  

⚫ 富有柿の輸送技術の確立に取り組むとともに、「天下富舞」等の販売フェアを実施し、

富有柿以外のブランド柿の輸出拡大を推進する。  

⚫ アンテナショップ「GIFTS PREMIUM」におけるテストマーケティングを継続するとと

もに、専門家派遣による６次産業化の認定に向けた支援や、DXを活用した販売強化

のための研修を充実させる。  

⚫ コンソーシアム会員の交流を活性化することにより、新たな異業種間のワーキンググ

ループの設置を促進し、県産花きを使った新商品や新サービスの開発を強化する。  

⚫ ＧＫＩやＧＡＳと連携した県産品ＰＲを実施するとともに海外主要都市の見本市等に出

展する。また、ＧＡＳを活用したテストマーケティングや商談会等の販売機会促進のた

めの取組みを実施する。 
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（２）次世代を見据えた産業の振興 

① 産業を支える人材の育成・確保 

実施状況                                                     

（若者、プロフェッショナル） 

⚫ 県内最大規模の合同企業展「オール岐阜・企業フェス」を開催した。 

【「オール岐阜・企業フェス 高校生の日」】出展企業数：232社、来場者数：1,779人 

【「オール岐阜・企業フェス ＩＴ・理系の日」】出展企業数：102社、来場者数：90人 

【「オール岐阜・企業フェス 一般開催日」】出展企業数：334社、来場者数：456人 

⚫ 県内外の大学等へ進学した県内高等学校の卒業生や保護者を対象とした就活イベ

ントを実施し、県内企業の魅力や本県で働く魅力等を発信した。 

【県出身大学生の県内就職率】39.2%（２０２３年度） 

⚫ 高等学校や県内外の大学における学生の就職動向を聴き取り、各校のニーズに合わ

せた県内企業の魅力を発信する機会を提供することで、若者の県内就職や将来的な

Ｕターン就職を促進した。（再掲） 

【ヒアリング校数】38校（県内：12校 県外：26校） 

【地元就職ガイダンス、保護者向け就職支援セミナー等開催数】６回（大学４回、高等専門学校２回） 

⚫ 中学生、高校生を対象としたアントレプレナーシップ教育を実施した。（再掲） 

【アントレプレナーシップ教育受講者数】中学生・高校生計：89人 

⚫ 「未来の技能者育成事業」として、ものづくりマイスター等を県内小中学校へ講師とし

て派遣し、大工、左官、和装、菓子作り、金属加工、電子部品組み立て等のものづくり

体験授業を実施した。（再掲） 

【未来の技能者育成事業参加者数】797人（17校） 

⚫ 技能検定実技試験手数料について、国の減免対象外となる２５歳未満の２級受検者

を対象に減免措置を実施した。（再掲） 

【技能検定手数料減免利用者数】378人 

⚫ プロフェッショナル人材56確保に向けた取組みとして、企業への巡回訪問及び相談対

応を行い、人材ニーズの把握や、登録人材紹介事業者への取り繋ぎを実施したほか、

成約した企業が負担する経費の一部補助を実施した。 

【プロフェッショナル人材企業シート提出件数】269件 

【プロフェッショナル人材の県内企業への就業件数（成約件数）】340件 

【プロフェッショナル人材確保事業費補助金交付実績】11社 

（成長分野） 

⚫ 「モノづくり教育プラザ」において、県内高校生を対象として産業界が望む実践型・現

場対応型の実習を実施した。（再掲） 

【航空機製造技術体験研修受講者数】16人 【航空宇宙産業CAD/CAM体験研修受講者数】11人 

【航空機製造工程実習受講者数】７人 

 
56 実務経験を有し、企業の経営課題解決につながる知識又は技能を有する即戦力人材。 
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⚫ 「岐阜かかみがはら航空宇宙博物館」において、子どもたちに航空宇宙の魅力を伝え、

興味関心を持ってもらうため、学習指導要領を踏まえたオリジナル教材による調べ学

習や、航空宇宙について学びを深める体験教室など、独自の教育プログラムを実施

した。（再掲） 

【プログラム参加者数】3,０８０人（３園７４校） 

⚫ 宇宙開発の魅力や先人のチャレンジ・スピリットを発信するため、「岐阜かかみがはら

航空宇宙博物館」の多目的施設「スペースボックス」のこけら落としとして、特別企画

展「月への挑戦」を開催した。併せて、月旅行や近未来の月面基地を体験できる映像

コンテンツや200万分の１サイズの月球儀を製作した。 

【会期中の来館者数（昨年度比）】96,８６７人（1.３３倍） 

⚫ 県内高等学校のクラス単位による航空宇宙に関するセミナー及び県内航空宇宙関連

企業の工場見学を実施した。（再掲） 

【航空宇宙産業セミナー・企業見学】実施回数：２０クラス、受講者数：５６１人 

⚫ 岐阜大学が中心となって行う「宇宙工学講座」「ぎふハイスクールサット」等の県内高

校生向けの座学・体験型研修を開催した。（再掲） 

【宇宙工学講座受講者数】８６人（１８校） 【ぎふハイスクールサット受講者数】２１人（３校） 

⚫ 「航空宇宙生産技術開発センター」を中心に学部生・大学院生、社会人向けに生産技

術に関する人材育成を実施するほか、生産性向上を実現するための研究開発支援

を実施した。 

【学部生・大学院生向け受講者数】延べ 1,０２５人 【社会人向け受講者数】延べ９１６人 

⚫ 「テクノプラザ」において、産業用ロボット導入に向けた体系的な研修を実施した。 

【研修受講者数】ロボット：６７人、航空：２３人、CAD：６５３人 

⚫ 食品科学研究所において、学生や社会人向けの食品加工や検査・分析等の研修を

開催した。 

【社会人向け研修】実施回数：２件、受講者数：２８人 

【学生向け研修】実施回数：２件、受講者数：２６人 

（建設・建築分野） 

⚫ 「ぎふ建設人材育成リーディング認定企業」の認定をした他、「建設ＩＣＴ人材育成セン

ター」にて実施する建設人材育成及び確保に対する事業に補助をした。 

【ぎふ建設人材育成リーディング認定企業】認定企業数：383社 

【建設人材育成に関するセミナー】セミナー数：41件、受講者数：1,032人 

⚫ ＳＮＳやポータルサイト等の媒体を活用し、建築業の魅力を発信し、入職促進支援を

実施するとともに、建築業の担い手確保・人材育成や生産性向上等を推進するため、

各種研修や建築工事現場見学会等を実施した。 

【技術者向け研修】実施回数：6 回、受講者数：１０２人 

【建築工事現場見学会】実施回数：1回、参加者数：20人 
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（デジタル化促進に向けた人材育成・確保） 

⚫ 県内企業に就職を希望する大学生等を対象にデジタル社会で必要とされるＩＴ基礎

知識に関する研修を開催した。（再掲） 

【ソフトピアジャパン大学生向けＩＴ基礎講座】講座数：11講座、受講者数：117人 

⚫ 県内企業等の中核人材や経営層を対象として、自社内のデジタル化を推進すること

を目的とした「ＤＸビジネス戦略研修」を開催した。 

【ｅラーニング】講座数：３９コース、受講者数：２３人 【対面講座】講座数：３講座、受講者数：２０人 

⚫ 工業系試験研究機関にて、生産性の向上に資するデジタル技術についての研修を開

催した。 

【実施回数】８件 【受講者数】１２２人 

⚫ 就職氷河期世代を対象に、IT資格取得に向けたオンライン講座を実施した。 

【講座受講者数】５０人 

⚫ Ｗｅｂデザイン及び新情報産業分野への就職を希望する求職者を対象とした職業訓

練を実施した。（再掲） 

【離職者等委託訓練（Web デザイン、新情報産業分野、ＤＸ推進）】入校者数：１２９人 

⚫ これまで育成してきた企業のデジタル化を伴走支援する専門家「スマート経営アドバ

イザー」のほか、県内産業支援機関の職員等に対し、支援事例の共有や最新のデジ

タル技術に関する勉強会を開催した。 

【実施回数】２回 【受講者数】４４人 

⚫ ＤＸ人材確保に向けた取組みとして、企業への巡回訪問及び相談対応を行い、ＤＸ人

材に関するニーズ把握や、人材紹介事業者への取り繋ぎを実施したほか、成約した

企業が負担する経費の一部補助を実施した。 

【ＤＸ人材確保事業費補助金交付事業者数】６社 

ＫＰＩの進捗                                                  

 

2023 2024 2025 2026 2027

43.8 45.2 46.6 48.1 50

2021年度 (30%) (46%) (62%) (79%) (100%) 2027年度 0% 0%

41.1 39.2 50

(0%)

230 460 690 920 1,150

2017～21年度累計 (20%) (40%) (60%) (80%) (100%) 2023～27年度累計 141% 56%

1,047 307 647 1,150

(27%) (56%)

5,543 6,469 7,395 8,321 9,200

2012～21年度累計 (28%) (46%) (64%) (83%) (100%) 2012～27年度累計 99% 46%

4,117 5,418 6,436 9,200

(26%) (46%)

4,260 4,870 5,480 6,090 6,700

2016～21年度累計 (33%) (50%) (66%) (83%) (100%) 2016～27年度累計 105% 52%

3,062 4,403 4,961 6,700

(37%) (52%)

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

146 県出身大学生の県内就職率 %

147 プロフェッショナル人材の県内企業への就業件数 * 件

148 航空宇宙産業人材育成数 人

149
成長産業分野（航空宇宙を除く）を対象とした研修
受講者数

人
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＜単年度目標値未達の要因＞ 

ＫＰＩ○１4６ ：近年の売り手市場の状況や、知名度が高い大手企業志向などにより、県内就職

率は横ばいが続いている。 

ＫＰＩ○１４８ ：航空機産業は2021年度を底にコロナ禍の影響から回復傾向にあるものの、県内

企業の人材不足の影響により、育成対象者が不足しているため。 

今後の取組み                                                   

（若者、プロフェッショナル） 

⚫ 県出身学生や保護者・若者転職者に向けた就活イベントを実施するほか、学生の7割

が就活で利用するSNSによる情報発信を強化し県内企業の魅力や本県で働く魅力

等を発信する。 

⚫ 高等学校・大学等のニーズに合わせたキャリア教育事業を実施し、より多くの若者に

県内企業の魅力を発信していく。 

⚫ 中学生、高校生を対象としたアントレプレナーシップ教育を行う。 

（成長分野） 

⚫ 航空宇宙産業人材育成に関する研修対象者を工業系高等学校から普通高等学校

に広げて人材育成を進めるとともに、新たに保護者を同伴した見学ツアーを試行する。 

⚫ 「岐阜かかみがはら航空宇宙博物館」において、教育プログラムの活用を推進すると

ともに、幼稚園・保育園向けの「紙芝居」を導入するなど、新たなプログラムを開発・

実施していく。（再掲） 

⚫ スペースボックスを活用した本格的な企画展や関連するイベントの開催に加え、子ど

も達に楽しく航空宇宙について学んでもらうための体験教室等を企画する。 

⚫ 岐阜大学において「宇宙工学講座」を実施するとともに、新たに衛星データ（ぎふハイ

スクールサットから受信）を活用した研修を実施していく。（再掲） 

（デジタル化促進に向けた人材育成・確保） 

⚫ ＩＴ基礎知識に関する研修は就業前の大学生から一定のニーズがあるため、生成ＡＩ

や情報セキュリティなど、社会の潮流に合わせた研修テーマを実施する。（再掲） 

⚫ 離職者等委託訓練の入校者数が堅調に推移しており、引き続き、デジタルリテラシー

向上のための職業訓練を実施する。（再掲） 

  

2023 2024 2025 2026 2027

320 640 960 1,280 1,600

2021年度 (20%) (40%) (60%) (80%) (100%) 2023～27年度累計 109% 44%

272 324 697 1,600

(20%) (44%)

150 企業向けＤＸ・リスキリング研修修了者数 * 人

下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率
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② ＤＸによる産業活性化 

実施状況                                                     

（新たなビジネスモデルの創出支援） 

⚫ 「岐阜県ＤＸ推進コンソーシアム」会員企業等で構成するワーキンググループが実施

する実証事業を支援したほか、先進事例視察・セミナーを開催した。 

【実証事業支援】支援事業数：13事業 【先進事例視察】実施回数：３回、参加者数：49人 

【セミナー・講演会・研修会】実施回数：10回、受講者数：666人 

⚫ 「（公財）ソフトピアジャパン」において、リモートワークの環境を整備し、実践した状況

をウェブサイトで公開したほか、「企業支援情報データベース」を改良した。 

【ホームページ上で公開している財団のデジタル化進捗状況】６件 

⚫ ソフトピアジャパンエリアにおいて、企業の交流・情報発信の場として、交流会や企業

展示会を開催するとともに、入居企業を対象としたビジネスマッチング支援を実施した。 

【交流会】開催回数：１２回、参加者数：各回約３５人  

【企業展示会】出展：２６社、来場者数：約５５０人  

【ビジネスマッチング】相談件数：６６件、成立案件数：３１件 

⚫ 「テクノプラザ」において、ものづくり産業の高度化・新ビジネスの創出や企業間連携

を図るための交流会や、人材育成のための研修やセミナーを実施した。 

【交流会】開催回数：１１回、参加者数：各回約２０人 

【人材育成研修】参加者数：７４３人 【セミナー】参加者数：１６３人 

（デジタル技術活用の裾野拡大・デジタル産業の強化） 

⚫ 岐阜県中小企業団体中央会にバックオフィス業務のデジタル化に関する相談窓口を

設置するとともに、「（公財）ソフトピアジャパン」にて企業のデジタル化、ＤＸ推進を支

援するため「スマート経営アドバイザー」による伴走支援等を実施した。 

【岐阜県中小企業団体中央会】相談対応件数：257件、個別訪問回数：87回 

【（公財）ソフトピアジャパン】相談対応回数：87回、スマート経営アドバイザー派遣回数：145回 

【ホームページ上で公開している県内のＩＴツールサービス提供事業者】４２社 

⚫ デジタルインボイスの普及による県内事業者の経理業務の効率化を図るため、インボ

イスと共に受発注や入金・消込に必要なデータを交換するサービスの実用化を目指

す企業に対し、システム構築費の一部を支援した。 

【サービス開始】２０２４年１１月 

⚫ 「岐阜県ＤＸ推進コンソーシアム」会員企業等で構成するワーキンググループが実施

する実証事業を支援したほか、先進事例視察・セミナーを開催した。（再掲） 

【実証事業支援】支援事業数：１３事業 【先進事例視察】実施回数：３回、参加者数：４９人 

【セミナー・講演会・研修会】実施回数：１０回、受講者数：６６６人 
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（研究開発・実証・実装に向けた支援） 

⚫ 工業系試験研究機関において、スマートファクトリーを実現するためのデータ活用、

ロボットを用いた製造業における人作業の負荷低減手法、協働ロボットを活用した作

業高度化、製品提案プロセスのデジタル化の４課題を実施した。 

【技術移転数】１件 【共同研究実施数】２件 【連携企業数】７社 

⚫ 中小製造事業者の工場のスマート化に関する相談に対し、工業系試験研究機関によ

る伴走型の支援を実施した。 

【支援企業数】２社 

⚫ 「岐阜県ＤＸ推進コンソーシアム」会員企業等で構成するワーキンググループが実施

する実証事業を支援したほか、先進事例視察・セミナーを開催した。（再掲） 

【実証事業支援】支援事業数：１３事業 【先進事例視察】実施回数：３回、参加者数：４９人 

【セミナー・講演会・研修会】実施回数：１０回、受講者数：６６６人 

ＫＰＩの進捗                                                  

 

今後の取組み                                                   

（新たなビジネスモデルの創出支援） 

⚫ 他の支援団体のモデル事例として、「（公財）ソフトピアジャパン」のデジタルオフィス

環境を整備するため、「企業支援情報データベース」の本運用を開始するとともに、

「電子決裁・電子申請システム」の試行運用で得られた問題点について改良を行う。

また、財団の業務内容・規模に見合った規模の「労務管理システム」を開発する。 

（デジタル技術活用の裾野拡大・デジタル産業の強化） 

⚫ 岐阜県中小企業団体中央会にバックオフィス業務デジタル化相談窓口を設置すると

ともに、「（公財）ソフトピアジャパン」でのスマート経営アドバイザーによる伴走支援に

ついて、これまで相談件数が少なかった飛騨地域での支援を充実させる。 

⚫ 「（公財）ソフトピアジャパン」での相談対応時に県内ＩＴツールサービス提供事業者を

紹介するとともに、事業者情報をホームページに公開し、認知度向上に取り組むこと

により、地産地消のＤＸの実現を図る。 

  

2023 2024 2025 2026 2027

10 20 30 ー ー

2022年度 (33%) (67%) (100%) ー ー 2023～25年度累計 125% 83%

0 12 25 ー ー 30

(40%) (83%) ー ー

50 100 150 200 250

2021年度 (20%) (40%) (60%) (80%) (100%) 2023～27年度累計 138% 55%

38 75 138 250

(30%) (55%)

151
「岐阜県DX推進コンソーシアム」における新ビジネ
スモデル創出・業務効率化支援件数

件

152 DX伴走型支援事業者数 * 事業者

下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率
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③ 県内産業の活力の強化と新事業展開の推進 

実施状況                                                     

（競争力強化・生産性向上） 

⚫ 工業系試験研究機関において、現場生産性向上を図る高機能プラスチック製品、品

質見える化のための画像センシング技術、シミュレーションを活用したセラミックスの

設計・評価技術、伝統技法とＣＮＣ加工57による新たな家具製造手法などの７課題を

実施した。 

【共同研究実施数】３件 【連携企業数】22社 

⚫ 県制度融資における、金融機関による相談・審査等を通じて、事業計画の策定等を

支援した。 

【県制度融資】新規融資件数：3,６０８件 

⚫ 「航空宇宙生産技術開発センター」において、ＡＩやＩｏＴ、ロボット等を活用して県内製

造業の生産性向上を実現する研究開発を実施した。 

【研究成果の企業現場への導入数】１２件 【特許出願件数】３件 

【他分野との共同研究実施数】１１件 

⚫ 大企業等の開放特許とのマッチングによる中小企業の新事業展開支援のため、知的

財産マッチング交流会を２回開催した。また、本取組みの更なる周知を図るため、開

放特許を活用した新製品開発セミナーを開催した。 

【大企業等との個別面談数】６者、１０件 【伴走支援数】４社、７件 【連携金融機関数】９行 

⚫ 「ぎふSDGs推進パートナー登録制度」の登録事業者に対する新たな支援策を追加

するとともに、制度周知を強化し、登録数の増加を図った。また、事業者が取組内容

を自ら発信する専用ポータルサイトを構築し、ＳＤＧｓに積極的な企業・団体のＰＲ支

援を強化した。 

【ぎふＳＤＧｓ推進パートナー登録事業者数】386事業者（累計686事業者） 

（地場産品の知名度向上、販路拡大支援） 

⚫ 首都圏並びに関西圏で開催される加工食品展示会及び国際見本市に岐阜県ブース

を出展した。 

【加工食品展示会出展社数】スーパーマーケットトレードショー2025：８社、 

フードストアソリューションズフェア2024：８社 

【国際見本市出展社数】東京ギフトショー：８社、大阪ギフトショー：６社 

⚫ 「国際陶磁器フェスティバル美濃'24」として、世界４大陶磁器コンペティションの一つ

であるメイン催事「第13回国際陶磁器展美濃」をはじめ、陶磁器にちなんだ様々な催

事などを地元市や団体と連携して開催し、陶磁器の魅力を国内外に発信した。 

【延べ来場者数】101,９９６人 

【メイン催事「第１３回国際陶磁器展美濃」の延べ来場者数】20,１１２人 

 

 
57 加工機をコンピューター制御により操作して部品や製品を加工する製造方法。 
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⚫ 2024年４月に「THE GIFTS SHOP」をリニューアルオープンし、実店舗の運営体

制を強化するとともに、新たなＥＣサイトを開設し県産品販売・情報発信ＰＲを行った。

（再掲） 

【ＥＣサイトを通じた販売実績】１８点 

⚫ 伝統工芸品産業に携わる方が行う、ＥＣサイト構築・ＳＮＳ等による情報発信、展示会

出展等の経費を助成した。また、ＳＮＳ等のデジタルを活用した情報発信に必要なス

キルを身に付けるための研修を実施した。 

【デジタル促進等補助金採択件数】３件 【デジタル活用講座参加者数】２５名  

【写真撮影講座参加者数】１０名 【Instagram 入門講座参加者数】１８名 

【プレスリリース入門講座参加者数】８名 

（自動車産業の電動化対応への支援） 

⚫ 自動車の電動化に対応するための相談窓口を岐阜県中小企業団体中央会に設置し、

相談対応や戦略・計画策定の伴走支援を行ったほか、セミナーによる情報提供やマッ

チング交流会等を通じて、新技術提案や新分野への展開を支援した。 

【窓口相談件数】43件 【個別訪問件数】59件 

【計画策定支援件数】８件 【新規のEV着手事業者数】29者（累計96者） 

⚫ 産業技術総合センターにおいて、次世代自動車・環境対応繊維資材及びＥＶ向け軽

量化部材開発の２課題を実施した。 

【共同研究実施数】２件 【連携企業数】７社 

⚫ 県内企業が次世代自動車関連事業に参入していくための高度な試験研究設備とし

て、依頼試験あるいは開放機器として利用可能な機器を産業技術総合センター並び

にセラミックス研究所に設置した。 

【設置機器】産業技術総合センター：イオンクロマトグラフ、熱分解ガスクロマトグラフ質量分析計  

セラミックス研究所：高精度熱膨張計 

（スタートアップの創出） 

⚫ 「ぎふスタートアップ支援コンソーシアム」において、スタートアップや事業会社等が参

加できる交流会を開催し、オープンイノベーションを進めるきっかけとなる機会を創

出した。また、ぎふプライムスタートアップを認定する等、「スタートアップ・エコシステ

ム」の創出に向けた取組みを推進した。 

【交流会】開催回数：11回、参加者人数：612人 【ぎふプライムスタートアップ】認定数：４者 

⚫ スタートアップ企業等に対して、事業化に必要となる経費の一部を補助した。 

【補助件数】一般枠：１３者（うち女性６者）、プライム枠：５者 

⚫ 新たに創業する方やスタートアップの事業化を支援するとともに、県内のスタートアッ

プ関連イベントの開催を支援した。 

【スタートアップ企業支援補助金】補助件数：18者  

【技術活用型スタートアップ掘り起し・加速化支援事業】支援件数：５者 

【サポーター支援事業費補助金】補助件数：６者 

⚫ 中学生、高校生を対象としたアントレプレナーシップ教育を実施した。（再掲） 

【アントレプレナーシップ教育受講者数】中学生・高校生計：89人 
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⚫ スタートアップ、支援機関及びスタートアップと連携を希望する事業会社からの相談

に対応するため、スタートアップに関する相談窓口を設置した。 

【相談件数】141件 

（航空宇宙分野） 

⚫ 「工場立地に係る緑地規制の緩和措置」の活用により、航空宇宙関連企業の設備投

資を推進した。 

【工場立地に係る緑地規制の緩和措置活用事業者数】５者 

⚫ コロナ禍やボーイングの品質問題等の影響からの回復に向け、航空宇宙産関連企業

等に対する生産体制整備・新技術開発・認証取得等支援、販路開拓支援及び最新動

向や技術情報の提供（セミナー）を実施した。 

【新技術・研究開発助成金】支援件数：５件 【展示会出展支援】支援件数：延べ１７件 

【セミナー】開催回数：２回、受講者数：１００人 

⚫ 県内企業の販路開拓に係るマッチング（商談会）開催、海外で開催される宇宙産業に

関する展示会への出展支援及び国内外の最新動向の提供等に関するセミナーを開

催した。 

【宇宙関連企業とのマッチング（商談会）】開催回数：５回、参加企業数：延べ２７社 

【海外展示会出展支援社数】２社 【セミナー】開催回数：４回、受講者数：１４８人 

⚫ ドローン開発・製造・活用に関するセミナー開催、先進事例視察開催、ドローン実証

実験支援及び、国内ドローンメーカーとのマッチングを開催した。さらに、新たにドロ

ーンの開発や製造費用に対する助成を行った。 

【セミナー】開催回数：３回、受講者数：１４５人 【先進事例視察】開催回数：４回、受講者数：53 人 

【実証実験支援】支援企業数：５社（うち物流実証支援企業数：４社） 

【マッチング】Ｗｅｂ掲載数：４２社、マッチング数：１５件 【新技術・研究開発助成金】支援件数：２件 

（ヘルスケア分野） 

⚫ 「ヘルスケア産業推進ネットワーク」の会員に対して、メルマガや情報誌を用いた情報

発信を行った。各種支援施策に対する助言等の協力を得るため、ヘルスケアに関連

する企業や大学等の関係者のアドバイザー会議を開催した。 

【ネットワーク会員数】新規会員：14者（累計：121者） 

⚫ 専門知識をもつコーディネーターによるヘルスケア分野への参入や開発に関する相

談対応及びニーズ・シーズマッチング支援や試作開発、販路開拓に対する助成を 

行った。 

【窓口相談件数】２７件 【マッチング支援】医療福祉現場ニーズ調査：３機関 

【事業者支援件数】試作開発支援：６社、製品化支援：３社、販路開拓支援：９社 

⚫ 高齢者や障がい者の生活の質の向上のため、産業技術総合センターにおいて、パー

ソナルモビリティ向け安全システムの開発に取り組んだ。 

【連携企業数】１社 
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（食品分野） 

⚫ 食品科学研究所において、新たな機能性食品や加工技術の研究開発を行うとともに、

県内の食品製造事業者に対し商品開発技術に関するプロモーターを派遣した。 

【技術移転数】１件 【共同研究実施数】９件 【プロモーター派遣数】12件 

⚫ 食品科学研究所において、学生や社会人向けの食品加工や検査・分析等の研修を

開催した。（再掲） 

【社会人向け研修】実施回数：２件、受講者数：２８人 

【学生向け研修】実施回数：２件、受講者数：２６人 

（企業誘致） 

⚫ 大都市圏で開催された企業展訪問などにより、データセンターの誘致活動を行った。

（再掲） 

【企業展訪問】訪問件数：４件、商談件数：約40社 

⚫ 首都圏で開催された企業展の出展や大都市圏で開催された企業展訪問などにより、

本社機能移転誘致活動を推進した。（再掲） 

【企業展出展・訪問】出展・訪問件数：５回、商談件数：約１８０社 

⚫ サテライトオフィスの誘致を推進するとともに、進出企業の県内定着を促進するため、

補助制度により支援を行った。（再掲） 

【サテライトオフィス誘致推進事業費補助金】補助件数：１社 

【サテライトオフィス進出企業定着・地域活性化事業費補助金】補助件数：１社 

⚫ 企業立地を促進するための補助制度や優遇税制の拡充や見直しを図ったほか、市

町村と連携して企業の立地需要に対応した新たな工場用地の開発を戦略的に推進

した。（再掲） 

【企業立地促進事業補助金の見直し】雇用要件の緩和を実施 

【市町村工場用地開発補助金】補助件数：４市町 

（商店街活性化） 

⚫ 県商店街振興組合連合会が行う地域商店街の組織力強化に向けた指導や研修、商

店街組織等が実施する商店街活性化イベント、人材育成への取組みを支援した。 

【商店街活性化支援事業費補助金】補助件数：15件 

ＫＰＩの進捗                                                  

 

2023 2024 2025 2026 2027

1,105 1,145 1,185 1,225 1,270

2020年 (42%) (56%) (70%) (84%) (100%) 2027年

985 1,270

36,760 37,220 37,680 38,140 38,600

2021年度 (33%) (50%) (67%) (83%) (100%) 2027年度 0% 0%

35,839 31,435 35,083 38,600

(0%) (0%)

153
従業者１人当たりの付加価値額（従業員4人以上の
事業所）

万円

154 試験研究機関の依頼試験数及び開放機器利用件数 件

下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率

ー ー
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＜単年度目標値未達の要因＞ 

ＫＰＩ○１54 ：新型コロナ特需に伴う利用が落ち着いてきたこと及び、新型コロナ対策として実

施していた依頼試験手数料等の減免制度の廃止が要因と考えられる。 

 

 

 

2023 2024 2025 2026 2027

ー 650 1,000 ー ー

2022年度 ー (65%) (100%) ー ー 2025年度 106% 69%

0 ー 686 ー ー 1,000

ー (69%) ー ー

300

2022年度 (50%) 2025年度

0 300 600

(50%)

3,860 3,920 3,980 4,040 4,100

2020年度 (94%) (95%) (97%) (98%) (100%) 2027年度 115% 107%

300 4,381 4,100

(107%)

100 200 300 400 500

2021年度 (20%) (40%) (60%) (80%) (100%) 2023～27年度 累計 184% 73%

0 170 367 500

(34%) (73%)

28 51 74 97 120

2022年度 (20%) (40%) (60%) (80%) (100%) 2022～27年度累計 198% 79%

5 67 96 120

(54%) (79%)

20 40 60 80 100

2022年度 (20%) (40%) (60%) (80%) (100%) 2023～27年度累計 153% 61%

0 19 61 100

(19%) (61%)

1,764 2,154 2,545 2,672 2,800

2020年 (0%) (0%) (1%) (50%) (100%) 2027年

2,543 2,800

2,043 2,143 2,243 2,343 2,443

2021年 (33%) (50%) (67%) (83%) (100%) 2027年 216% 72%

1,843 2,275 2,443

(72%)

4,445 4,568 4,691 4,814 4,937

2020年 (43%) (57%) (71%) (86%) (100%) 2027年

4,076 4,937

270 315 360 405 450

2012～21年累計 (60%) (70%) (80%) (90%) (100%) 2018～27年累計 104% 73%

405 280 329 450

(62%) (73%)

163 新規企業立地件数 * 件

157
関西圏で実施する販路拡大支援事業への延べ参加
事業者数

事業者

158 ＥＶ化対応着手事業者数 事業者

ぎふSDGｓ推進パートナー登録事業者数 企業・団体

155

162 県内食料品製造業(4人以上)の製造品出荷額 億円

159 ロールモデルとなるスタートアップ支援件数 件

160 県内航空宇宙産業関連の製造品出荷額 * 億円

161 県内医療機器・医薬品産業の生産金額 億円

156
海外見本市等への出展支援を受けた県内企業の成
約金額（平均）

万円

新たなＳＤＧｓ登録制度の登録事業者数 企業・団体

下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率

ー ー

ー ー

目標の上方修正



１１５ 

 

今後の取組み                                                   

（競争力強化・生産性向上） 

⚫ 試験研究機関において、企業が必要とする試験等が実施できるように、機器の更新

等を行い、企業ニーズに対応していく。 

（地場産品の知名度向上、販路拡大支援） 

⚫ ２０２７年度に開催予定の「国際陶磁器フェスティバル美濃'27」に向け、地元市や団

体と連携して準備を進める。 

（自動車産業の電動化対応への支援） 

⚫ 県内自動車関連中小企業に対するアンケート調査を実施することで、企業の課題や

取組状況等を鑑みたニーズに沿った支援を継続する。 

（航空宇宙分野） 

⚫ 航空機製造等に係る設備投資予定の具体化に応じ、「国際戦略総合特区設備等投

資促進税制」を活用する。また、「国際戦略総合特区支援利子補給金」を活用する。 

（企業誘致） 

⚫ 企業立地に関する補助制度や優遇税制の拡充・見直しを図るとともに、市町村工場

用地開発推進補助金などにより市町村の工場用地開発を支援することで、工場用地

の開発を戦略的に推進する。 
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④ 世界に選ばれる持続可能な観光地域づくり 

実施状況                                                     

（サステイナブル・ツーリズム58の推進） 

⚫ 本県が世界から選ばれる旅先となるため、国内外へ「NEXT GIFU HERITAGE～

岐阜未来遺産～」認定地域のＰＲを行うとともに、地域が行う受入環境整備や魅力向

上の取組みを支援した。 

【岐阜未来遺産応援補助金交付件数】２件(飛騨小坂、恵那岩村) 

⚫ 「岐阜関ケ原古戦場記念館」を活用した戦国・武将観光に係る情報発信や、滋賀県・

福井県と連携し相互のブース出展等のプロモーションを実施した。 

【岐阜関ケ原古戦場記念館来館者数】156,502人 

⚫ 「岐阜戦国・武将観光連絡会」を開催し、県と市町が一体となってプロモーションを展

開するとともに、全国的な戦国・城郭イベントへのブース出展を実施した。 

【全国的な戦国・城郭関連のイベントへのブース出展】 

大阪お城フェス、お城 EXPO、にっぽん城まつり（計７日） 

（観光人材の育成・確保及び生産性の向上） 

⚫ 観光業の採用力強化に向け、飛騨地域の観光事業者を対象としたセミナーを実施す

るとともに、民間の人材採用プラットフォームを活用した求人・採用にかかる伴走支援

を実施した。 

【民間プラットフォームによる採用者数】41人 

⚫ 県内宿泊施設の「稼ぐ力」向上を実現するため、差別化・高付加価値化の取組みを促

進するセミナーを県内各地で開催するとともに、セミナーの受講者を対象に個別相談

会を実施した。 

【セミナー】実施回数：８回、延べ参加人数：１８８人 【個別相談会】実施回数：１２回 

（観光消費拡大に向けた誘客プロモーションの展開） 

⚫ 欧米豪、アジア・アセアンにおける海外旅行博・商談会への出展、海外旅行会社・メデ

ィア等による県内視察、全国知事会フランス観光プロモーション、大阪観光局と連携

した IGLTA59世界総会 2024 大阪大会への参加及び現地旅行会社の招請などを

実施した。 

【海外旅行博出展回数】10か国・地域（計13回） 

【海外旅行会社・メディア等による県内視察回数】9か国・地域（計8回） 

⚫ ＷｅｂサイトやＳＮＳを活用し、旅行客のニーズに即した旬の観光情報を国内外に効果

的に届けるデジタルプロモーションを実施した。 

【外国語版観光Webサイトへのアクセス数】累計約126万アクセス  

 
58 訪問客、業界、環境及び訪問客を受け入れるコミュニティのニーズに対応しつつ、現在及び将来の経済、

社会、環境への影響を十分に考慮する観光。 
59 世界各国の旅行会社等が加盟する LGBTQ+ツーリズムへの理解を深めるための情報やネットワークの

機会を提供する旅行業界団体。 
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⚫ サッカーＪ３の「ＦＣ岐阜」のホームゲームにおいて、スタジアムビジョンでの岐阜県観

光ＰＲ動画の放映や来場者に対して観光パンフレット配布を実施した。（再掲） 

【「ＦＣ岐阜」ホームゲームでの PR 動画放映回数】延べ４８回 

（地域の魅力づくり） 

⚫ 地域資源を活かしたまちづくりや、世界遺産などの地域固有の歴史資源、文化祭を

軸とした魅力づくりなど、市町村等が自立的発展を目指して行う事業を補助金で支

援した。 

【補助件数】45件（26市町村） 

⚫ 「ＯＮＳＥＮ・ガストロノミーウォーキング60」を県主催により高山市で開催するとともに、

池田町の取組みを支援し、開催を促進した。 

【参加者数】高山市：163人、池田町：１００人 

⚫ 屋外イベントや体験型イベントの充実など、各県営都市公園の特色に応じて集客につ

ながる取組みを進めるとともに、SNS等を活用して積極的な情報発信を行った。 

【県営都市公園】６公園１施設 

⚫ リトアニア、フランス、ポーランド、モロッコ等と、様々な分野での交流を推進した。 

【主な交流実績】 

リトアニア：リトアニアNOW2024開催 

フランス：アルザスワインナイト開催 

ポーランド：ポーランド国立民族合唱舞踊団「シロンスク」公演、ポーランド舞踊のワークショップ開催 

モロッコ：モロッコ文化紹介イベント開催 

中国江西省：中国江西省芸術団木偶劇公演 

ウズベキスタン：ウズベキスタン経済・投資、観光・文化セミナー開催 

⚫ 県内外に薬草の魅力を発信するため、薬草フォーラム、薬膳メニューフェア等を開催

した。 

【薬草フォーラム参加者数】204名 【薬膳メニューフェア参加者数】9６名 

（農泊、グリーンツーリズム61の推進） 

⚫ 岐阜県の農村の魅力を広域的に情報発信するため、農村の魅力動画やガイドブック

を作成したほか、グリーンツーリズムの実践者を育成するため、 グリーンツーリズム

インストラクターを養成した。 

【グリーンツーリズムインストラクター養成人数】19人 

 

 

 

 

 

 
60 温泉を起点に、地元の食、その背景にある自然や歴史、文化などの魅力に触れる旅。 
61 緑豊かな農村地域において、その自然・文化、人々との交流を楽しむ滞在型の余暇活動。 
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ＫＰＩの進捗                                                  

 
＜単年度目標値未達の要因＞ 

ＫＰＩ○１64 ：２０２３年5月まで新型コロナが２類相当であり、行動制限の影響を受けたことなど

による。 

ＫＰＩ○ １67 ：２０２３年度は過去最高を更新したが、それまでの新型コロナの影響もあり、目標

達成には至っていない。 

今後の取組み                                                   

（サステイナブル・ツーリズムの推進） 

⚫ 持続可能な観光の国際認証の取得及びそのための課題解決に向けた取組みについ

て支援し、世界から選ばれる持続可能な観光地の周遊化を推進する。 

⚫ 「岐阜関ケ原古戦場記念館」を活用し、戦国・武将観光を推進する県内各市町・他県

と連携したプロモーションを展開する。 

⚫ 全国的な戦国・城郭イベントへブース出展するなど、市町と一体となってプロモーショ

ンを展開する。 

⚫ 欧米豪市場を中心に、本県の強みである自然・伝統・文化・匠の技の魅力を生かした

「岐阜県版サステイナブル・ツーリズム」を世界へ広く発信し、本県への誘客につなげる。 

（観光人材の育成・確保及び生産性の向上） 

⚫ 大学や専門学校での出前講座や合同企業説明会を充実させ、学校と観光事業者の

パイプを作るとともに、観光事業者の求人動画の作成を支援し、観光産業の人材確

保を促進する。 

 

 

2023 2024 2025 2026 2027

4,750 4,800 4,900 5,100 5,300

2021年 (62%) (66%) (73%) (86%) (100%) 2027年 58% 36%

3,842 4,365 5,300

(36%)

70 120 170 190 200

2021年 (34%) (59%) (85%) (95%) (100%) 2027年 195% 116%

3 110 231 200

(54%) (116%)

ー ー 1,000 ー ー

2019年度 ー ー (100%) ー ー 2025年度 0%

774 699 734 ー ー 1,000

(0%) (0%) ー ー

280,000 290,000 300,000 ー ー

2019年度 (77%) (88%) (100%) ー ー 2025年度 80% 62%

214,000 267,000 ー ー 300,000

(62%) ー ー

農林漁業体験者数 人

164 観光入込客数 万人

165 外国人延べ宿泊者数 万人

166 県営都市公園（6公園）の入園者数 万人

167

下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率

ー
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（観光消費拡大に向けた誘客プロモーションの展開） 

⚫ 海外旅行博への出展や海外旅行会社等と連携し、本県ならではの「匠の技」「伝統文

化」「食」等をテーマとして、令和６年度に造成した着地型体験商品のプロモーション

を実施する。 

⚫ 県内観光事業者等と連携し、ターゲットの嗜好や特性に応じた観光情報を効果的に

発信していく。 

（地域の魅力づくり） 

⚫ ソフト・ハードの両面で県営都市公園の魅力向上等を進めるとともに、これまでの活

性化の取組みや「第42回全国都市緑化ぎふフェア」（2025年４月23日～６月15日）

の成果・課題を踏まえ、県営都市公園の更なる有効活用を進める。 

⚫ 薬草の魅力を発信するフェスティバルの開催や、薬草の安定供給体制の整備に向け

た栽培実証と生産拡大を進める。 

（農泊、グリーンツーリズムの推進） 

⚫ 農林漁業体験者数増につながるよう、農泊やグリーンツーリズムの推進に取り組むと

ともに、新たに作成した農村の魅力動画、ガイドブックを活用し、大型イベントやＳＮＳ

等で広く情報発信を行う。 
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⑤ 産業を支える広域ネットワーク・インフラの整備 

実施状況                                                     

（東海環状自動車道などの高規格道路やＩＣアクセス道路） 

⚫ 「東海環状自動車道」、「東海北陸自動車道」、「中部縦貫自動車道」の整備が促進さ

れるよう、国や「中日本高速道路（株）」に対して要望を行った。 

⚫ インターチェンジへのアクセス道路として、「一般県道養老垂井線 橋爪大橋工区」等

の整備を推進した。 

（リニア中央新幹線開業を見据えた取組み） 

⚫ 「濃飛横断自動車道 中津川工区」の整備の推進、及び「国道１９号瑞浪恵那道路」の

整備の促進を図った。 

⚫ 「岐阜県らしいリニア駅・周辺整備検討会」において、令和５年度に行ったＪＲ東海へ

の提案に対する同社からの検討状況の報告を踏まえ、リニア駅及び駅周辺のデザイ

ンや機能について意見交換を行うとともに、地元やＪＲ東海との協議を進めた。また、

「地域を担う人づくり検討会」において、当面取り組むべき検討課題に対する具体策

等の検討を行った。 

【各検討会の開催回数】岐阜県らしいリニア駅・周辺整備検討会：１回、地域を担う人づくり検討会：１回 

ＫＰＩの進捗                                                  

 

＜単年度目標値未達の要因＞ 

ＫＰＩ○１68 ：山県IC～本巣IC間は２０２４年度内に開通予定であったが、工程を精査した結果、

２０２５年４月６日の開通となったため。 

今後の取組み                                                   

（東海環状自動車道などの高規格道路やＩＣアクセス道路） 

⚫ 各自動車道の整備促進のため、国や中日本高速道路（株）に対して要望する。 

⚫ インターチェンジへのアクセス道路について整備を進めていく。 

（リニア中央新幹線開業を見据えた取組み） 

⚫ 濃飛横断自動車道中津川工区の整備を推進し、国道19号瑞浪恵那道路の整備を

促進する。 

⚫ リニアを活用した地域づくりの実現に向けた地元自治体・ＪＲ東海との連携や、リニア

の建設促進に向けた取組みを引き続き進めていく。 

2023 2024 2025 2026 2027

71 84 91 100 ー

2021年度 (0%) (45%) (69%) (100%) ー 2026年度 0% 0%

71 71 71 ー 100

(0%) (0%) ー

168 東海環状自動車道県内整備率 %

下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率
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（３）農林畜水産業の活性化 

① 農林畜水産業を支える人材の育成・確保 

実施状況                                                     

（農畜水産業の担い手の育成・確保） 

⚫ 研修拠点等における人材育成とともに、「ぎふアグリチャレンジ支援センター」が中心

となる相談から定着までの一貫支援、県・ＪＡ等のサポートによる伴走支援を実施した。 

【就農研修拠点等の研修受講者数】３７人  

⚫ 農地中間管理機構や市町村等との連携により、農地の集積・集約化を進める重点推

進地域（６１地域）を設定し、農地の集積等を支援した。 

【10%以上の新たな農地集積をした地域】４地域 

⚫ 花きの担い手を育成するため、経営・技術支援の研修会を開催した。また、園芸業界

で即戦力となる人材を育成するため、「ぎふワールド・ローズガーデン」に国際園芸ア

カデミーの実践教育フィールドを開設した。 

【経営研修】実施回数：10回、受講者数：延べ５３人 

【技術研修】実施回数：22回、受講者数：延べ185人 

⚫ 「清流長良川あゆパーク」において、季節に応じた県主催イベントの開催や、伝統漁

法の鮎の友釣りや水中の魚を観察する体験メニューを提供した。（再掲） 

【清流長良川あゆパーク体験者数】48,６８８人（累計） 

⚫ 児童生徒の県産農畜産物に対する愛着を促すため、学校給食における県産農畜産

物の使用に要する経費の一部を助成した。（再掲） 

【学校給食における県産農畜産物の使用割合（金額ベース）】57.9％（２０２３年度） 

⚫ 食育推進リーダーの育成や農業体験を実施する地域や団体への支援等を実施した。 

（再掲） 

【地産地消県民運動の一環として実施した食農体験イベント数】５件 

【農業体験など地域の食農教育活動への支援数】２団体 

⚫ 西濃地域、飛騨地域のトマト生産者を対象に会計データを分析し、優良経営者や地

域内平均値との比較により、自身の経営の見える化を勧めるとともに、経営改善研修

を実施した。 

【会計データの分析者数】36人 

（林業の担い手の確保・育成・定着） 

⚫ 森林技術者の確保・育成・定着を支援するため「森のジョブステーションぎふ」におい

て就業相談等を実施したほか、「森林総合教育センター（morinos）」において森林

教育の指導者の育成研修を実施した。 

【森のジョブステーションぎふ】就業相談件数：602件、採用決定件数：22件 

【morinos】森林教育指導者育成研修実施回数：34回実施（26種類）、受講者数：844人 
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⚫ 市町村における森林管理を支援するため、新たな「岐阜県地域森林監理士」を養成

するとともに、監理士を活用して森林経営管理制度を運用する市町村や、経営体質

の強化を図る林業事業体を支援した。 

【岐阜県地域森林監理士認定者数】3名 【活用支援補助金交付件数】5市村、1事業体 

⚫ 先進地で行われている教育手法や最先端の知識・技術を学ぶため、森林文化アカデ

ミーの教員や学生がドイツで行われているセミナー等に参加した。 

【アカデミー教員の訪独人数】延べ３人 【ドイツサマーセミナー受講者数】２人 

【森林環境教育研修参加者数】５人 

⚫ 「ぎふ木遊館」と「森林総合教育センター（morinos）」において、幅広い世代を対象

に多様なプログラムを実施するとともに、「移動型ぎふ木遊館」や森林総合教育の出

前プロジェクト「morino de van」を行った。（再掲） 

【ぎふ木遊館プログラム実施数】68種類（253回） 【ｍｏｒｉｎｏｓプログラム実施数】107種類（380回） 

⚫ 「ぎふ木育指導員」を認定するとともに「ぎふ木育サポーター」を登録した。（再掲） 

【ぎふ木育指導員認定数】８５名 【ぎふ木育サポーター登録数】300名 

⚫ 県下の「ぎふ木育ひろば」の活動について、指導者の活用を支援するとともに、中津

川市及び高山市の団体が進める「ぎふ木遊館サテライト施設」の整備に対して支援した。 

（再掲） 

【「ぎふ木育ひろば」支援活動実施数】19施設 【サテライト認定施設数】２施設 

ＫＰＩの進捗                                                  

 

＜単年度目標値未達の要因＞ 

ＫＰＩ○１7０ ：多くの産業において人手不足が深刻な状況にあるなか、他産業との雇用条件の

比較や林業労働災害の発生頻度の高さなどがマイナス要因となり目標値を下回

った。 

 

 

2023 2024 2025 2026 2027

1,320 1,760 2,200 ー ー

2019年度 (49%) (75%) (100%) ー ー 2021～25年度累計 119% 71%

473 1,568 ー ー 2,200

(71%) ー ー

20,000 40,000 60,000 80,000 100,000

2021年度 (0%) (25%) (50%) (75%) (100%) 2023～27年度 累計 122% 49%

19,901 38,647 48,688 100,000

(39%) (49%)

80 80 80 80 ー

2020年度 (100%) (100%) (100%) (100%) ー 2026年度 93% 93%

73 74 ー 80

(93%) ー

人170 新規林業就業者数 *

169 新たな農業の担い手育成数 * 人・経営体

145
「清流長良川あゆパーク」における体験プログラム参
加者数【再掲】 *

人

下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率
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今後の取組み                                                   

（農畜水産業の担い手の育成・確保） 

⚫ 農地中間管理機構や市町村、ＪＡ等との連携により、集落営農の体制づくりや、農地

の集積・集約化を推進する。 

⚫ 新たな品目・地域の生産者を対象に、会計データの分析や経営改善研修を実施する。 

（林業の担い手の確保・育成・定着） 

⚫ １２月に森林文化アカデミー内に事務所移転した「森のジョブステーションぎふ」が核

となり、同アカデミーと連携することで、学生及び新規就業者に対する森林技術者の

確保・育成・定着の支援や雇用管理の改善に向けた取組みを強化する。 
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② 「未来を支える農業・農村づくり」の推進 

実施状況                                                     

（スマート農業の推進） 

⚫ データを活用した最適な栽培体系の構築に向け、いちご、切りバラ産地における取組

みを支援した。 

【データ活用に取り組む産地への支援数】いちご：５産地、切りバラ：１産地 

⚫ 農業者、関係団体等と連携した水田作におけるスマート農業技術の導入実証や、地

域の実情に即した実演・研修会の開催、機器貸出事業を実施した。また、農業者のス

マート農業機械の導入を促進した。 

【実証地域】１箇所（飛騨市） 【実演会、研修会等開催回数】１２回 

⚫ ICTやAI、ゲノム解析等の先端技術を活用し、省力化・高品質化につながる技術開

発を推進した。米では、人工衛星画像を活用した栽培管理技術の開発、畜産では、

牛の飼養管理システムの開発を行った。 

【開発した技術等】人工衛星によるセンシング等を活用した水稲の生育・品質管理技術 

クリのドローンを活用した省力化技術  

（地産地消の推進） 

⚫ 地産地消に対する社会的機運を醸成するため、専用Webサイト等による「地産地消

ぎふ応援団」の募集、地産地消フェアや「岐阜県農業フェスティバル」の開催等を実

施した。 

【地産地消ぎふ応援団数】2,９２７件 【地産地消フェア実施回数】４回 

【岐阜県農業フェスティバル】来場者数：217,０００人 

⚫ 朝市・直売所関係者を対象とした「魅力ある直売所づくり研修会」や、「GIFTS 

PREMIUM」でのEC販売強化、６次産業化に取り組む事業者を対象としたネット販

売研修を実施した。 

【魅力ある直売所づくり研修会の開催】実施回数：１回、受講者数：３８人 

【６次産業化ネット販売研修】実施回数：５回、受講者数：３２事業者 

（食料安全保障の強化に資する生産・供給体制の構築） 

⚫ 国の重点支援交付金を活用するなどして、飼料や肥料、エネルギーなどの物価高騰

に対する影響緩和策、低コスト生産体系に必要な機械導入の支援等を実施した。 

【補助件数】配合飼料等高騰緩和支援：延べ725戸 

（岐阜県版「みどりの食料システム」の取組み推進） 

⚫ 有機農業プロジェクトチームによる栽培実証や、有機農業に取り組む生産者等への

県有機農業アドバイザーの派遣を行うとともに、消費者の理解促進や販路拡大に向

け、オーガニックマルシェを開催した。 

【有機農業の取組み面積】137ha 
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⚫ 農業者、フードバンク等との意見交換会等を実施するとともに、生産者団体等が規格

外農産物等をフードバンクに供給する際に掛かる費用等に対して支援を行った。 

(再掲) 

【マッチング支援】９事例 

（農業経営の安定化、産地の振興） 

⚫ 農業法人等の経営安定に向け、経営の多角化（新品目導入）支援を行うとともに、働

きやすい環境づくりに向け、トイレの設置等を支援した。 

【補助件数】経営の多角化：８件、労働環境改善：1件 

⚫ 県と市町村、ＪＡ等から構成される担い手育成推進チームや、中小企業診断士等の

専門家を派遣し、集落営農の組織化や法人化に向けた地域の合意形成への助言を

行った。 

【集落営農の組織化・法人化の合意形成支援】中山間地域：1件、平たん地域：4件 

⚫ ほ場整備による農地の大区画化等を実施した。また、ドローンやロボットを活用した

農業水利施設の点検支援や農業水利施設を活用した小水力発電施設の運営を支

援した。 

【ほ場整備実施地区数】23地区 【ロボット等を活用した農業水利施設点検実施地区数】2地区 

⚫ 「ボーノブラウン」種豚の再造成や「奥美濃古地鶏」の改良を加速化するため、畜産研

究所の養豚・養鶏研究部の再編整備として、大規模豚舎及び鶏現場事務所を整備し

た。水産研究所下呂支所においては、アユとイワナの飼育施設の改修整備を行った。 

⚫ くり産地の振興を図るため、収穫機の導入による作業効率化の実証の取組みを支援

した。 

【支援した産地数】１産地 

⚫ 卸売市場に対し、飲食業・旅館ホテル業のニーズに応じた食材の一次加工に必要な

機械設備の導入を支援した。 

【機械設備の支援数】２件 

⚫ 米、果樹、花きの品質や食味などに優れた県オリジナル品種や、気候変動に適応する

栽培技術の開発を進めた。（再掲） 

【開発技術等】新酒米「酔むすび」育成、イチゴ・夏秋トマト等の影響回避技術 

（あゆ王国ぎふの復活と発展） 

⚫ 鮎資源の増大に向け「岐阜県魚苗センター」の計画的な改修や稚鮎生産に必要な親

鮎の養成技術の確立に取り組んだ。併せて、放流効果を高めるため、春先から小型

の稚鮎を大量に放流する早期小型放流等を推進した。 

【早期小型放流取組件数】22漁協 

⚫ 漁業協同組合の遊漁料収入の増加に向け、漁業協同組合が行う鮎やトラウト漁場づ

くりを支援した。 

【釣れる漁場づくり補助件数】鮎漁場づくり：26漁協（32事業）、トラウト漁場づくり：6漁協（7事業） 
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（鳥獣害対策、ぎふジビエ62の推進） 

⚫ 県内 100 箇所に自動撮影カメラを設置し、ニホンジカの効率的な捕獲を進めるため

に必要な生息状況などの基礎データを収集した。 

⚫ 鳥獣被害防止のため、市町村が行う捕獲活動や侵入防止柵の設置、わな等の捕獲

技術向上研修など、ソフト・ハード両面での対策を支援した。 

【国交付金】交付件数：34市町村 【県捕獲支援（シカ）】補助件数：21市町村 

【わな等捕獲技術向上研修】開催回数：２回 

⚫ 新規狩猟者確保のため、狩猟免許試験の土曜開催、事前講習会の開催、学割制度

の適用などを実施した。 

【狩猟免許試験の事前講習会】受講者数：378人 【狩猟免許試験手数料学割】利用者数：１９人 

【狩猟の魅力普及推進セミナー】参加者数：28人 

⚫ 「岐阜県野生動物管理推進センター」が調査・研究の成果や専門的な知見に基づき、

野生動物の被害対策に関する市町村への指導・助言を実施した。 

【市町村への助言】８回 【被害防止研修（行政職員向け）】受講者数：４１人 

⚫ 地域で捕獲された野生鳥獣（主にニホンジカ）をジビエとして処理加工し、安定供給

する解体処理施設の整備を支援するとともに、ぎふジビエへの認知度向上と消費拡

大のため、シカ肉を用いた料理フェアや、賞味会、野外販売イベント等を開催した。 

【獣肉処理施設整備】支援数：３件 【ぎふジビエイベント】実施回数：延べ５回 

（家畜伝染病への対応） 

⚫ 農場における飼養衛生管理の更なる強化を図るため、飼養衛生管理基準の遵守指

導や農場の一斉消毒を実施した。 

【飼養衛生管理基準の遵守指導農場数】養豚：３１農場、養鶏：１０８農場 

【農場の一斉消毒回数】養豚：１回、養鶏：６回 

⚫ 豚熱終息に向けて、飼養豚の検査結果に基づく豚熱ワクチンの接種を実施した。また、

野生いのしし対策では、個体数削減のための捕獲強化と、免疫を付ける経口ワクチン

散布に取り組んだ。 

【ワクチン接種延べ頭数】362,５３４頭 【野生いのしし捕獲頭数】6,914 頭（狩猟除く） 

【経口ワクチン散布個数】146,７６０個 

⚫ 家畜伝染病防疫演習や野生いのししにおけるアフリカ豚熱発生に備えた防疫演習、

家畜保健衛生所職員の大学等への派遣研修を実施した。（再掲） 

【防疫演習開催回数】２回 

⚫ 遺伝子の多様性を維持しながら基礎となる種豚集団を構築し、生産性の向上、特徴

ある豚肉の生産及び遺伝的能力の向上に向け、継続してボーノブラウンの改良に取

り組んだ。 

【ボーノブラウン種豚造成数】1１頭（累計） 

 

 
62 県内で捕獲、解体処理された野生のニホンジカ又はイノシシ肉のうち、「ぎふジビエ衛生ガイドライン」に基

づき解体処理された食肉。 
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ＫＰＩの進捗                                                  

 

 

2023 2024 2025 2026 2027

550 775 1,000 1,300 ー

2021年度 (15%) (40%) (66%) (100%) ー 2026年度 109% 16%

418 562 ー 1,300

(16%) ー

50 51 52 ー ー

2021年度 (50%) (75%) (100%) ー ー 2025年度 0% 0%

48 41.4 40.8 ー ー 52

(0%) (0%) ー ー

99 102 107 115 127

2020年度 (2%) (5%) (11%) (19%) (32%) 2030年度 2000% 43%

97 137 190

(43%)

1,104 1,104 1,104 ー ー

2018年 (100%) (100%) (100%) ー ー 2025年 114% 114%

1,104 1,263 ー ー 1,104

(114%) ー ー

ー ー ー 1 2

2023年度 ー ー ー (50%) (100%) 2027年度 0%

0 ー 0 2

ー (0%)

ー 500 500 550 600

2022年度 ー (22%) (22%) (61%) (100%) 2027年度 1445% 325%

471 ー 890 600

ー (325%)

500

2022年度 (37%) 2027年度

441 770 600

(207%)

342 344 346 348 350

2021年度 (0%) (25%) (50%) (75%) (100%) 2027年度 118% 115%

342 404 350

(115%)

440 880 1,320 1,760 2,200

2017～21年度累計 (20%) (40%) (60%) (80%) (100%) 2023～27年度累計 86% 34%

1,860 354 758 2,200

(16%) (34%)

15,000 30,000 45,000 60,000 75,000

2017～21年度累計 (20%) (40%) (60%) (80%) (100%) 2023～27年度累計 113% 23%

83,376 16,887 75,000

(23%)

75 75 75 ー ー

2019年度 (100%) (100%) (100%) ー ー 2025年度 15% 15%

22 30.2 ー ー 75

(15%) ー ー

100 100 100 100 100

2022年度 (100%) (100%) (100%) (100%) (100%) 2027年度 100% 100%

100 100 100 100

(100%) (100%)

ー

176 長良川の鮎資源量

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

有機農業の取組み面積 ha

174 農業産出額 * 億円

万尾

系統

万尾

175 県で新たに開発した魚苗の系統数

%

171 スマート農業技術導入経営体数 経営体

172 地産地消率

180 ぎふジビエ販売量 t

181 養豚農場における飼養衛生管理基準の遵守状況 * %

177 鮎の漁獲量 * t

178 狩猟免許試験受験者数 * 人

179 ニホンジカの捕獲頭数 * 頭

173

基準値の確定
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＜単年度目標値未達の要因＞ 

ＫＰＩ○１7２ ：夏季高温や春先の寒気等、天候の影響がほうれんそうやキュウリ等の生育に影

響を与え、県内の市場流通量が減少したことなどによる。 

ＫＰＩ○１７８ ：2019年度に豚熱発生に伴い受験者数が減少して以降、発生前の水準に戻って

おらず、目標を達成できなかった。 

ＫＰＩ○ １８０ ：豚熱の影響により、イノシシ肉の扱いがほとんど無い中、シカ肉を活用したフェア

等を開催し、ぎふジビエの認知度及び販売量向上につなげたが、目標を達成でき

なかった。 

KPI○ 182 ：飼養農場数の減少により、目標値に達しなかった。 

今後の取組み                                                   

（地産地消の推進） 

⚫ 地産地消ぎふ応援団の募集、地産地消フェアや「岐阜県農業フェスティバル」の開催

等に一層取り組む。また、地産地消ぎふ応援団での食農キャラバンや、デジタルスタ

ンプラリーの実施及び食農体験イベント等の開催を強化する。 

（食料安全保障の強化に資する生産・供給体制の構築） 

⚫ 生産資材価格の高止まりが続いていることから、県内の農畜水産業への影響等を注

視し、国の動向も踏まえながら、必要な対策を講じていく。 

（岐阜県版「みどりの食料システム」の取組み推進） 

⚫ 有機農業プロジェクトチームによる栽培実証、県有機農業アドバイザーの派遣制度

等に取り組む他、有機農業者のネットワーク構築に取り組む。 

（農業経営の安定化、産地の振興） 

⚫ 整備完了した施設を活用し、畜産研究所養豚・養鶏研究部ではボーノブラウン種豚

の再造成や奥美濃古地鶏の改良、水産研究所下呂支所では中山間地域に適した魚

苗の開発を進める。 

⚫ くりの収穫作業効率化の実証結果を基に他産地への普及を図るとともに、ホウレンソ

ウ、えだまめの産地においても、収穫調製作業の実証支援を行う。 

 

2023 2024 2025 2026 2027

101,600 108,800 116,000 ー ー

2019年度 (78%) (89%) (100%) ー ー 2025年度 100% 89%

51,000 101,611 108,723 ー ー 116,000

(78%) (89%) ー ー

10 10 12 ー ー

2019年度 (83%) (83%) (100%) ー ー 2021～25年度累計 110% 92%

0 10 11 ー ー 12

(83%) (92%) ー ー

182 豚の飼養頭数 頭

183 種豚ボーノブラウン造成頭数（県保有） 頭

下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率
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（鳥獣害対策、ぎふジビエの推進） 

⚫ 狩猟免許試験の土曜開催や教育機関での開催、事前講習会の開催などを着実に行

い、狩猟者の育成・確保を図る。 

⚫ 捕獲鳥獣（二ホンジカ）の地域資源（ジビエ等）としての利用拡大を図るため、解体処

理に係る人材を育成するとともに、県内や首都圏において新たな需要創出に向けた

消費者参加型のフェア等を開催する。 

⚫ 鳥獣被害防止のため、防護と捕獲を組み合わせた総合的な対策を強化する。群れで

行動するサルについては、ＩＣＴや大型檻（囲いワナ）の導入を支援するなど、地域が

一体となった捕獲対策や追い払い対策を進める。 

（家畜伝染病への対応） 

⚫ 飼養衛生管理の徹底により、安心して経営を続けられる環境づくりを進めるとともに、

ボーノブラウンの再造成を契機として飼養豚の増頭を促す。 
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③ 「未来を支える森林づくり」の推進 

実施状況                                                     

（災害に強い循環型の森林づくり） 

⚫ 林業事業体等が実施する再造林・保育に必要な経費を支援するとともに、その低コ

スト化を実現するため、コンテナ苗植栽研修を実施した。 

【森林整備事業による造林面積】206ha（2023年度） 【コンテナ苗植栽研修】受講者数：14人 

⚫ 森林の多面的機能を維持するため、環境保全林における間伐等の森林整備に必要

な経費を支援するとともに、観光振興に寄与する森林景観の形成に向けて、観光道

路等の沿線の間伐等森林整備に必要な経費を支援した。 

【環境保全林整備面積（間伐）】1,462ha（２０２３年度） 【観光景観林整備面積】62ｈａ（202３年度） 

⚫ 人命に関わる可能性の高い保全対象（民家等）への倒木等の恐れがある樹木の除去

や、野生鳥獣の被害の軽減を図るため、人と野生鳥獣の生活域のバッファーゾーン

（緩衝帯）の整備を行った。 

【危険木の伐採箇所数】35箇所 【バッファーゾーンの整備箇所数】２９箇所 

⚫ 全ての森林情報を森林クラウドシステムに集約することで情報の精度を向上、作業負

担の軽減、情報の見える化を促進した。 

【森林クラウドシステム】利用事業体数：14６者 

⚫ 森林経営計画策定や造林補助申請をアシストする機能を有した森林クラウドシステ

ムを林業事業体に配布することにより策定や申請の手続きを支援した。 

【森林クラウドシステム操作研修】受講者数：33人 

⚫ 森林経営管理制度63を運用する市町村を総合的に支援するため、「地域森林管理支

援センター」において市町村からの相談対応や専門家への相談斡旋、市町村林務担

当職員向けの研修等を実施した。 

【森林のある市町村への巡回支援回数】111回 

【市町村林務担当職員向け研修実施回数】14回（80時間） 

（都市の木造化・脱炭素社会の実現に向けた県産材の需要拡大） 

⚫ 「ぎふの木で家づくり支援事業」により県産材住宅を新築した施主に対して、補助金

を交付した。 

【補助件数】県内新築：87棟、県外新築：24棟 

⚫ 大学生等の若い世代を対象に、非住宅建築の木造化に対する理解・知識を深めるた

めの「木造建築設計研修会」を開催した。 

【相談センター対応数】４２７件 【研修受講者数】延べ１８５人 

⚫ 首都圏、関西圏で開催された木材関係の展示会に出展するとともに、国内での販路

拡大に向けた活動を行う事業者に対して支援した。 

【首都圏・関西圏展示会】出展回数：３回 【国内への販路拡大活動支援件数】８社 

 
63 森林経営管理法に基づき、経営管理が行われていない森林について、市町村が森林所有者の委託を受

け経営管理することや、林業経営者に再委託することにより、林業経営の効率化と森林の管理の適正化を促

進するための制度。 
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⚫ 海外での販路拡大につなげるため、台湾、韓国、ドイツで開催された見本市に出展した。 

【展示会での商談数】６件 

⚫ 県産材を活用した新製品や新技術の開発に対して支援するとともに、製材効率の向

上を図るための製材制御装置の導入や木材集出荷販売施設の導入に対して助成した。 

【新規用途開発支援件数】６件 【県産材等生産体制強化施設整備支援件数】１件 

【木材加工流通施設整備支援件数】１件 

⚫ 民間事業者等が行った商業施設等の木造化に対して支援するとともに、非住宅分野

の木造化に係る技術・知識を持つ建築士を養成するため、「木造建築マイスター64養

成講座」を開催した。 

【商業施設の木造化への支援】支援件数：７件 【木造建築マイスター要請講座】開催回数：４回  

【木造建築マイスター認定数】新規1１人、累計：４７人 

（ＤＸの推進による林業・木材産業改革） 

⚫ 県産材サプライチェーン65の構築に向け、普及活動や体制強化等を支援した。また、

県産材を使用した住宅建築を行う工務店を増やすため、県産材住宅の補助制度や

協力工務店の認定制度をＰＲした。 

【県産材サプライチェーン構築支援件数】2団体【ぎふの木で家づくり協力工務店新規登録者数】１５社 

⚫ 木材生産から住宅建築まで一連の木材関係事業者等が参画する団体が取り組む 

「ＩＣＴを活用した新たな県産材サプライチェーンの情報システム」の試行や課題抽

出・改修等を支援した。 

【ＩＣＴを活用した県産材サプライチェーン構築支援件数】１団体 

⚫ 製材工場の生産性の向上を図るため、木材加工事業者に対して製品在庫や販売情

報のデジタル化を進める木材事業者が行う販売管理システムの構築等を支援した。 

【ＤＸ支援】２件 

⚫ 林業事業体のＩＣＴ機器等の導入を支援するとともに、活用に向けた研修会や最新技

術の実証・見学会を開催したほか、県管理のデジタル機器の貸出しを行った。 

【ＩＣＴ機器等導入支援件数】11者 【研修会・見学会】延べ20回、受講者数317人 

【デジタル機器の貸出し】11回、利用者数327人 

⚫ 新たな林道66、林業専用道67を開設するとともに、林業事業体に対し、高性能林業機

械の購入及びレンタルを支援した。 

【新規採択路線】１路線 

【高性能林業機械の購入支援件数】１者１台 【高性能林業機械のレンタル支援件数】12者16台 

 

 

 
64 木造住宅アドバイザー又は非住宅分野の建築物の設計に１０年以上従事している建築士で、県が主催す

る養成講座を修了し県が認定した者。県産材を活用した非住宅分野の建築物の木造化や木質化の提案・相

談を行う者。 
65 川上の木材生産から川中の加工・流通、川下の工務店までの一連の木材供給網。 
66 公道から、森林へアクセスするための幅員３～７ｍ程度の自動車道。管理主体は主に市町村。 
67 間伐作業や主伐後の再造林その他の森林施業を行うための自動車道。 
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（森林空間等を活用した森林サービス産業68の育成による山村振興） 

⚫ 「ぎふ森のある暮らし推進協議会」と連携し、県内各地の森林空間を活用し森の体験

プログラムを提供する「ぎふ森フェス」、セミナーや交流会などを実施したほか、アウト

ドアイベントへの出展や専門家派遣等による事業支援を実施した。 

【ぎふ森フェス提供プログラム数】40 【ぎふ森フェス参加者数】１，４４４人 

【森林サービス産業起業者数】３者 【セミナー等実施回数】１２回  

【アウトドアイベント出展回数】1回 【専門家派遣回数】8回 

（きのこなどの特用林産物の振興） 

⚫ きのこ等の特用林産物生産者が行う消費宣伝イベントの実施やPR用ホームページ

の作成、海外との商談に向けた調査費用など、国内外の販路拡大に向けた取組みに

必要な経費を支援した。 

【特用林産物競争力強化・販路拡大支援件数】５件 

ＫＰＩの進捗                                                  

 
 

68 森林空間を多面的に活用し、「健康」「観光」「教育」などの分野で新たなサービスを提供し、収入と雇用を

生み出す事業。 

2023 2024 2025 2026 2027

400 600 800 1,000 ー

2020年度 (26%) (51%) (75%) (100%) ー 2026年度 38% 10%

185 266 ー 1,000

(10%) ー

2,100 2,100 2,100 2,100 ー

2020年度 (100%) (100%) (100%) (100%) ー 2026年度 70% 70%

1,713 1,462 ー 2,100

(70%) ー

61 69 77 85 ー

2020年度 (41%) (61%) (80%) (100%) ー 2026年度 0% 0%

44 44 ー 85

(0%) ー

493 538 558 606 ー

2020年度 (38%) (62%) (73%) (100%) ー 2026年度 26% 10%

425 443 ー 606

(10%) ー

612 624 638 650 ー

2020年 (49%) (65%) (84%) (100%) ー 2026年 64% 31%

576 599 ー 650

(31%) ー

6.0 6.3 6.7 7.0 ー

2020年度 (50%) (65%) (85%) (100%) ー 2026年度 50% 25%

5.0 5.5 ー 7.0

(25%) ー

3 6 12 20 ー

2020年度 (15%) (30%) (60%) (100%) ー 2026年度 100% 30%

0 3 6 ー 20

(15%) (30%) ー

189 木材生産性 ㎥/人・日

190 森林サービス産業起業者数（累計） 者

186 品質・性能が証明された木材製品出荷量 千㎥

187 県内における県産材需要量 千㎥

188 木材生産量 千㎥

184 再造林面積 ha

185 環境保全林整備面積 * ha

下段：実績値　（）内は目標値に対する進捗率

上段：単年度目標値 （）内は目標値に対する進捗率
単位 基準値

計画期間中の状況

目標値
KPI
番号

指標名

最新実績の評価

単年度
目標値
達成率

進捗率
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＜単年度目標値未達の要因＞ 

ＫＰＩ○１84 ：造林事業者の確保ができないなどの理由により、目標値を下回った。 

ＫＰＩ○１85 ：事業地の確保に時間を要したなどの理由により、目標値を下回った。 

ＫＰＩ○１86 ：資材高騰の影響等により県産材住宅の建設戸数が減少したことによる。（全国的

に減少） 

ＫＰＩ○１87 ：資材高騰の影響等により県産材住宅の建設戸数が減少したことによる。（全国的

に減少） 

ＫＰＩ○１88 ：燃料用材などの需要が大きく増加した一方、製材や合板用材の需要が減少した

ため目標値を下回った。 

ＫＰＩ○１89 ：小規模な林業事業体(木材生産量が年間3千㎥未満)における木材生産性が低く

なっているため目標値を下回った。 

今後の取組み                                                   

（災害に強い循環型の森林づくり） 

⚫ 造林事業者と伐採事業者の連携を進める会議等を通じて再造林の実施を促すとと

もに、民間の再造林基金制度による取組みを支援する。 

⚫ 林業事業体に対し、「脱炭素社会ぎふ」の実現に貢献するなど環境保全林での間伐

の意義についての周知や、計画的な事業地の確保、作業の早期着手等適切な進捗

管理を働きかける。 

（都市の木造化・脱炭素社会の実現に向けた県産材の需要拡大） 

⚫ 県産材需要量を増加させるため、２０２５年度から国の補助金等を受けている住宅も

補助対象とすることで、県産材住宅の建設支援を拡充するとともに、ぎふの木で家づ

くり協力工務店の拡大を進める。 

⚫ 住宅建築のほか、まちの賑わいに繋がる施設の木造化等に対して支援するとともに、

非住宅建築物の木造化を促進する研修会や木造建築マイスターのスキルアップのた

めの取組みを進める。 

（ＤＸの推進による林業・木材産業改革） 

⚫ 木材需要の大幅な増加が見込めない中、需要の変化に対応できる木材生産体制を

整えるため、多様な施業地の確保や集約化、高性能林業機械の導入やＩＣＴの活用に

よる施業の効率化を支援する。 

⚫ 林内路網の整備を促進するとともに、生産性が低調な小規模な林業事業体を中心に

高性能林業機械のレンタルを支援する。 

（森林空間等を活用した森林サービス産業の育成による山村振興） 

⚫ 森林サービス産業に新たに取り組む事業者に対するプランナー派遣等の伴走型支

援や、施設整備等への支援を行う。 
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成果指標  

１ 「清流の国ぎふ」を支える人づくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 健やかで安らかな地域づくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 地域にあふれる魅力と活力づくり 

 

 
  「清流の国ぎふ」創生総合戦略で掲げた政策の達成状況を客観的に検証・説明するための、KPI の上位にある基本指標。 

評価

2023 2024 2025 2026 2027

2013年度 2030年度

1,878 980

2019年度 2027年度

303.5 330

2021年 3,044 2027年 70%

1,721 (70%) 3600

観光消費額 億円

温室効果ガス総排出量
万t-
Co2

目標値実績値　（）内は目標値に対する進捗率

計画期間中の状況

進捗率

ー

ー

指標名 単位 基準値

一人当たり県民所得 万円

評価

2023 2024 2025 2026 2027

2021年度 50.9 2027年度 0%

54.0 (0%) 66.0

2022年度 79.0 84.6 2027年度 502%

52.0 (415%) (502%) 58.5

2022年度 68.2 78.8 2027年度 371%

43.6 (259%) (371%) 53.1

2022年度 42.3 45.5 2027年度 47%

41.5 (9%) (47%) 50.0

2020年 2025年

62.8 64.4

指標名 単位 基準値

地域や社会をよくするために何をすべきか考えたこと
がある児童生徒の割合（高等学校）

%

%

目標値実績値　（）内は目標値に対する進捗率

計画期間中の状況

進捗率

地域や社会をよくするために何をすべきか考えたこと
がある児童生徒の割合（中学校）

%

県内高校生及び県出身大学生の県内就職率

地域や社会をよくするために何をすべきか考えたこと
がある児童生徒の割合（小学校）

%

%労働力率（15歳以上人口に占める労働力人口） ー

評価

2023 2024 2025 2026 2027

2021年 1.31 1.27 2030年 0%

1.4 (0%) (0%) 1.80

2018年度 6.7 2027年度 29%

7.2 (29%) 5.5

2019年 2025年

73.08

平均寿命の
増加分を上
回る健康寿
命の増加

2019年 2025年

76.18

平均寿命の
増加分を上
回る健康寿
命の増加

2022年度 46.1 45.7 2027年度 0%

49.1 (0%) (0%) 53.7

くらしの満足度（「十分満足」「おおむね満足」の割合）

合計特殊出生率 ―

子どもの貧困率 %

目標値実績値　（）内は目標値に対する進捗率

計画期間中の状況

進捗率

ー

ー

指標名 単位 基準値

%

健康寿命(日常生活に制限のない期間)（男性） 歳

健康寿命(日常生活に制限のない期間)（女性） 歳


